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総 則 

 

１  目 的 

  各消防署において執り 行われている 少量危険物及び指定可燃物の貯蔵及び取扱いに関する 運

用について、 統一的な運用基準を定め、 規制に関する 公平性及び正確性を確保する と と も に、 事

務の円滑な運用を図る こ と を目的と する も の。  

 

２  用語の定義 

 ⑴ 法と は、 消防法（ 昭和２ ３ 年法律第１ ８ ６ 号） をいう 。  

 ⑵ 危政令と は、 危険物の規制に関する 政令（ 昭和３ ４ 年政令第３ ０ ６ 号） をいう 。  

 ⑶ 危省令と は、 危険物の規制に関する 規則（ 昭和３ ４ 年総理府令第５ ５ 号） をいう 。  

 ⑷ 危告示と は、 危険物の規制に関する 技術上の基準の細目を定める 告示（ 昭和４ ９ 年自治省告

示第９ ９ 号） をいう 。  

 ⑸ 建基令と は、 建築基準法施行令（ 昭和２ ５ 年政令第３ ３ ８ 号） をいう 。  

 ⑹ 条例と は、 尼崎市火災予防条例（ 昭和３ ７ 年条例第２ 号） をいう 。  

 ⑺ Ｊ Ｉ Ｓ と は、 産業標準化法（ 昭和２ ４ 年法律第１ ８ ５ 号） 第２ ０ 条第１ 項の日本産業規格を

いう 。  

 

３  運用上の留意事項 

  こ の運用基準は、 尼崎市火災予防条例に基づく も のに加え、 よ り 具体的な当市の地域特性（ 人

口、 建築物の密集性、 地盤、 気象等） を考慮し 、 少量危険物及び指定可燃物の貯蔵取扱所におけ

る 更なる 保安の確保を推進する ためのも のである 。  

  なお、 本文中の末尾に★を記載し ている 事項は、 行政指導の事項である 。  

 

４  基準の適用範囲 

 ⑴ こ の基準は、 令和７ 年２ 月２ ０ 日から 適用する 。  

 ⑵ こ の基準の適用の際現に条例第４ 章の規定によ り 少量危険物又は指定可燃物を貯蔵し 、 又は

取り 扱っている 場所のう ち、 適用後の基準に適合し ないも のの位置、 構造及び設備に係る 基準

については、 同基準の規定は、 適用し ない。  
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第１  少量危険物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の共通基準 

 

１  危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の同一場所の扱い 

  危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の同一場所の範囲については、 次によ る 。  

  なお、 指定数量の５ 分の１ 未満の危険物（ 以下「 微量危険物」 と いう 。） を貯蔵し 、 又は取り 扱

う 場合も 同様と する 。  

 ⑴ 屋外の場合 

  ア 容器又は設備によ り 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

    原則と し て、 敷地ごと と する 。 ただし 、 施設相互間が耐火構造の建築物又は塀等で防火上

有効に隔てら れている 場合、 又は、 防火上安全な距離を有する 場合など 、 各施設が独立性を

有し ている と 認めら れる 場合は、 それぞれの施設ごと と する （ 第1-1図及び第1-2図参照）。  

    なお、 防火上安全な距離は、 実情によ る こ と と し 、 同一敷地内にある 微量危険物は、 でき

る 限り 分散さ せないこ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ  タ ンク によ り 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

    原則と し て、 タ ンク ごと と する 。 ただし 、 地下タ ンク で次のいずれかに該当する 場合は、

一の地下タ ンク と する 。  

   ( ｱ)  同一のタ ンク 室内に設置さ れている 場合（ 第1-3図参照）  

   ( ｲ)  同一の基礎上に設置さ れている 場合（ 第1-4図参照）  

   ( ｳ)  同一のふたで覆われている 場合（ 第1-5図参照）  

 

 

 

 

 

 

耐火構造の建築物 

少量危険物 

少量危険物 

【 第1-1図 耐火構造の建築物によ り 隔てら れている 例】  

タ ンク  タ ンク  

【 第1-3図 同一タ ンク 室の例】  

タ ンク  タ ンク  

【 第1-4図 同一基礎の例】  

タ ンク  タ ンク  

【 第1-5図 同一ふたの例】  

Ｇ Ｌ  

※1 空地○ｍ 

少量危険物 

少量危険物 
※2 防火上安全な距離 

空地○ｍ 

【 第1-2図 防火上安全な距離を有し ている 例】  

※1 空地の幅は、 条例

第 32 条の 3 第 2 項

第 1 号の表に掲げる

幅と する 。  

 

※2 概ね 5ｍ以上の距

離を有するなど、 実

情に応じ て個別に判

断する 。  
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【 第1-8図 不燃区画例】  

出入口 

（ 防火設備）  

不燃材料で造ら れた壁、 床、

柱及び天井 

少量危険物 

  ウ  タ ンク と 設備が同一工程の場合 

    貯蔵及び取扱いが同一工程である 場合は、 同一工程ごと と する こ と ができ る （ 第1-6図参

照）。  

 

 

 

 

 

 ⑵ 屋内の場合 

   原則と し て、 建築物ごと と する （ 第1-7図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ただし 、 次に掲げる 場合は、 それぞれに示す場所ごと と する こ と ができ る 。  

  ア 危険物を取り 扱う 設備の場合 

    次の( ｱ) 又は( ｲ) によ る 。  

    なお、 危険物を取り 扱う 設備と は、 吹付塗装用設備、 洗浄作業用設備、 焼入れ作業用設備、

消費設備（ ボイ ラ ー、 バーナー等）、 油圧装置、 潤滑油循環装置等をいう 。  

   ( ｱ)  危険物を取り 扱う 設備が、 条例第３ ２ 条の３ の２ の基準に適合し 区画さ れている 場所

（ 出入口（ 防火設備） 以外の開口部（ 換気設備を除く 。） を有し ないも のに限る 。 以下「 不 

燃区画例」 と いう 。）（ 第1-8図参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     なお、 原則と し て、 不燃区画例の少量危険物貯蔵取扱所を連続（ 隣接） し て設ける こ と 、

及び不燃材料で造ら れた二重構造の壁で隙間を設けて設置する こ と は認めら れない（ 第1-

タ ンク  発電設備等 

【 第1-6図 同一行程の例】  

危険物 

危険物 

危険物 

【 第1-7図 屋内の例】  

建物全体を同一の

場所と する  

ためます 

（ 貯留設備）  

危険物が浸透し

ない構造及び適

当な傾斜 
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9図参照）。 ただし 、 少量危険物貯蔵取扱所相互間に隣接する 開口部のない壁（ 随時開ける

こ と ができ る 自動閉鎖の特定防火設備（ 以下「 自閉式特定防火設備」 と いう 。） が設けら れ

た出入口を除く 。） 及び床を耐火構造と する 場合は、 こ の限り でない（ 第1-10図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｲ)  危険物を取り 扱う 設備（ 危険物を移送する ための配管、 ス ト レ ーナー、 流量計（ ポンプ

を除く 。）等の附属設備を除く 。）の周囲に幅３ ｍ以上の空地が保有さ れている 次の場所（ 以

下「 保有空地例」 と いう 。）  

    ａ  当該設備から ３ ｍ未満と なる 建築物の壁（ 出入口以外の開口部を 有し ないも のに限

る 。） 及び柱が耐火構造である 場合は、当該設備から 当該壁及び柱ま での距離の幅の空地

が保有さ れている こ と 。 ただし 、 建築物の壁に自閉式特定防火設備が設けら れている 場

合は、 こ の限り でない（ 第1-11図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ｂ  空地は、 天井（ 天井がない場合は小屋裏） 又は上階がある 場合にあっては上階の床ま

でをいい、 空地の上方に電気配線、 ダク ト 等が通過する 場合は、 火災の実態危険がない

も のである こ と 。  

    ｃ  保有空地例における 空地の範囲をペイ ント 、 テープ等によ り 明示する こ と 。 ★ 

    ｄ  複数の少量危険物貯蔵取扱所を保有空地例で設置する 場合は、 空地を相互に重複し な

いこ と （ 第1-12図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

少量危険物 少量危険物 

油圧装置 ボイ ラ ー 

隙 

間 

【 第1-9図 認めら れない例】  

開口部のない不燃材料の壁 

少量危険物 少量危険物 

油圧装置 ボイ ラ ー 

【 第1-10図 認めら れる 例】  

開口部のない耐火構造の壁及び床 

少 量 

危険物 

耐火構造の柱 

耐火構造の壁 

自閉式 

特定防火設備 
3ｍ以上 

少 量 

危険物 

自閉式 

特定防火設備 

不燃材料の屋根 

不燃材料の床 

3ｍ以上 

耐火構造の壁及び柱 

【 第1-11図 保有空地例】  

少量危険物 

3ｍ以上 

少量危険物 

3ｍ以上 

【 第1-12図 保有空地例によ り 複数設置する 場合】  
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  イ  容器又はタ ンク によ り 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

    不燃区画例によ る 。  

  ウ  大学、 研究所その他こ れら に類する 施設内の実験室、 百貨店、 病院、 大規模防火対象物等

における 危険物の貯蔵、 取扱いは、 次の( ｱ) 及び( ｲ) によ る こ と 。  

   ( ｱ)  不燃区画例によ る 場所 

   ( ｲ)  階ごと に防火上有効に区画さ れた次の場所 

    ａ  建基令第１ １ ２ 条第１ 項の防火区画（ 面積区画） がさ れた場所（ 第1-13図参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    ｂ  建基令第１ １ ２ 条第９ 項の防火区画（ 竪穴区画） がさ れた場所 

  エ 共同住宅等において貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合（ 階層住宅等の燃料供給施設を含む。）  

    管理権原者の異なる 場所ごと と する （ 第1-14図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 屋上の場合 

   原則と し て、 屋上ごと と する 。 ただし 、 同一の建築物に階層が連続し ない陸屋根が２ 以上あ

る 場合は、 陸屋根ごと と する （ 第1-15図参照）。  

  

【 第1-13図 面積区画によ る 場合】  

Ａ  0. 8 倍 

Ｂ  0. 4 倍 

Ｃ  0. 5 倍 

【 例1】 認めら れる 場合 

面積区画 

（ 吹き 抜け）  

面積区画 

Ａ  ⇒ 0. 8 倍 

Ｂ ＋Ｃ  ⇒ 0. 9 倍 

【 例2】 認めら れない場合 

Ａ ＋Ｂ  ⇒ 1. 5 倍 

Ａ  0. 8 倍 Ｂ  0. 7 倍 

面積区画 面積区画 

温度ヒ ュ ーズ連動の特定防火設備 

※ それぞれの場所と し た面積区画が連続

（ 隣接） する 場合、 隣接する開口部を温

度ヒ ュ ーズに連動し て閉鎖する 特定防火

設備と する こ と は認めら れない。  

【 第1-14図 共同住宅等の場合】  

少 量 

危険物 

少 量 

危険物 
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   また、 一の陸屋根に、 保有空地例によ る 少量危険物貯蔵取扱所を設置する 場合（ 危険物を取

り 扱う 設備は、 ボイ ラ ー、 発電設備等の消費設備に限る 。） は、 それぞれに示す場所ごと と する

こ と ができ る 。  

   こ の場合における 空地の範囲等は、 前⑵ア( ｲ) ｃ 及びｄ によ る （ 第1-16図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 特殊な場所の場合 

  ア 新築工事中の現場において貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

    原則と し て、 建築物ごと と する（ 第1-17図参照）。 ただし 、 不燃区画例によ る 場合は、 こ の

限り でない（ 第1-18図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ  建設現場等において土木建設重機等に給油する 場合 

    一の工事現場と 判断でき る 範囲と する 。 なお判断の目安は、 当該場所にある 土木建設重機

等が工事のため移動する 範囲ごと と する （ 第1-19図参照）。  

【 第1-15図 連続し ない陸屋根が複数ある 場合】  

それぞれを一の少量危険物

貯蔵取扱所と する 。  

空地 3ｍ以上 空地 3ｍ以上 

【 第1-16図 保有空地例によ り 複数設置する 場合】  

少量危険物 

少量危険物 

【 第1-17図 新築工事中の建物の場合】  

合算し 、 建築物を一の少量

危険物貯蔵取扱所と する 。  

不 燃 

区画例 

【 第1-18図 不燃区画例によ る 場合】  

それぞれを一の少量危険物

貯蔵取扱所と する 。  

不 燃 

区画例 
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  ウ  シールド 工事で危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

    立杭及び掘削機によ り 掘削する 場所ごと と する 。 ただし 、 複数のト ンネルを複数のシール

ド マシーンを用いて工事する 場合は、 立杭を共有し 、 かつ、 到達点が同一である も のは当該

場所ごと と する 。  

    なお、 掘削機等で貯蔵し 、 又は取り 扱う 危険物は、 引火点１ ０ ０ 度以上のも のを１ ０ ０ 度

未満の温度で貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合に限る 。  

  エ 建築物に設置さ れた免震用又は制振（ 震） 用オイ ルダンパーで危険物を取り 扱う 場合 

    建築物に設置さ れた各免震用又は制振（ 震） 用オイ ルダンパー（ 免震用については国土交

通大臣の認定を受けている も のに限る 。） のう ち、 第３ 石油類等の危険物を取り 扱う も ので、

次の要件に適合する も のは、 当該オイ ルダンパーごと と する 。  

   ( ｱ)  指定数量の５ 分の１ 未満の高引火点危険物（ 引火点が１ ０ ０ 度以上の第４ 類危険物） で

ある こ と 。  

   ( ｲ)  円筒状の鋼製シリ ンダー及びその付属部分が密閉さ れている も のである こ と 。  

 

２  同一場所で貯蔵し 、 又は取り 扱う 危険物の数量の算定 

  同一場所で貯蔵し 、 又は取り 扱う 危険物の数量の算定については、 次によ る 。  

 ⑴ 貯蔵施設の場合 

   貯蔵する 危険物の全量と する 。  

 ⑵ 取扱施設の場合 

   取り 扱う 危険物の全量と する 。  

   なお、 算定方法は、 次に掲げる 危険物の取扱形態等によ る こ と と し 、 複数の取扱形態等を有

する 場合は、 合算する も のと する 。  

  ア 油圧装置、潤滑油循環装置等によ る 危険物の取扱いは、瞬間最大停滞量をも って算定する 。 

  イ  ボイ ラ ー、 発電設備等の危険物の消費は、 １ 日における 想定さ れる 最大取扱量をも って算

定する 。  

なお、 ２ ４ 時間以上稼働可能な施設において、 １ 日当たり の稼働時間を２ ４ 時間未満と す

る 場合は、 その根拠を示すも のと する 。  

 ⑶ 貯蔵施設と 取扱施設を併設する 場合 

  ア 貯蔵施設と 取扱施設が同一工程にある 場合（ ボイ ラ ーと 当該ボイ ラ ー用燃料タ ンク を同一

の室内に設けた場合等）  

    貯蔵する 危険物の全量と 取り 扱う 危険物の全量を比較し て、 いずれか大き い方の量と す

る 。  

  イ  貯蔵施設と 取扱施設が同一工程にない場合 

【 第1-19図 建設現場等で土木建設重機等に給油する 場合】  
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    貯蔵する 危険物の全量と 取り 扱う 危険物の全量を合算し た量と する 。  

  ウ  自動車等へ給油する こ と を目的に設けら れた簡易タ ンク の場合 

    貯蔵量と １ 日の取扱数量のいずれか大き い方の量と する 。  

 ⑷ 算定から 除外でき る 場合 

  ア 指定数量の５ 分の１ 未満の燃料装置部が同一の室内に設置さ れている 石油ス ト ーブ、 石油

こ んろ等で室内の暖房、 調理等の用に供する 場合は、 当該石油ス ト ーブ、 石油こ んろ等で取

り 扱う 危険物を当該室内における 危険物の数量の算定から 除外する こ と ができ る 。  

  イ  建設現場等における 土木建設重機等（ 指定数量未満の危険物を保有する も のに限る 。） の燃

料タ ンク 内の危険物は数量の算定から 除外し 、 １ 日の給油量で算定する こ と ができ る 。  
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第２  指定数量未満の危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準（ 条例第３ １ 条）  

 

１  危険物を貯蔵し 、 取り 扱う 場所（ 第１ 号及び第２ 号）  

 ⑴ 適正な管理の下取り 扱う 場合は、「 みだり に」 には該当し ないこ と 。  

 ⑵ 火気を使用する 場合は、 通風、 換気、 区画を設ける 等火災予防上安全な措置を講じ る こ と 。  

 ⑶ 「 不必要な物件」 と は、 当該場所の作業工程において、 必要でない物件をいう も のであり 、

可燃物に限る も のではないが、 危険物の性質、 数量及び危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の

構造等の実態に応じ 、 火災予防の見地から 判断する こ と 。  

   例えば、 原料や製品を置く ための台、 作業をする ための机等は、 必要なも のであり 、 整理さ

れていれば差し 支えないが、 原料を取り 出し た後の空箱等不必要なも のは、 速やかに整理する

こ と 。  

 

２  必要な措置（ 第３ 号）  

  危険物の貯蔵、 取扱いの形態に応じ 、 容器の密栓、 油槽のふた、 バルブ等の閉鎖、 小分けする

と き の受け皿の設置等、 適正な管理等をいう 。  

 

３  危険物の性質に適応し た容器（ 第４ 号）  

 ⑴ 危険物が固体の場合は、 危省令別表第３ 及び第３ の３ 、 液体の場合は、 危省令別表第３ の２

及び第３ の４ において適応する 運搬容器の材質又はこ れと 同等以上の耐熱、 耐薬品性及び強度

を有する 材質のも のと する こ と 。  

 ⑵ 運搬に用いる 場合は、 法第１ ６ 条の適用を受ける も のである こ と 。  

 

４  損傷防止のための必要な措置（ 第６ 号）  

 ⑴ 容器を収納する 棚等は、 容易に傾斜し 、 転倒し 、 又は落下し ないよ う 固定する こ と 。 ただし 、

高さ が低く 、据付面積の大き い棚等で容易に転倒し ないと 認めら れる 場合は、こ の限り でない。 

 ⑵ 容器の転倒、 転落又は破損を防止する ため、 金属製又は木製の柵、 木枠、 砂箱等によ る すべ

り 止め等を有効に設ける こ と 。  

 ⑶ 接触又は混合によ り 発火する おそれのある 危険物又は物品を同一の棚等で貯蔵し ないこ と 。

ただし 、 接触又は混合を生じ ない距離等がある と 認めら れる 場合は、 こ の限り でない。  

 ⑷ 実験室等における 薬品容器等の落下、 転倒防止措置は、 資料第１ 「 実験室の地震対策」 を参

照する こ と 。  
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第３  少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準（ 条例第３ ２ 条の２ ）  

 

１  危険物の性質に応じ た遮光又は換気（ 第１ 項第３ 号）  

 ⑴ 「 危険物の性質に応じ 、 遮光又は換気を行う 」 と は、 温度又は湿度の変化によ り 酸化、 分解

等を起こ すおそれのないよ う に、 適正に温度又は湿度を保つため遮光又は換気を行う こ と 。  

 ⑵ 「 遮光」 と は、 直射日光に限ら ず光をあてない措置を講じ る こ と をいい、 黄り ん、 エーテル、

二硫化炭素その他揮発し やすい液体等の危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所について行う こ

と 。  

 ⑶ 「 換気」 と は、 換気設備によ り 室内の空気を有効に置換する と と も に、 室温を上昇さ せない

こ と 。  

   なお、 ３ ⑴に掲げる 場所には、 排出設備を設ける こ と 。  

 

２  温度計、 湿度計、 圧力計等の監視（ 第１ 項第４ 号）  

 ⑴ 「 その他の計器」 は、 液面計、 流速計、 流量計、 導電率計、 回転計、 電流計等が含ま れる こ

と 。  

 ⑵ 計器類の監視は、 次によ る こ と 。  

  ア 危険物の貯蔵取扱形態の実態に応じ た方法で行う こ と 。  

  イ  計器類が多数設置さ れる 施設は、 集中し て監視でき る 方法で行う こ と 。 ★ 

 

３  可燃性の液体等が滞留する おそれのある 場所（ 第１ 項第７ 号）  

 ⑴ 「 可燃性の液体、 可燃性の蒸気若し く は可燃性のガス が漏れ、 若し く は滞留する おそれのあ

る 場所又は可燃性の微粉が著し く 浮遊する おそれのある 場所」 と は、 次の場所をいう こ と 。  

  ア 引火点４ ０ 度未満の危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱い、 その蒸気が相当量発生する おそれの

ある 場所 

  イ  危険物を引火点以上に加熱し 、 その蒸気が漏れる おそれのある 場所 

  ウ  水素、 アセチレ ン、 液化石油ガス 等の可燃性ガス が発生又は滞留する おそれのある 場所 

  エ 赤り ん、 硫黄、 金属粉その他可燃性粉体の危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱い、 粉末が相当量

飛散する おそれのある 場所（ 資料第２ 「 可燃性微粉」 参照）  

  オ 第５ 類の危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱い、 粉末が飛散する おそれのある 場所 

 ⑵ 「 火花を発する 機械器具、 工具、 履物等」 と は、 次に示すも のが含ま れる こ と 。  

  ア 機械器具 

   ( ｱ)  グラ イ ンダー等衝撃によ り 火花を発する も の 

   ( ｲ)  電熱器、 暖房機器等高温部を有する も の 

   ( ｳ)  電気設備 

  イ  工具、 履物等 

    ハンマー、 底に鉄びょ う のある 靴等、 衝撃によ り 火花を発する も の 

 

４  保護液中における 保存（ 第１ 項第８ 号）  

  空気中の酸素や水分に接触さ せる と 著し く 危険な状態と なる 危険物を保護する ための液を い

い、 保護液中に保存する 危険物は、 次表のよ う なも のがある （ 第3-1表参照）。  
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【 第3-1表 危険物に応じ た保護液の例】  

危 険 物 保 護 液 

黄り ん 水 

金属ナト リ ウム 
金属カリ ウ ム 

液体炭化水素類 
( 灯油、 軽油等)  

二硫化炭素 水 

ニト ロ セルロ ース  水、 アルコ ール等 

 

５  接触又は混合によ り 発火する おそれのある 危険物と 危険物その他の物品（ 第１ 項第９ 号）  

  次表のよ う なも のがある （ 第3-2表参照）。  

【 第3-2表 危険物別の接触混合禁止物質】  

物質名 接触混合禁止物質 備 考 

塩素酸塩類、過塩素酸塩類、過マ

ンガン酸塩類、 重ク ロ ム酸塩類、

硝酸塩類 

硫黄、 木炭、 金属粉、 り ん、 硫化アンチモ

ン、 有機物その他酸化さ れやすい物質 

わずかな摩擦、衝撃、加熱又は

濃硫酸がさ ら に接触する と 危

険 

過酸化物 硫黄、 木炭、 金属物、 り ん、 有機物 湿気のある も のは特に危険 

過酸化水素濃厚液 金属粉、 粉じ ん、 金属酸化物、 炭素粉末、

有機物等 

 

酸化銀 マグネシウ ム、 セリ ウ ム、 硫黄、 硫化物 摩擦、衝撃、加熱によ り 発火又

は爆発 

発煙（ 濃） 硝酸 

発煙（ 濃） 硫酸 

り ん化水素、 硫化水素、 テレピン油、 紙、

木布等の有機物 

過酸化物 

液体空気、 液体酸素 各種有機物  

塩素、 臭素 水素、 メ タ ン、 エチレ ン、 アセチレ ン等、

硫黄、アンチモン、ヒ 素り ん、ナト リ ウ ム、

カリ ウ ム、金属粉末、テレ ピン油、 その他

こ れら の物質の浸潤物等 

可燃性ガス の場合は太陽光線

によ って爆発 

無水次亜塩素酸 硫黄、 り ん、 有機物 わずかな加熱によ り 爆発 

無水ク ロ ム酸 酢酸、 アルコ ール等  

次亜硝酸 二酸化炭素等  

亜酸化窒素 り ん、 硫黄、 炭素等  

ピク リ ン酸 有機物  

ヒ ド ラ ジン及びその水和物 塩素、 臭素、 沃素、 酸化水銀、 亜硝酸、 亜

硝酸塩類 

 

ヒ ド ロ キ シルア ミ ン及びその塩

類 

重ク ロ ム酸塩、 塩素酸塩、 過塩素酸塩、 過

マンガン酸塩、 酸化物等の酸化剤 

 

アセチレ ン 硝酸、 次亜塩素酸溶液、 サラ シ粉濃溶液、

塩酸 

 

ア ン モニア及び塩化ア ン モン濃

厚溶液 

塩素、 次亜塩素酸塩、 臭素、 沃素  

ア ン モニア水と 炭酸ア ン モン溶

液 

酸化金（ 銀）、 塩化金、 硝酸銀  

エチルアルコ ール 硝酸水銀等の硝酸塩  

アセチレ ン、ジアセチレンその他

のアセチレ ン系炭化水素 

銅、銀、水銀の塩類又はアンモニアと 湿気

存在下のこ れら の重金属 

 

塩素酸カリ  アンモニア、炭素アンモン、塩化第１ ス ス、

硝酸銀、 アンモニウ ム塩、酸化鉛、 亜酸化

水銀等 

 

塩素酸塩類、 過マンガン酸塩類 強酸  
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６  危険物の局部的加熱防止（ 第１ 項第１ ０ 号）  

  「 温度が局部的に上昇し ない方法」 は、 次の方法によ る 。  

 ⑴ 直火を使用し ない方法 

 ⑵ 熱源と 被加熱物を相対的に動かし ている 方法 

 ⑶ 被加熱物の温度分布に偏り を生じ さ せない方法 

 

７  危険物を詰め替える 場所（ 第１ 項第１ １ 号）  

  「 防火上安全な場所」 と は、 不燃材料等の塀で区画さ れた場所、 火気及び火花を発生する おそ

れのない場所等防火上安全な場所で、 かつ、 通風及び換気が有効に行われている も のをいう 。  

 

８  塗装作業を行う 場合の防火上安全な場所（ 第１ 項第１ ２ 号）  

  「 防火上有効な隔壁で区画さ れた場所等安全な場所」 と は、 次の場所によ る 。  

 ⑴ 屋外で、 火源等から 安全と 認めら れる 距離を有し ている 場所 

 ⑵ 屋内で、 火源等から 安全と 認めら れる 距離を有し ており 、 かつ、 周囲の壁のう ち２ 方向以上

が開放、 又はそれと 同等以上の通風及び換気が行われている 場所 

 ⑶ 屋内の区画さ れた場所で、 次の条件を満たす場所 

  ア 隔壁は、 不燃材料で造ら れたも の又はこ れと 同等以上の防火性能を有する 構造のも のであ

る こ と 。  

  イ  隔壁に開口部を設ける 場合は、 防火設備が設けら れている こ と 。  

  ウ  火源と なる も のが存在し ないこ と 。  

 ⑷ 屋内で、 不燃性の塗装ブース が設けら れており 、 かつ、 塗装ブース内に火源と なる も のが存

在し ない場所 

 

９  焼入れ作業の方法（ 第１ 項第１ ３ 号）  

  「 危険な温度に達し ない」 と は、 次の方法によ る 。  

 ⑴ 焼入れ油の容量を十分にと る 方法 

 ⑵ 循環冷却装置を用いる 方法 

 ⑶ 撹拌装置を用いる 方法 

 ⑷ 冷却コ イ ルを用いる 方法 

 ⑸ その他、 上記と 同等以上の効果がある と 認めら れる 方法 

 

10 可燃性蒸気の換気（ 第１ 項第１ ４ 号）  

  「 可燃性の蒸気の換気」 と は、 排出設備等を設ける こ と 等をいう 。  

 

11 バーナーの逆火防止及び危険物の流出防止（ 第１ 項第１ ５ 号）  

  バーナーの逆火防止及び危険物の流出防止は、 次の方法によ る 。  

 ⑴ バーナーの逆火防止方法 

  ア プレ パージ 

    バーナーに点火する 際、 事前に燃焼室内に送風し 、 未燃焼ガス 等を有効に除去する 方法 

  イ  ポス ト パージ 

    バーナーの燃焼を止めた後、 ある 一定時間送風を継続し て、 燃焼室内の未燃焼ガス 等を有
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効に除去する 方法 

 ⑵ 危険物の流出を防止する 方法 

  ア 燃料をポンプで供給し ている 場合など に戻り 配管を設置する 方法 

  イ  フ レ ームアイ 、 フ レ ームロ ッ ド 、 火炎監視装置等によ り 、 バーナーの不着火時における 燃

料供給を停止する 方法 

 

12 危険物を容器に収納し 、 又は詰め替える 場合の基準（ 第１ 項１ ６ 号）  

 ⑴ 内装容器等に収納し 、 又は詰め替える 場合は、 次によ る こ と 。  

  ア 内装容器等は、 容積又は重量にかかわら ず当該条例の規定が適用さ れる 。  

  イ  「 こ れと 同等以上である と 認めら れる 容器」 と は、 次のも のがある 。  

   ( ｱ)  告示第６ ８ 条の２ の２ に掲げる 容器 

   ( ｲ)  告示第６ ８ 条の３ の３ に掲げる 容器 

 ⑵ 内装容器等の表示は、 次によ る こ と 。  

  ア 表示を要する 箇所（ 第3-1図参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ  表示方法（ 第3-3表参照）  

【 第3-3表 表示の基準】  

条 文 危険物の別及び内装容器の最大容積 

品 名 
危 険 等 級 
化学名 
水溶性 

危 険 物 の 
数 量 

注意事項 

危省令第39条の3
第2項 

・ 危省令別表第3、 3の2、 3の3及び3の4
によ る  

要 要 要 

危省令第39条の3
第3項 

・ 第１ 、 ２ 、 ４ 類( 危険等級Ⅰの危険物
を除く 。 ) の危険物 

・ 最大容積500ml 以下 
通称名 要 

同一の意味を 有
する 他の表示 

危省令第39条の3
第4項 

・ 第４ 類の化粧品( エアゾールを除く 。 )  
・ 最大容積150ml 以下 

不要 要 不要 

・ 第４ 類の化粧品( エアゾールを除く 。 )  
・ 最大容積150ml を超え300ml 以下 

不要 要 
同一の意味を 有
する 他の表示 

危省令第39条の3
第5項 

・ 第４ 類の化粧品 
・ 最大容積300ml 以下 

不要 要 
同一の意味を 有
する 他の表示 

危省令第39条の3
第6項 

・ 第４ 類の危険物のう ち動植物油類 
・ 最大容積2.2L以下 

通称名 要 
同一の意味を 有
する 他の表示 

 

13 容器の積み重ね高さ （ 第１ 項第１ ７ 号）  

  危険物を収納し た容器を積み重ねて貯蔵する 場合の高さ は、 床面（ 地盤面） から 容器の上端ま

【 第3-1図 表示の例】  

表示 

内装容器 

表示 

外装容器 

表示 

表示 表示 

外装容器 

外装容器に内装容器が収納

さ れている場合 

表示 表示 

表示 

他の容器 

内装容器等が 他の容器

に収納さ れている場合 
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での高さ をいう （ 第3-2図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 標識及び掲示板（ 第２ 項第１ 号）  

 ⑴ 移動タ ンク 以外の少量危険物貯蔵取扱所 

  ア 出入口付近等の外部から 見やすい位置に設ける こ と 。  

  イ  施設の外壁又はタ ンク 等に直接記載する こ と ができ る こ と 。  

  ウ  材質は、 耐候性及び耐久性がある も のと し 、 文字が雨水等によ り 容易に汚損又は消失する

こ と がないこ と 。  

  エ 標識及び掲示板の例は、 次によ る こ と 。  

   ( ｱ)  少量危険物貯蔵取扱所の標識（ 第3-3図参照）  

    ・ 地： 白色、 文字： 黒色 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｲ)  類、 品名及び最大数量を掲示し た掲示板（ 第3-4図参照）  

    ・ 地： 白色、 文字： 黒色 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｳ)  防火に関し 必要な事項を掲示し た掲示板 

    ａ  危省令第１ ８ 条第１ 項第４ 号イ 及び第５ 号（ 第3-5図参照）  

     ・ 第１ 類の危険物のう ちアルカリ 金属の過酸化物又はこ れを含有する も の 

     ・ 禁水性物品（ 危政令第１ ０ 条第１ 項第１ ０ 号の禁水性物品をいう 。）  

     ・ 地： 青色、 文字： 白色 

 

積み重ね高さ  

【 第3-2図 容器の積み重ね高さ 】  

少量危険物貯蔵取扱所 

【 第3-3図 少量危険物貯蔵取扱所の標識の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

類  別 第４ 類 

品  名 第２ 石油類( 軽油)  

最大数量 ９ ０ ０ ℓ 

【 第3-4図 類、 品名及び最大数量を掲示し た掲示板の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

※ 移動タ ンク に係る も のにあって

は、 40ｃ ｍ×25ｃ ｍ以上 
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    ｂ  危省令第１ ８ 条第１ 項第４ 号ロ 及び第５ 号（ 第3-6図参照）  

     ・ 第２ 類の危険物（ 引火性固体を除く 。）  

     ・ 地： 赤色、 文字： 白色 

 

 

 

 

 

 

 

    ｃ  危省令第１ ８ 条第１ 項第４ 号ハ及び第５ 号（ 第3-7図参照）  

     ・ 第２ 類の危険物のう ち引火性固体 

     ・ 自然発火性物品（ 危政令第２ ５ 条第１ 項第３ 号の自然発火性物品をいう 。）  

     ・ 第４ 類の危険物 

     ・ 第５ 類の危険物 

     ・ 地： 赤色、 文字： 白色 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 移動タ ンク  

  ア 車両の前後から 確認でき る 見やすい位置に設ける こ と 。  

  イ  標識の例は、 次によ る こ と （ 第3-8図参照）。  

   ・ 地： 黒色、 文字： 黄色の反射塗料その他反射性を有する 材料 

 

 

 

 

 

 

 

禁 水 

【 第3-5図 禁水性物品等の掲示板の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

火気注意 

【 第3-6図 第２ 類の危険物（ 引火性固体を除く 。） の掲示板の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

火気厳禁 

【 第3-7図 第４ 類の危険物等の掲示板の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

危 
【 第3-8図 移動タ ンク の標識の例】  

30ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 
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15 危険物の漏れ、 あふれ又は飛散を防止する こ と ができ る 構造等（ 第２ 項第２ 号）  

 ⑴ 「 危険物の漏れ、 あふれ又は飛散を防止する こ と ができ る 構造」 と は、 通常の使用条件に対

し 、 十分余裕を持った容量、 強度、 性能等を有する も のが該当する こ と 。  

 ⑵ 「 付帯設備」 と は、 二重管、 戻り 管、 波返し 、 フ ロ ート ス イ ッ チ、 警報器、 ブース 、 受皿、

囲い、 逆止弁、 ふた等をいい、 危険物の貯蔵取扱形態及び地震対策を考慮し て、 有効なも のを

いう 。  

 ⑶ サービ ス タ ンク は、過剰給油を有効に戻すこ と ができ る 戻り 専用管（ 自然流下によ る 配管は、

給油管の径の概ね１ ． ５ 倍以上の径を有する も のと し 、 かつ、 弁を設けないこ と 。） 等を設置す

る こ と （ 第3-9図から 第3-13図参照）。 ★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 温度測定装置（ 第２ 項第３ 号）  

  「 温度測定装置」 と は、 危険物を取り 扱う 設備の種類、 貯蔵取扱形態、 物性、 測定温度範囲等

を十分に考慮し 、 安全で、 かつ、 温度変化を正確に把握でき る も のをいう こ と 。  

 

17 危険物を加熱又は乾燥する 設備（ 第２ 項第４ 号）  

  「 火災を防止する ための付帯設備」 と は、 次の設備によ る 。  

【 第3-11図 二重のフ ロ ート ス イ ッ チ等】  

配線 配線 

主タ ンク  

サービス  

タ ンク  

Ｐ  

ブザー 

【 第3-13図 フ ロ ート ス イ ッ チと 微圧ス イ ッ チ】  

配線 

配線 

主タ ンク  

サービス  

タ ンク  

Ｐ  

微圧ス イ ッ チ 

【 第3-12図 フ ロ ート ス イ ッ チと 強制戻り 管等】  

配線 
配線 

主タ ンク  

サービス  

タ ンク  
Ｐ  

Ｐ  

ブザー 

戻り 管 

ス イ ッ チ(ボイ ラ ー室内)  

【 第3-9図 フ ロ ート ス イ ッ チと 分岐戻り 管等】  

配線 

配線 

主タ ンク  

サービス 

タ ンク  

Ｐ  

ブザー 

三方コ ッ ク  

分岐戻り 管 

【 第3-10図 フロ ート ス イ ッ チと 戻り 管】  

配線 

主タ ンク  

サービス  

タ ンク  

Ｐ  

戻り 管 
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 ⑴ 自動的に一定温度以下（ 引火点以下） に制御でき る 装置（ 温度センサー等によ る 自動制御装

置）  

 ⑵ 引火を防止でき る 装置（ 不燃性ガス 封入装置等）  

 ⑶ ニク ロ ム線の保護管設備等 

 

18 有効な安全装置（ 第２ 項第５ 号）  

 ⑴ 「 有効な安全装置」 と は、 次のいずれかの方法によ り 、 タ ンク 本体又はタ ンク に直結する 配

管に取り 付ける も のと し 、 その取付け位置は、 点検に容易で、 かつ、 作動し た場合に気体のみ

が噴出し 、 内容物を吹き 出さ ない位置と する こ と 。  

  ア 自動的に圧力の上昇を停止さ せる 装置 

  イ  減圧弁で、 その減圧側に安全弁を取り 付けたも の 

  ウ  警報装置で、 安全弁を併用し たも の 

  エ 破壊板 

 ⑵ 安全装置の設置場所は、 圧力放出口から 可燃性蒸気等が噴出する おそれがある ため、 通風の

良好な場所で、 かつ、 周囲に火気等のない安全な場所に設ける こ と 。  

 

19 電気設備（ 第２ 項第７ 号）  

  「 電気工作物に係る 法令」 の技術上の基準は、 資料第３ 「 電気設備」 によ る 。  

20 静電気除去措置（ 第２ 項第８ 号）  

 ⑴ 「 静電気が発生する おそれのある 設備」 と は、 静電気によ る 災害が発生する おそれがある 可

燃性液体（ 液体の危険物のう ち、 第４ 類特殊引火物、 第１ 石油類、 アルコ ール類、 第２ 石油類

及び導電率が１ ０ －８ Ｓ /ｍ（ ジーメ ンス /メ ート ル） 以下の危険物をいう 。）、 可燃性微粉等の危

険物を取り 扱う 設備が該当する こ と 。  

   なお、 各種液体の導電率は、 資料第４ 「 液体の帯電性」 を参照する こ と 。  

 ⑵ 「 静電気を有効に除去する 装置」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア 接地方式によ る 場合 

    接地導線は、 機械的に十分な強度を有する 太さ のも のと し 、 接地抵抗値は、 概ね１ ０ ０ Ω

以下と する こ と 。  

    なお、 接地端子及び接地極板は、 銅等の導電性及び耐腐食性のある 金属を用いる こ と 。  

  イ  湿度管理方式によ る 場合 

    空気中の湿度を相対湿度７ ５ ％以上と する こ と 。  

  ウ  除電装置を用いる 場合 

    可燃性蒸気又は可燃性微粉の点火源と なる おそれがないこ と 。  

 

21 危険物を取り 扱う 配管（ 第２ 項第９ 号）  

 ⑴ 配管の材質 

  ア 金属製配管 

    金属製配管のう ち、「 その設置さ れる 条件及び使用さ れる 状況に照ら し て十分な強度を有

する も の」 と は、 次の規格に適合する 配管材料がある （ 第3-4表参照）。  
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【 第3-4表 配管材料】  

 名    称 記 号 

J I S-G 3101 

   3103 

   3106 

   3452 

   3454 

   3455 

   3456 

   3457 

   3458 

一般構造用圧延鋼材 

ボイ ラ ー及び圧力容器用炭素鋼及びモリ ブデン鋼鋼板 

溶接構造用圧延鋼材 

配管用炭素鋼鋼管 

圧力配管用炭素鋼鋼管 

高圧配管用炭素鋼鋼管 

高温配管用炭素鋼鋼管 

配管用アーク 溶接炭素鋼鋼管 

配管用合金鋼鋼管 

SS 

SB 

SM 

SGP 

STPG 

STS 

STPT 

STPY 

STPA 

J I S-G 3459 

   3460 

   4304 

   4305 

   4312 

配管用ス テンレ ス鋼管 

低温配管用鋼管 

熱間圧延ス テンレス 鋼板 

冷間圧延ス テンレス 鋼板 

耐熱鋼板 

SUS-TP 

STPL 

SUS-HP 

SUS-CP 

SUH-P 

J I S-H 3300 

 

   3320 

 

   4080 

 

 

   4090 

 

   4630 

銅及び銅合金継目無管 

 

銅及び銅合金溶接管 

 

アルミ ニウ ム及びアルミ ニウ ム合金継目無管 

 

 

アルミ ニウ ム及びアルミ ニウ ム合金溶接管 

 

チタ ン及びチタ ン合金の継目無管 

C-T 

C-TS 

C-TW 

C-TWS 

A-TES 

A-TD 

A-TDS 

A-TW 

A-TWS 

TTP 

JPI  7S-14 石油工業配管用アーク 溶接炭素鋼鋼管 PSW 

API  5L 

   5LX 

LI NE PI PE 

HI GH TEST LI NE PI PE 

5L 

5LX 

※JPI ： 日本石油学会の規格  API ： 米国石油学会の規格 

  イ  合成樹脂製配管 

    危険物保安技術協会の性能評価を受けた合成樹脂配管を使用する 場合は、 性能評価確認書

を確認する こ と 。  

  ウ  強化プラ ス チッ ク 製配管（ 以下「 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管」 と いう 。）  

    液体の危険物を取り 扱う 配管及び通気管には、 金属製以外のも のと し てＦ Ｒ Ｐ 製配管を次

によ り 使用する こ と ができ る こ と 。  

   ( ｱ)  設置場所 

    ａ  火災等の熱によ り 悪影響を受ける おそれのないよ う 地下に直接埋設する 。  

    ｂ  地下ピ ッ ト に設ける 場合は、 当該地下ピ ッ ト のふたを鋼製、 コ ンク リ ート 製又はこ れ

ら と 同等以上の不燃材料と する 。 ただし 、 自動車等の通行する おそれのある 場所にふた

を設ける 場合は、 十分な強度を有する も のと する 。  

   ( ｲ)  取り 扱う こ と ができ る 危険物 

    ａ  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ２ の「 自動車ガソ リ ン」  
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    ｂ  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ３ の「 灯油」  

    ｃ  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ４ の「 軽油」  

    ｄ  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ５ の「 重油」  

    ｅ  その他配管を容易に劣化さ せる おそれのないも の 

   ( ｳ)  配管及び継手 

    ａ  配管は、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ７ ０ １ ３ 「 繊維強化プラ ス チッ ク 管」 附属書２ 「 石油製品搬送用

繊維強化プラ ス チッ ク 管」 に適合又は相当する 呼び径１ ０ ０ Ａ 以下のも のと する 。  

    ｂ  継手は、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ７ ０ １ ４ 「 繊維強化プラ ス チッ ク 管継手」 附属書２ 「 石油製品搬

送用繊維強化プラ ス チッ ク 管継手」 に適合又は相当する も のと する 。  

 ⑵ 接続方法 

  ア Ｆ Ｒ Ｐ 製配管相互の接続は、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ７ ０ １ ４ 「 繊維強化プラ ス チッ ク 管継手」 附属書

３ 「 繊維強化プラ ス チッ ク 管継手の接合」 に規定する 接着剤と ガラ ス テープを用いる 突き 合

わせ接合、 テーパーソ ケッ ト を用いる 重ね合わせ接合又はフ ラ ンジを用いる フ ラ ンジ継手に

よ る 接合のいずれかによ る こ と （ 第3-14図参照）。  

    なお、 突き 合わせ接合は、 重ね合わせ接合又はフ ラ ンジ継手によ る 接合に比べて高度の技

術を要する こ と から 、 施工上、 突き 合わせ接合でし か施工でき ない箇所以外の接合箇所は、

重ね合わせ接合又はフ ラ ンジ継手と する こ と 。 ★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ  Ｆ Ｒ Ｐ 製配管と 金属製配管と の接合は、 原則と し て、 フ ラ ンジ継手と する 。 ただし 、 接合

部分の漏えいを目視によ り 確認でき る 措置を講じ た場合は、 ト ラ ンジショ ン継手によ る 重ね

合わせ接合と する こ と ができ る こ と（ 第3-15図参照）。 こ の場合、危険物保安技術協会の性能

評価を受けたＦ Ｒ Ｐ 用ト ラ ンジショ ン継手は、 接合部分の漏えいを目視によ り 確認でき る 措

置は要し ないこ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 第3-14図 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管の接着接合例】  

テーパーソ ケッ ト  積層( オーバーレ イ )  積層( オーバーレ イ )  接着 接着 接着 

テーパーソ ケッ ト 接合 

(重ね合わせ接合) 

テーパー付 

突き 合わせ接合 

テーパーなし  

突き 合わせ接合 

Ｆ Ｒ Ｐ 積層 テーパーソ ケッ ト ( Ｆ Ｒ Ｐ )  接着 ねじ 込み 

Ｆ Ｒ Ｐ 製配管 金属製配管 

※ ト ラ ンジショ ン継手と は、 金属製配管をねじ 込みによ り 、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を接着

剤によ り 接続し て金属製配管と Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を接合する 継手である 。  

なお、 継手と 金属製配管の接合部の配管表面は、 Ｆ Ｒ Ｐ 積層し たも のと する 。  

【 第3-15図 ト ラ ンジショ ン継手の接着接合例】  
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  ウ  接合に使用する 接着剤は、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管の製造メ ーカーによ り 異なる こ と から 、 製造メ ー

カーが指定する も のである こ と 。 また、 突き 合わせ接合は、 接合部分の強度を保持さ せる た

め、 ガラ ステープ（ 幅７ ５ ｍｍ） を巻く 場合は、 呼び径が５ ０ Ａ 以下で概ね１ ５ 巻き 、 呼び

径が５ ０ Ａ を超える も のは概ね１ ８ 巻き と する こ と 。 ★ 

  エ 突き 合わせ接合又は重ね合わせ接合は、 条例第３ ２ 条の２ 第２ 項第９ 号オに規定する「 溶

接その他危険物の漏えいのおそれがないと 認めら れる 方法によ り 接合さ れたも の」 に該当す

る も のである が、 フ ラ ンジ継手によ る 接合は、 当該事項に該当し ないも のであり 、 接合部分

から の危険物の漏えいを点検する ため、 地下ピッ ト 内に設ける こ と 。  

  オ 地上に露出し た金属製配管と 地下に埋設さ れたＦ Ｒ Ｐ 製配管を接続する 場合には、 次のい

ずれかの方法によ る こ と 。  

   ( ｱ)  地下ピ ッ ト 内で接続し 、 かつ、 金属製配管の地盤面から の埋設配管長が６ ５ ｃ ｍ以上あ

る 位置で接続する（ 第3-16図参照）。ただし 、危険物保安技術協会の性能評価を受けたＦ Ｒ

Ｐ 用ト ラ ンジショ ン継手と する 場合は、 地下ピ ッ ト を設ける 必要はない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｲ)  金属製配管が、 地上部と 地下ピ ッ ト で区画する 耐火板を貫通する 場合は、 耐火板から １

２ ０ ｍｍ以上離し た位置で接続する （ 第3-5表及び第3-17図参照）。  

     なお、 施工にあたっては、 次の点に留意する こ と 。  

    ａ  耐火板は、 次表に掲げる も の又はこ れら と 同等以上の性能を有する も の（ 第3-5表参

照）。  

【 第3-5表 耐火板の種類と 必要な厚さ 】  

耐火板の種類 規   格 必要な厚さ  

ケイ 酸カルシウム板 
JI S-A5430「 繊維強化セメ ント 板」  

表１ 「 0. 5ケイ 酸カルシウ ム板」  
25ｍｍ以上 

石膏ボード  
JI S-A6901「 石膏ボード 板」  

表１ 「 石膏ボード 板」  
34ｍｍ以上 

ＡＬ Ｃ 板 JI S-A5410「 軽量気泡コ ンク リ ート パネル」  30ｍｍ以上 

【 第3-16図 地下ピッ ト 内での接続例】  

Ｆ Ｒ Ｐ 製配管 

フラ ンジ 

地下ピッ ト  金属製配管 

二重配管( 腐食性のない材質) 

ふた 

Ｇ Ｌ  

Ｌ １  

Ｌ ２  

Ｌ １ ＋Ｌ ２ ≧65ｃ ｍ 
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    ｂ  耐火板の金属製配管貫通部の隙間を金属パテ等で埋める こ と 。  

    ｃ  耐火板は、 火災発生時の消火作業によ る 急激な温度変化の損傷や、 踏み抜き 等を防止

する ため、 鋼製の板等によ り カバーを設ける こ と 。  

    ｄ  耐火板は、 周囲の環境に適応し たも のを使用する こ と 。 特に、 屋外で常に風雨にさ ら

さ れている 場所は、 石膏ボード 等を使用し ないこ と 。 ★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  カ Ｆ Ｒ Ｐ 製配管と 他の機器の接続部分において、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管の曲げ可撓性が地盤変位等に

対し て十分な変位追従性を有さ ず、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管が損傷する おそれがある 場合は、 金属製の

可撓管を設ける こ と 。 ただし 、 当該可撓管は、 金属製配管ではなく 機器の部品の一部と し て

取り 扱う も のと し 、 フ ラ ンジ継手以外の接合方法を用いる こ と ができ る こ と 。 ★ 

  キ Ｆ Ｒ Ｐ 製配管に附属する バルブ、 ス ト レーナー等の重量物は、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管が直接支えな

い構造と する こ と 。  

 ⑶ 施工者及び施工管理者の確認 

   強化プラ ス チッ ク 成形技能士の資格を証明する 写し 、 又は強化プラ ス チッ ク 管継手接合技能

講習会修了書の写し で確認する こ と 。  

 ⑷ 埋設方法 

  ア Ｆ Ｒ Ｐ 製配管の埋設深さ（ 地盤面から 配管の上面ま での深さ をいう 。） は、 次のいずれかに

よ る こ と （ 第3-18図参照）。  

   ( ｱ)  地盤面を無舗装、 砕石敷き 又はアス ファ ルト 舗装と する 場合は、 ６ ０ ｃ ｍ以上の埋設深

さ と する 。  

   ( ｲ)  地盤面を厚さ １ ５ ｃ ｍ以上の鉄筋コ ンク リ ート 舗装する 場合は、 ３ ０ ｃ ｍ以上の埋設深

さ と する 。  

  イ  掘削面に厚さ １ ５ ｃ ｍ以上の山砂又は６ 号砕石等（ 単粒度砕石６ 号又は３ ～２ ０ ｍｍの砕

石（ 砂利を含む。） をいう 。） を敷き 詰め、 十分な支持力を有する よ う 小型ビ ブロ プレート 、

タ ンパー等によ り 均一に締め固める こ と （ 第3-18図参照）。  

  ウ  Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を 並行し て設ける 場合又はＦ Ｒ Ｐ 製配管と 金属製配管を 並行し て設ける 場

Ｆ Ｒ Ｐ 製配管 

フラ ンジ 

金属製配管 
金属パテ等 

コ ンク リ ート  

埋め戻し  耐火板 

120ｍｍ 

耐火板の保護カバー( 鋼製)  

【 第3-17図 地下ピ ッ ト 内での接続例その２ 】  
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合は、 相互に１ ０ ｃ ｍ以上の間隔を確保する こ と （ 第3-18図参照）。  

  エ Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を他の配管（ Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を含む。） と 交差さ せる 場合は、３ ｃ ｍ以上の離隔

距離をと る こ と 。  

  オ 舗装等の構造の下面と Ｆ Ｒ Ｐ 製配管と の厚さ を ５ ｃ ｍ以上と する こ と 。 こ の場合におい

て、 山砂又は６ 号砕石等で埋め戻し し た後、 小型ビ ブロ プレ ート 、 タ ンパー等によ り 締め固

め、 舗装する こ と （ 第3-18図参照）。  

    なお、 施工時は、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を５ ０ ｋ Ｐ ａ に、 敷設後に３ ５ ０ ｋ Ｐ ａ に加圧（ 加圧のＦ

Ｒ Ｐ 製配管は、 最大常用圧力の１ ． ５ 倍の圧力と する 。） し 、 漏れを確認する こ と 。  

  カ Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を埋設する 場合は、 応力集中等を避ける ため、 次によ る こ と 。  

   ( ｱ)  Ｆ Ｒ Ｐ 製配管は、 枕木等の支持材を用いない。  

   ( ｲ)  Ｆ Ｒ Ｐ 製配管を埋設する 際に芯出し に用いた仮設材は、 埋設前に撤去する 。  

   ( ｳ)  Ｆ Ｒ Ｐ 製配管がコ ンク リ ート 構造物等と 接触する おそれがある 部分は、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管に

ゴム等の緩衝材を巻いて保護する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑸ 可動部分に高圧ゴムホース を用いる 場合 

   使用場所周囲の温度又は火気の状況、 ゴムホース の耐油、 耐圧性能、 点検の頻度等を総合的

に判断し 、 火災発生時に当該配管の破損によ る 被害拡大の可能性が極めて少ないと 判断でき る

場合は、 条例第３ ５ 条の３ を適用し 、 使用を認めても 差し 支えないこ と 。  

 ⑹ 水圧試験 

無舗装 

60ｃ ｍ 60ｃ ｍ 

15ｃ ｍ 

15ｃ ｍ 

15ｃ ｍ 

15ｃ ｍ 

15ｃ ｍ 

15ｃ ｍ 

15ｃ ｍ 10ｃ ｍ 10ｃ ｍ 

10ｃ ｍ 

10ｃ ｍ 

5ｃ ｍ 

埋め戻し  

埋め戻し  埋め戻し  

鉄筋コ ンク リ ート  

アス ファ ルト 又は砕石 

栗 石 

【 第3-18図 配管の埋設構造例】  
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アス ファ ルト 等の塗装材 

配管 

プラ イ マー ヘッ シャ ンク ロ ス 等の覆装材 

【 第 3-19 図 アス フ ァ ルト の防食】  
 

  ア 原則と し て、 配管をタ ンク 等へ接続し た状態で行う こ と 。 ただし 、 タ ンク 等へ圧力をかけ

る こ と が困難である 場合は、 その接続部直近で閉鎖し て行う こ と 。  

  イ  自然流下によ り 危険物を送る 配管は、 最大背圧を最大常用圧力と みなし て行う こ と 。  

  ウ  配管の継手の種別にかかわら ず、 危険物が通過し 、 又は滞留する 全ての配管について行う

こ と 。  

 ⑺ 配管の防食措置 

  ア 地上に設置する 配管の腐食を防止する 措置は、 さ び止め塗装によ る こ と 。 ただし 、 銅管、

ス テンレ ス 鋼管、 亜鉛メ ッ キ鋼管等、 腐食する おそれが極めて少ないも のは、 さ び止め塗装

を要し ないこ と 。  

  イ  地下に設置する 配管の腐食を防止する 措置は、 次の塗覆装又はコ ーティ ングによ る こ と 。

ただし 、 合成樹脂製フ レキシブル配管、 Ｆ Ｒ Ｐ 製配管等、 腐食する おそれがないも のは、 塗

覆装又はコ ーティ ングを要し ないこ と 。  

    なお、 容易に点検でき る ピ ッ ト 内（ ピ ッ ト 内に流入する 土砂、 水等によ り 腐食する も のを

除く 。） の配管、 又は配管を建築物内等の地下に設置する 場合で、 埋設さ れる おそれがなく 、

かつ、 容易に点検でき る も のは、 前アによ る こ と ができ る こ と 。  

   ( ｱ)  塗覆装 

    ａ  アス フ ァ ルト 塗覆装 

     ( a)  配管に付着し た油分及びさ びを完全に除去し 、 鋼面に対し 塗覆のための前処理後、

アス ファ ルト プラ イ マー（ 塗装量０ ． ６ ９ ～１ ． ０ ８ Ｎ /㎡） を均一に塗装する 。 さ ら に

乾燥後、石油系ブロ ーンアス ファ ルト 又はアス ファ ルト エナメ ルを１ ７ ０ 度から ２ ３ ０ 度

に加熱溶融し 、 はけ、 へら 、 こ て等を用いて速やかに塗装する（ 第 3-19 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

     ( b)  覆装材は、 第 3-6 表に掲げる も のがあり 、 溶融アス フ ァ ルト 中を通過さ せ、 アス フ

ァ ルト を含浸し た覆装材をら せん状に巻き 付け、 覆装表面の塗慣ら し を行う 。  

       なお、 塗覆装後の表面は、 厚さ ０ ． ５ ｍｍ以上のアス ファ ルト を塗り 、 覆装材の布

目が見えないよ う に仕上げる こ と 。  

【 第 3-6 表 覆装材の重なり 】  

覆装材 １ 重巻の重なり  

ヘッ シャ ンク ロ ス 又はガラ ス ク ロ ス 20ｍｍ以上 

ガラ ス マッ ト  10ｍｍ以上 

 

     ( c)  塗覆装の方式は、 第 3-7 表に掲げる 方法がある 。  
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配管 

接着剤 

被覆用ポリ エチレ ン 

【 第 3-21 図 ポリ エチレ ン被覆鋼管】  

【 第 3-7 表 管外面塗覆装の方式及び厚さ 】  

種 別 塗覆装方式 最小厚さ (ｍｍ)  

直 管 

１ 回塗１ 回巻 
プラ イ マー塗装 
第１ 回アスフ ァ ルト 塗装 
第１ 回覆装（ １ 重巻又は２ 重巻）  

１ 重巻の場合 3. 0 
２ 重巻の場合 3. 5 

１ 回塗２ 回巻 

プラ イ マー塗装 
第１ 回アスフ ァ ルト 塗装 
第１ 回覆装（ １ 重巻）  
第２ 回覆装（ １ 重巻又は２ 重巻）  

１ 重巻の場合 4. 0 
２ 重巻の場合 4. 5 

２ 回塗２ 回巻 

プラ イ マー塗装 
第１ 回アスフ ァ ルト 塗装 
第１ 回覆装（ １ 重巻）  
第２ 回アスフ ァ ルト 塗装 
第２ 回覆装（ １ 重巻又は２ 重巻）  

１ 重巻の場合 5. 5 
２ 重巻の場合 6. 0 

異形管 

２ 回塗１ 回巻 

プラ イ マー塗装 
第１ 回アスフ ァ ルト 塗装 
第１ 回覆装（ １ 重巻又は２ 重巻）  
第２ 回アスフ ァ ルト 塗装 

１ 重巻の場合 4. 5 
２ 重巻の場合 5. 0 

３ 回塗２ 回巻 

プラ イ マー塗装 
第１ 回アスフ ァ ルト 塗装 
第１ 回覆装（ １ 重巻）  
第２ 回アスフ ァ ルト 塗装 
第２ 回覆装（ １ 重巻又は２ 重巻）  
第３ 回アスフ ァ ルト 塗装 

１ 重巻の場合 7. 0 
２ 重巻の場合 7. 5 

 

    ｂ  ペト ロ ラ タ ム含浸テープ被覆 

      配管にペト ロ ラ タ ムを含浸し たテープを厚さ ２ ． ２ ｍｍ以上と なる よ う 密着し て巻き

付け、 その上に接着性を有する ビニルテープで０ ． ４ ｍｍ以上巻き 付け保護する（ 第 3-

20 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｲ)  コ ーティ ング 

    ａ  ポリ エチレ ン被覆鋼管 

      配管に接着剤又は粘着剤を塗布し 、ポリ エチレ ンを１ ．５ ｍｍ以上の厚さ で被覆する 。

被覆用ポリ エチレ ンは、 エチレ ンを主体と し た重合体で微量の滑剤又は酸化防止剤を加

えたも のを含む（ 第 3-21 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

配管 

ビニルテープ 

ペト ロ ラ タ ム 

含浸テープ 

【 第 3-20 図 ペト ロ ラ タ ム含浸テープ被覆】  
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配管 

タ ールエポキシ 

【 第 3-22 図 タ ールエポキシ樹脂被覆鋼管】  

配管 

接着剤 硬質塩化ビニル 

【 第 3-23 図 硬質塩化ビニルラ イ ニング鋼管】  

配管 

架橋ポリ エチレン 

 

接着剤 

（ ゴム･アス ファ ルト 系）  

【 第 3-24 ポリ エチレ ン熱収縮チュ ーブ】  

配管 

ナイ ロ ン 12 
プラ イ マー 

【 第 3-25 図 ナイ ロ ン１ ２ 樹脂被覆】  

    ｂ  タ ールエポキシ樹脂被覆鋼管 

      タ ールエポキシ樹脂を０ ． ４ ５ ｍｍ以上の塗膜厚さ と する （ 第 3-22 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

    ｃ  硬質塩化ビ ニルラ イ ニング鋼管 

      口径１ ５ ～２ ０ ０ Ａ の配管にポリ エス テル系接着剤を塗布し 、 その上に硬質塩化ビ ニ

ル（ 厚さ １ ． ６ ～２ ． ５ ｍｍ） を被覆する （ 第 3-23 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

    ｄ  ポリ エチレ ン熱収縮チュ ーブ 

      ポリ エチレ ンチュ ーブを配管に被覆し た後、 バーナー等で加熱し 、 ２ ． ５ ｍｍ以上の

厚さ で均一に収縮密着する （ 第 3-24 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

    ｅ  ナイ ロ ン１ ２ 樹脂被覆 

      口径１ ５ ～１ ０ ０ Ａ の配管に、 ナイ ロ ン１ ２ を０ ． ６ ｍｍの厚さ で粉体塗装する （ 第

3-25 図参照）。  
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Mg 陽極 

接続箱 

タ ーミ ナル 

G.L G. L 

【 第 3-26 図 流電陽極方式の例】  

接続箱 接続箱 

直流電源装置 

ボンド 電線（ I V）  

配管 

タ ーミ ナルⅡ型 

I V電線 

（ 合成樹脂管保護）  

I V電線 

（ 合成樹脂管保護）  
EVケーブル 

電極（ 高硅素鉄）  

1
,
5
0
0
 

2
,
0
0
0 

【 第 3-27 図 外部電源方式の例】  

  ウ  地下埋設配管等、 電気的腐食のおそれのある 場所に設置する 配管は、 次のいずれかの電気

防食を行う こ と 。 ★ 

   ( ｱ)  流電陽極方式（ 第3-26図参照）  

     異種金属間の電位差を利用し て防食電流を得る 方式のも ので、 流電陽極は、 鉄よ り 電位

の低い金属（ アルミ ニウ ム、 マグネシウ ム、 亜鉛等） が使用さ れ、 防食電流の抽出に伴い

陽極側が消耗さ れる ため、 防食年限に応じ た大き さ の陽極板を埋設する こ と 。  

     なお、 陽極の材質と し て、 土壌抵抗率の比較的高い場所ではマグネシウ ムを、 低い場所

では、 マグネシウ ム、 亜鉛又はアルミ ニウ ムを使用する こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｲ)  外部電源方式（ 第3-27図参照）  

     直流電源を設け、 その陽極側に接続さ れた不溶性電極（ 高硅素鉄、 黒鉛、 磁性酸化鉄等）

から 、 土壌を通じ て負極側に接続さ れた防食配管に連続し て防食電流を供給する も の。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｳ)  選択排流方式（ 第3-28図参照）  

     埋設配管と 電鉄帰線等と の間に排流器を接続し て、 埋設配管に流れる 迷走電流をレ ール

の方へ戻し 、 逆にレ ールから 配管の方へ流れる 電流を遮断する 方式のも の。  
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イ ンピーダンス 
直流電鉄軌条 

ボンド 線 

排流タ ーミ ナル 

選択排流器 

点検箱 

ボンド 線（ I V）  

（ ト ラ フ布設）  

【 第 3-28 図 選択排流方式の例】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 流電陽極方式及び外部電源方式は、 次によ り 設ける こ と 。  

   ( ｱ)  陽極及び不溶性電極の位置は、 防食対象物の規模及び設置場所における 土壌の比抵抗等

周囲環境を考慮し 、 地下水位以下の位置、 地表面近く の位置等において均一な防食電流が

得ら れる よ う 配置する 。  

   ( ｲ)  リ ード 線に外部から の損傷を受ける おそれのある 場合は、 鋼管等で保護する 。  

   ( ｳ)  電位測定端子は、 概ね２ ０ ０ ｍ（ ２ ０ ０ ｍ未満の場合は一箇所） ごと に設ける 。  

   ( ｴ)  防食対象物と 他の工作物は、 電気的に絶縁する 。  

  オ 告示第４ 条第１ 号の「 過防食によ る 悪影響を生じ ない範囲内」 と は、 配管（ 鋼管） の対地

平均電位が－２ ． ０ Ｖ よ り 負と なら ない範囲をいう こ と 。  

 ⑻ 危険物の漏えいを点検でき る 措置 

   「 危険部の漏えいを点検する こ と ができ る 措置」 と は、 地下埋設配管を二重配管と し 、 検知

装置を設ける 方法がある こ と （ 第3-29図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑼ 「 上部の地盤面にかかる 重量が当該配管にかから ないよ う 保護する 」 と は、 コ ンク リ ート 等

のピッ ト に設置する 等の措置がある こ と 。  

 

 

 
【 第 3-29 図 地下埋設配管を二重配管と し 、 検知装置を設ける 方法】  

二重配管 

プロ テク タ ー 

検知装置( プラ グ止め) 
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第４  屋外の少量危険物の位置、 構造及び設備の基準（ 条例第３ ２ 条の３ ）  

 

１  周囲の空地、 防火上有効な塀等（ 第２ 項第１ 号）  

 ⑴ 少量危険物貯蔵取扱所において危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 範囲を明確にする こ と 。 範囲

の明示は、 排水溝、 柵、 縁石等のほか、 地盤面にタ イ ル、 びょ う 、 テープ、 塗料等で線を引い

たも のも 含ま れる こ と 。 ただし 、 雨水等によ り 容易に消失する も のは不可と する こ と 。 ★ 

 ⑵ 「 空地を保有する 」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア 危険物を取り 扱う 設備、 装置等（ 危険物を取り 扱う 配管その他こ れに準ずる 工作物を 除

く 。） は、 当該設備を水平投影し た外側を起点と し て必要な幅を保有する こ と 。  

  イ  容器によ る 貯蔵等は、 前アの境界を基点と し て必要な幅を保有する こ と 。  

  ウ  地盤は、 平坦（ 流出防止措置部分を除く 。） であり 、 かつ、 軟弱でないこ と 。  

  エ 原則と し て、 空地内は、 延焼の媒体又は初期消火活動に支障と なる も のを設ける こ と はで

き ないが、 植栽を設ける 場合は、 資料第５ 「 空地内の植栽等」 を参考と する こ と 。  

  オ 第２ 類の危険物のう ち、硫黄又は硫黄のみを含有する も のを貯蔵し 、又は取り 扱う 場合は、

その空地の幅を２ 分の１ ま で緩和でき る こ と 。  

  カ 設置場所が海又は河川に面する など 防火上安全な場合は、 条例第３ ５ 条の３ を適用し 、 空

地の幅を減ずる こ と ができ る こ と 。  

 ⑶ 「 防火上有効な塀」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア 材質は、 不燃材料である こ と 。  

  イ  高さ は、 １ ． ５ ｍ以上と する こ と 。 ただし 、 貯蔵又は取扱いに係る 施設の高さ が１ ． ５ ｍ

を超える 場合は、 当該施設の高さ 以上と する こ と 。  

  ウ  幅は、保有すべき 空地を確保でき ない部分を遮へいでき る 範囲以上と する こ と（ 第4-1図参

照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  エ 構造は、 風圧、 地震等の震動によ り 容易に倒壊、 破損等し ないも のである こ と 。  

 ⑷ 「 開口部のない防火構造の壁又は不燃材料で造った壁」 と は。 次によ る こ と 。  

  ア 高さ は、 地盤面から 当該施設が面する 階ま での高さ である こ と （ 第4-2図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

【 第4-1図 塀を設ける 場合の遮へい範囲】  

少 量 

危険物 
○ｍ以上 

 ※ 空地の幅は、 条例第 32 条の 3

第 2 項第 1 号の表に掲げる 幅と

する 。  保有すべき 空地 

保有すべき 空地を確保でき ない部分 

防火上有効な塀 

【 第4-2図 壁を設ける 場合の高さ 】  

空地を○ｍ未満と する こ と ができ る  

耐火構造等で造った壁及び庇 

※ 空地の幅は、 条例第 32 条

の 3 第 2 項第 1 号の表に掲

げる 幅と する 。  
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  イ  幅は、保有すべき 空地を確保でき ない部分を遮へいでき る 範囲以上と する こ と（ 第4-3図参

照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  液状の危険物を取り 扱う 設備（ 第２ 項第２ 号）  

 ⑴ 「 危険物の流出防止にこ れと 同等以上の効果がある と 認めら れる 措置」 と は、 次の方法によ

る こ と 。  

  ア 周囲の地盤面に排水溝等を設ける 方法 

  イ  架台にせき 又は囲いを有効に設ける 方法 

  ウ  パッ ケージの形態を有し 、 危険物の流出防止に同等以上の効果が認めら れる 方法 

 ⑵ 「 危険物が浸透し ない材料で覆い」 と は、 コ ンク リ ート 、 金属板等で造ら れたも の等と し 、

その範囲は、 し き い又はせき で囲ま れた部分と する こ と 。  

 ⑶ 「 ためま す又は油分離装置」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア ためま すの大き さ は、 縦、 横及び深さ が、 それぞれ３ ０ ｃ ｍ以上と する こ と 。  

  イ  油分離装置の槽数は、 原則と し て、 ２ 槽以上（ 砂溜槽を除く 。） と する こ と 。  

  ウ  ためま すと 油分離装置が別々の場合の設置例（ 第4-4図参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

少 量 

危険物 
○ｍ以上 

 ※ 空地の幅は、 条例第 32 条

の 3 第 2 項第 1 号の表に掲

げる 幅と する 。  
保有すべき 空地 

保有すべき 空地を確保 

でき ない部分 

開口部のない耐火構造等で造った壁 

【 第4-3図 壁を設ける 場合の遮へい範囲】  

【 第4-4図 ためま すと 油分離装置を別々と し た例】  

公共下水へ 

（ 平面図）  ためま す 

防 水 

モルタ ル 
防
水
モ
ル
タ
ル 

200 150 

（ 単位： ｍｍ）  （ 断面図）  
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  エ ためま すを含めた油分離装置の場合の設置例（ 第4-5図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  架台の構造（ 第２ 項第３ 号）  

 ⑴ 「 堅固に造る 」 と は、 架台の自重及び貯蔵する 危険物等の重量に対し て十分な強度を有し 、

かつ、 地震動等によ り 座屈を生じ ない構造である こ と 。  

   なお、 大規模な架台で、 強度等を計算する 場合は、 資料第６ 「 架台の構造」 を参考と する こ

と 。  

 ⑵ 地震動等によ り 容易に転倒し ないよ う 、 堅固な基礎、 床面、 壁面等に固定する こ と 。  

 ⑶ 収納し た危険物が、 容易に転倒、 落下及び破損し ない措置を講じ る こ と 。（ 第4-6図参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 第4-5図 油分離装置の例】  

（ 平面図）  

（ 断面図）  

公共下水へ 

（ 単位： ｍｍ）  

モルタ ル仕上げ（ 20ｍｍ）  

ふた（ 鉄板6ｍｍ）  

400 

50 

50 

200 200 

450 

400 400 400 

800 

120 

150 

150 150 

【 第4-6図 危険物を収納し た容器を貯蔵する 架台の例】  

落下防止措置 

コ ンク リ ート 基礎 
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第５  屋内の少量危険物の位置、 構造及び設備の基準（ 条例第３ ２ 条の３ の２ ）  

 

１  少量危険物貯蔵取扱所の構造（ 第１ 号）  

 ⑴ 構造規制を受ける 範囲は、 原則と し て、 少量危険物貯蔵取扱所がある 室内全体と する 。 ただ

し 、 保有空地例によ る 場合は、 施設範囲及び保有空地内にある 天井等及び床面のみ（ 当該施設

から ３ ｍ未満の距離にある 壁等を含む。） を規制範囲と する 。  

 ⑵ 天井の無い場合は、 不燃材料で造ら れ、 又は覆われたはり 及び屋根と する こ と 。 ★ 

 

２  防火戸（ 第２ 号）  

  少量危険物貯蔵取扱所の内外を隔てる 隔壁等の開口部は、 窓又は出入口に該当する 。 ただし 、

当該施設内を分割する 内部の間仕切り 壁に設けら れた開口部で、 窓枠等建具がないも のは、 こ の

限り でない。  

 

３  危険物の浸透防止、 傾斜及びためま す（ 第３ 号）  

 ⑴ 「 危険物が浸透し ない構造」 と は、 コ ンク リ ート 、 金属板等で造ら れたも のをいう こ と 。  

 ⑵ 「 適当な傾斜をつけ、 かつ、 ためま すを設ける 」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア 壁、 せき 、 排水溝等と 組み合わせて、 漏れた危険物を容易に回収でき る こ と 。  

  イ  容量等は、「 第４  屋外の少量危険物の位置、 構造及び設備の基準」 ２ ⑶の例によ る こ と 。  

  ウ  建築物の２ 階以上の階に設ける 少量危険物施設のためま すは、 鋼製の配管等によ り 、 同一

敷地内の１ 階に設けたためま すに通じ る 廃液設備を設ける こ と をも って足り る こ と 。  

  エ 大学、 研究所その他こ れら に類する 施設の実験室、 研究室等は、 原則と し て、 危険物の浸

透防止、 傾斜及びためま すを設ける こ と が必要である が、 実験室等から 規制範囲外へ危険物

の流出する おそれがないと 認める 場合は、 条例第３ ５ 条の３ を適用し 、 傾斜及びためますの

設置を緩和する こ と ができ る こ と 。  

 

４  架台の構造（ 第４ 号）  

  「 第４  屋外の少量危険物の位置、 構造及び設備の基準」 ３ の例によ る 。  

 

５  採光、 照明及び換気の設備（ 第５ 号）  

 ⑴ 「 採光、 照明」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア 照明設備が設置さ れ、 十分な照度を確保し ている 場合は、 採光を設けないこ と ができ る こ

と 。  

  イ  出入口、 窓等によ り 十分に採光がと れ、 昼間のみに行われる 場合は、 照明設備を設けない

こ と ができ る こ と 。  

 ⑵ 「 換気の設備」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア 自然換気設備（ 給気口と 換気口によ り 構成さ れる も の等）（ 第5-1図参照）  

  イ  強制換気設備（ 給気口と 回転式又は固定式ベンチレ ータ ーによ り 構成さ れる も の等）（ 第5-

2図参照）  

  ウ  自動強制換気設備（ 給気口と 自動強制排風機によ り 構成さ れる も の等）（ 第5-3図参照）  
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 ⑶ 延焼のおそれのある 外壁、 又は他用途部分の区画の壁体において、 給気口等を設ける 場合、

又は換気ダク ト を貫通さ せる 場合は、 当該部分に温度ヒ ュ ーズ付の防火ダンパーを設ける こ と

（ 第5-4図参照。 以下「 ６  可燃性蒸気排出設備」 において同じ 。）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

【 第5-1図 自然換気設備の例】  

【 第5-2図 強制換気設備の例】  

【 第5-3図 自動強制換気設備の例】  

【 第5-4図 防火ダンパー設置例】  
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 ⑷ 換気設備と 可燃性蒸気等の排出設備は、 それぞれ兼用する こ と ができ ないこ と 。 ただし 、 常

時運転さ れる 次項の強制排出設備又は自動強制排出設備が、 室内の空気を有効に置換する こ と

ができ 、 かつ、 室温が上昇する おそれのない場合は、 換気設備を併設する 必要はないも のであ

る こ と 。  

 

６  可燃性蒸気排出設備（ 第６ 号）  

 ⑴ 「 可燃性の蒸気又は可燃性の微粉が滞留する おそれのある 場合」 と は、「 第３  少量危険物の

貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 ３ ⑴に掲げる も のをいう こ と 。 こ の場合、「 場所」 を「 場合」

と 読み替える こ と 。  

 ⑵ 可燃性蒸気排出設備は、 次によ る こ と 。  

  ア 「 屋外の高所」 と は、 建築物の屋根以上、 又は地盤面よ り ２ ｍ以上の場所をいう こ と 。  

    なお、 当該排出する 設備の排出口の位置は、 建築物の開口部、 敷地境界線及び電気設備か

ら １ ｍ以上離れた敷地内と する こ と 。  

  イ  「 排出する 設備」 と は、 次によ る こ と 。  

   ( ｱ)  強制排出設備（ 回転式ベンチレ ータ ー、 排出ダク ト 、 フード 等によ り 構成さ れる も の）

（ 第5-5図参照）  

   ( ｲ)  自動強制排出設備（ 自動強制排風機、 排出ダク ト 、 フ ード 等によ り 構成さ れる も の）（ 第

5-6図及び第5-7図参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【 第5-6図 自動強制排出設備の例①】  

【 第5-5図 強制排出設備の例】  
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  ウ  排出能力は、 室内全体を毎時５ 回以上の排出量を有する も のと する こ と 。 ★ 

 

７  ス チール製の貯蔵庫 

  ス チール製の貯蔵庫によ り 容器を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合は、 条例第３ １ 条、 第３ ２ 条の２

及び第３ ２ 条の３ の２ の基準に適合さ せる も のと する 。  

  なお、 ス チール製の貯蔵庫は、 次の例がある （ 第5-8図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 第5-7図 自動強制排出設備の例②】  

鋼板（ 0. 8ｍｍ）  

防火設備 

ためま す 

流出防止措置（ し き い等）  

標識 

掲示板 

換気口 

（ 延焼のおそれの

ある 部分には防

火ダンパーを設

ける 。）  

【 第5-8図 ス チール製貯蔵庫の例】  
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第６  タ ン ク （ 地下タ ン ク 及び移動タ ン ク 以外） の基準（ 条例第３ ２ 条の４ ）  

 

１  タ ンク の容量（ 第１ 項）  

  少量危険物等のタ ンク の容量計算方法は、 条例第３ 条第１ 項第１ ７ 号エの規定によ り 「 タ ンク

の内容積の９ ０ ％の量」 と なっている が、 次の場合は、 ９ ０ ％以上９ ５ ％以下の範囲をタ ンク の

容量と し てよ い。 ただし 、 １ ， ０ ０ ０ ℓ 以下の移動タ ンク は、 積載容量を１ ０ ℓ 単位と し ている こ

と から 、 １ ０ ℓ 未満を切り 捨てた数量を最大数量と する 。  

 ⑴ 危政令第８ 条の２ の２ によ り タ ンク 検査を受けた場合。  

 ⑵ タ ンク の容量（ ９ ０ ％以上９ ５ ％以下の範囲） に対する 板厚が条例第３ ２ 条の４ 第２ 項第１

号を満足する 場合。  

 

２  屋外タ ンク の空地 

  屋外タ ンク における 空地は、 次によ る 。  

 ⑴ ２ 以上の屋外タ ンク を隣接し て設置する 場合は、 屋外タ ンク 相互間の距離を１ ｍ以上と する

こ と （ 第 6-1 図参照）。  

 ⑵ 屋外タ ンク と タ ンク 以外の少量危険物貯蔵取扱所を隣接し て設置する 場合は、 屋外タ ンク と

少量危険物貯蔵取扱所の境界線と の距離を２ ｍ以上と する こ と （ 第 6-2 図参照）。  

 ※ 防火上有効な塀を設ける 場合は、 第３ ２ 条の３ 第２ 項第１ 号ただし 書を準用する こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

３  タ ンク 本体の板厚、 水張試験等（ 第２ 項第１ 号）  

 ⑴ 板厚は、 条例第３ ２ 条の４ 第２ 項第１ 号の表の左欄に掲げる タ ンク 容量の区分に応じ 、 同表

の右欄に掲げる 厚さ を有する 鋼板（ Ｊ Ｉ Ｓ －Ｇ ３ １ ０ １  一般構造用圧延鋼材Ｓ Ｓ ４ ０ ０ ） と

し 、「 同等以上の機械的性質を有する 材料」 と は、次式によ り 算出さ れた数値以上の厚さ を有す

る 金属板と する こ と （ 第 6-1 表参照）。  

      ｔ ＝     ×ｔ ０  

  ｔ  ： 使用する 金属板の厚さ （ ｍｍ）  

  σ ： 使用する 金属板の引張強さ ( Ｎ /㎟)  

  ｔ ０ ： タ ンク 容量の区分に応じ た鋼板の厚さ （ ｍｍ）  

  

４ ０ ０  

σ 

【 第6-1図 タ ンク と タ ンク の場合】  

1ｍ以上 

【 第6-2図 タ ンク と タ ンク 以外の場合】  

2ｍ以上 

少量危険物貯蔵取扱所の境界 
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【 第 6-1 表 主な金属板の最小板厚例（ 単位ｍｍ）】  

材 質 名 J I S 記号 

引張り

強 さ  

( Ｎ /㎟)  

容    量 

40 ℓ 

以下 

40 ℓ 

を超え 

100 ℓ

以下 

100 ℓ

を超え 

250 ℓ

以下 

250 ℓ

を超え 

500 ℓ

以下 

500 ℓ

を超え 

1000 ℓ

以下 

1000 ℓ

を超え 

2000 ℓ

以下 

2000 ℓ

を超え

る も の 

一般圧延版 SS-400 400 1. 0 1. 2 1. 6 2. 0 2. 3 2. 6 3. 2 

ス テンレス  

鋼   板 

SUS304 
520 0. 8 1. 0 1. 3 1. 6 1. 8 2. 0 2. 5 

SUS316 

アルミ ニウ ム 

合  金  板 

A5052 

P-H34 
235 1. 7 2. 1 2. 8 3. 4 4. 0 4. 5 5. 5 

A5083 

P-H32 
315 1. 3 1. 6 2. 1 2. 6 3. 0 3. 3 4. 1 

アルミ ニウ ム板 
A1080 

P-H24 
85 4. 7 5. 7 7. 6 9. 5 10. 9 12. 3 15. 1 

 

 ⑵ 圧力タ ンク は、 最大常用圧力が５ ｋ Ｐ ａ 以上のも のをいう こ と 。  

 ⑶ 水張又は水圧試験によ る 漏れ又は変形し ないも のである こ と の確認は、 政令によ る タ ンク 検

査済証、条例によ る 少量危険物等タ ンク 検査済証、危険物保安技術協会が発行する 水張（ 水圧）

試験確認証明書又はタ ンク 製造業者、 工事施行業者等が水張若し く は水圧試験によ り 、 漏れ若

し く は変形がなかった旨を記載し た書類を、 完成時ま でに提出さ せる こ と で行う こ と 。  

 

４  地震動によ り 転倒等し ない構造（ 第２ 項第２ 号）  

 ⑴ 基礎は、 鉄筋コ ンク リ ート 造と する こ と 。 ただし 、 べた基礎（ 平面形状がはり 形基礎、 独立

基礎でない基礎） の場合は、 無筋コ ンク リ ート 造と し て差し 支えないこ と 。  

 ⑵ 架台は、 不燃材料で造り 、 タ ンク が満油状態のと き に荷重を十分支える こ と ができ 、 かつ、

地震動時の振動に十分耐える こ と ができ る 構造と する こ と 。  

 ⑶ 架台の高さ は、 床面（ 地盤面） から ３ ｍ以下と する こ と 。  

 ⑷ タ ンク をコ ンク リ ート 等の基礎又は架台上に固定する 場合は、 次によ る こ と 。  

  ア タ ンク 側板に固定用板を溶接し 、 その固定用板をアンカーボルト 等で固定する こ と 。 アン

カーボルト は、引抜力及びせん断力を考慮し て選定する こ と（ 第 6-3 図及び第 6-4 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 第6-3図 基礎上に固定する 例】  【 第6-4図 架台上に固定する 例】  
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  イ  タ ンク を直接基礎に固定する こ と なく 、 締付バンド 、 アンカーボルト 等によ り 間接的に固

定する こ と 。 こ の場合、 締付バンド 、 アンカーボルト 等は、 さ び止め塗装をする こ と （ 第 6-

5 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５  安全装置、 通気管等（ 第２ 項第４ 号）  

 ⑴ 「 有効な安全装置」 と は、 第３ 「 少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 １ ８ によ る

こ と 。  

 ⑵ 圧力タ ンク 以外のタ ンク における 「 通気管」 と は、 次によ る こ と 。  

  ア 管の内径は、 ２ ０ ｍｍ以上と する こ と 。  

  イ  先端の位置は、 地上２ ｍ以上の高さ と し 、 かつ、 建築物の窓等の開口部又は火を使用する

設備等の給排気口から １ ｍ以上離すこ と 。  

  ウ  先端の構造は、 雨水等の浸入を防ぐ も のと する こ と 。  

  エ 滞油する おそれがある 屈曲をさ せないこ と 。  

 

６  引火防止措置（ 第２ 項第５ 号）  

  「 引火を防止する ための措置」 と は、 通気管の先端に４ ０ メ ッ シュ 程度の銅網若し く はス テン

レ ス 網を張る 、 又はこ れと 同等以上の引火防止性能を有する こ と 。  

 

７  危険物の量を自動的に表示する 装置（ 第２ 項第６ 号）  

 ⑴ 注入口付近において、 タ ンク に設けら れた当該装置を確認でき ないも のは、 注入量がタ ンク

容量に達し たこ と を知ら せる 警報音を発する 装置を注入口付近に設ける こ と 。  

 ⑵ 上部計量口によ る 場合は、 厚さ ２ ｍｍ以上の鋼板で造ら れたふた又はこ れと 同等以上の強度

を有する ふたが設けら れている こ と 。  

 ⑶ フロ ート ゲージ（ フ ロ ート ス イ ッ チを含む。） によ る 場合は、金属製等のフ ロ ート を用いる こ

と 。  

 ⑷ ガラ ス ゲージによ る 場合は、 当該ガラ ス ゲージを有効に保護する 構造である こ と 。 ただし 、

危険物の流出を自動的に停止でき る 装置（ ボール入り の自動停止弁等） を設ける 場合は、 こ の

限り でない。  

 

８  注入口（ 第２ 項第７ 号）  

 ⑴ 「 火災予防上支障のない場所」 と は、 次によ る こ と 。  

【 第6-5図 タ ンク を直接基礎に固定し ない例】  
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  ア 火気を使用する 場合は、 防火上有効に遮へいする こ と 。  

  イ  引火点４ ０ 度未満の危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ンク の注入口の設置は、 当該危険物

の蒸気が滞留する おそれのある 階段、 ド ラ イ エリ ア等を避ける こ と 。  

 ⑵ 注入口を他の屋外タ ンク 貯蔵所等の注入口と 併設する 場合は、 注入口のふたにそれぞれ容易

に識別でき 、 かつ、 容易に消えない方法によ り 表示する こ と 。  

 ⑶ 注入口又はタ ンク 直近に設ける 弁（ バルブ、 コ ッ ク 等） は、 金属製のも ので、 かつ、 漏れの

ない構造と する こ と 。  

 

９  緩衝装置（ 第２ 項第９ 号）  

  「 地震等によ り 当該配管と タ ンク と の結合部分に損傷を与えないよ う に設置」と は、次によ る 。  

 ⑴ 配管結合部の直近に、 可撓管継手を設ける こ と 。 こ の場合、 当該継手は、 耐熱性を有し 、 か

つ、 地震動等によ り 容易に離脱し ないも のである こ と 。  

 ⑵ 可撓管継手のう ちベロ ーズ形伸縮継手を用いる 場合は、 次表の左欄に掲げる 管の呼び径に応

じ 、 同表の右欄に掲げる 長さ を有する こ と （ 第 6-2 表参照）。  

【 第 6-2 表 ベロ ーズ形伸縮継手の必要な長さ 】  

管の呼び径（ Ａ ）  長さ （ ｍｍ）  

25 未満 300 

25 以上 50 未満 500 

50 以上 700 

 

 ⑶ 配管が著し く 細く 、 可撓管継手を設ける こ と ができ ない場合は、 当該配管のタ ンク 直近部分

を内径２ ０ ０ ｍｍ以上のループ状と する 等の措置を講じ る こ と （ 第 6-6 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ タ ンク に燃料配管を固定する 場合は、 想定さ れる 揺れの最大変位幅によ る 損傷を防ぐ こ と が

でき る 有効な緩衝装置を設ける こ と 。 ★ 

 ⑸ タ ンク から 緩衝装置ま での区間において、 燃料配管を支持固定する 場合は、 緩衝装置の機能

を阻害し ないよ う に固定する こ と 。 ★ 

 

 

【 第6-6図 可撓管継手を設ける こ と ができ ない場合の例】  
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10 流出を防止する ための有効な措置（ 第２ 項第１ ０ 号）  

 ⑴ 「 液体の危険物」 と は、 第４ 類以外の液体の危険物も 含ま れる こ と 。  

 ⑵ 「 危険物が漏れた場合にその流出を防止する ための有効な措置」 と は、 屋内外を問わず、 次

によ る こ と 。  

  ア タ ンク の周囲に、 コ ンク リ ート 、 鋼板等で造ら れたも の、 又は鉄筋コ ンク リ ート ブロ ッ ク

造のも ので、 亀裂、 損傷等によ り 危険物が地中等に浸透し ない構造で造ら れた流出止めが設

けら れている こ と 。  

  イ  流出止めは、 タ ンク の側板から ０ ． ５ ｍ以上離れている こ と 。  

  ウ  流出止めの容量は、 タ ンク の容量（ １ の流出止めに２ 以上のタ ンク がある 場合は、 容量が

最大と なる タ ンク の容量） の全量を収容でき る こ と 。  

  エ 流出止め内の地盤面は、 コ ンク リ ート 等の遮油性を有する 不燃材料で被覆する こ と 。  

  オ 流出止めに水抜口を設ける 場合は、 弁付き も のと する こ と 。  

  カ 条例第３ ２ 条の３ 第２ 項第１ 号の「 防火上有効な塀」 又は同号ただし 書の「 開口部のない

防火構造の壁又は不燃材料で造った壁」 によ り 、 有効に危険物の流出を防止でき る 場合は、

当該塀又は壁を流出止めと し て取り 扱う こ と ができ る こ と 。  

  キ ポンプ設備は、 原則と し て、 流出止めの外に設置する こ と 。 ただし 、 流出止めの高さ 以上

の位置に設ける 場合は、 こ の限り でない。  

 

11 底板の腐食防止措置（ 第２ 項第１ １ 号）  

「 底板の外面の腐食を防止する ための措置」 と は、 地盤面の表面にアス ファ ルト サンド 若し く

はアス ファ ルト モルタ ルを敷設する 、 又は底板の外面にコ ールタ ールエナメ ル等の塗装を施す方

法がある 。  
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第７  地下タ ン ク の基準（ 条例第３ ２ 条の５ ）  

 

１  タ ンク の容量（ 第１ 項）  

  「 第６  タ ンク （ 地下タ ンク 及び移動タ ンク 以外） の基準」 １ の例によ る 。  

 

２  タ ンク の設置方法（ 第２ 項第１ 号）  

 ⑴ タ ンク は、 地盤面下に設けら れたコ ンク リ ート 造等のタ ンク 室に設置し 、 次の構造を満たす

こ と （ 第 7-1 図参照）。  

  ア 側壁及び底は、 厚さ ２ ０ ｃ ｍ以上のコ ンク リ ート 造のも の又はこ れと 同等以上の強度を有

する 鉄筋コ ンク リ ート 造と する こ と 。  

  イ  ふたは、 厚さ ２ ０ ｃ ｍ以上の鉄筋コ ンク リ ート 造のも の又はこ れと 同等以上の強度を有す

る 不燃材料で造ら れたも のと する こ と 。 ただし 、 厚さ は、 自動車の荷重がかかる おそれがな

いなど 、 安全上支障がないと 認める 場合は、 こ の限り でない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 「 危険物の漏れを防止する こ と ができ る 構造」（ 以下「 漏れ防止構造」 と いう 。） と は、 適当

な防水の措置を講じ た厚さ １ ５ ｃ ｍ（ 側方及び下方は、 ３ ０ ｃ ｍ） 以上のコ ンク リ ート で被覆

する 構造（ 危政令第１ ３ 条第３ 項） と する こ と 。  

 ⑶ 前⑵及び条例第３ ２ 条の５ 第２ 項第１ 号ただし 書のほか、 二重殻タ ンク 又はガラ ス 繊維強化

プラ ス チッ ク 製タ ンク（ 以下「 Ｆ Ｒ Ｐ 製タ ンク 」 と いう 。） を設置する 場合は、 前⑴の構造によ

ら ないこ と ができ る こ と 。  

   なお、 二重殻タ ンク と は、 危政令第１ ３ 条第２ 項の規定に、 漏れ防止構造を有する タ ンク と

は、 危政令第１ ３ 条第３ 項の規定にそれぞれ適合する も のをいう こ と 。  

 ⑷ タ ンク の埋設は、 次によ る こ と 。  

  ア タ ンク の固定方法は、締付バンド 、ボルト 等によ り 固定する こ と 。こ の場合、締付バンド 、

ボルト 等は、 さ び止めの塗装をする こ と 。  

  イ  タ ンク と タ ンク 室内側の間は、 １ ０ ｃ ｍ以上の間隔を保つも のと し 、 かつ、 当該タ ンク の

周囲に乾燥砂又は人工軽量骨材である 細骨材を充填する こ と 。  

【 第7-1図 タ ンク 室に設置する 例】  

地下タ ンク  

漏えい検知管 

乾燥砂 

注入口、 液面計及び送油管等 

通気管 

Ｇ Ｌ  

固定バンド  タ ンク 室 
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 ⑸ 二重殻タ ンク の設置方法 

   危政令第１ ３ 条第２ 項に規定する 地下貯蔵タ ンク の例によ り 設置する こ と 。  

 ⑹ 漏れ防止構造を有する 地下タ ンク の設置方法（ 第 7-2 図参照）  

   漏れ防止構造を有する タ ンク を設置する 場合は、 危省令第２ ４ 条の２ の５ の例によ り 設置す

る こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑺ 「 エポキシ樹脂、 ウ レタ ンエラ ス ト マー樹脂、 強化プラ ス チッ ク 又はこ れら と 同等以上の防

食性を有する 材料によ り 有効に保護さ れている 場合」 と は、 危告示第４ 条の４ ８ 第２ 項に示す

方法によ り 保護さ れた場合をいう こ と （ 平成１ ７ 年９ 月１ ３ 日消防危第２ ０ ９ 号参照）。  

 ⑻ タ ンク の外面保護 

   二重殻タ ンク 又は漏れ防止構造を有する タ ンク 以外のタ ンク をタ ンク 室に設置する 場合は、

そのタ ンク 外面を危規則第２ ３ 条の２ に規定する 方法によ り 保護する こ と 。 ただし 、 Ｆ Ｒ Ｐ 製

タ ンク 等腐食し にく い材質で造ら れている タ ンク は、 こ の限り でない。  

 

３  上部から の荷重防止構造（ 第２ 項第２ 号）  

 ⑴ ふたを設ける ほか、 鉄筋コ ンク リ ート の支柱又は鉄筋コ ンク リ ート 管を用いた支柱によ り ふ

たを支える 等の方法がある こ と 。  

 ⑵ ふたの構造は、 前２ ⑴イ の例によ る こ と 。  

 ⑶ タ ンク のマンホール（ ふたを含む。 以下同じ 。） は、 タ ンク 本体（ 胴） と 同等以上の強度を有

する こ と 。  

 ⑷ 配管呼出口（ 配管を接続する ために、 タ ンク に設ける も の。 以下「 呼出口」 と いう 。） は、 タ

ンク の材質と 同等以上のも ので、 かつ、 タ ンク の頂部に設ける こ と 。  

 ⑸ タ ンク は、 危険物を加熱する ための設備を設けないこ と 。  

 

 

【 第7-2図 漏れ防止構造を有する タ ンク を設置する 例】  

通気管 

Ｇ Ｌ  

地下タ ンク  

漏えい検知管 堅固な基礎 

鉄筋コンク リ ート 造のふた 

注入口、 液面計及び送油管等 

 防水措置を講じ た厚さ 15ｃ ｍ( 側方及び下方にあっては、 30ｃ ｍ)

以上のコ ンク リ ート  
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４  堅固な基礎（ 第２ 項第３ 号）  

  前２ ⑴アの例によ る 。  

 

５  タ ンク 本体の構造（ 第２ 項第４ 号）  

 ⑴ 「 同等以上の強度を有する 金属板」 と は、 次の式によ り 算出さ れた数値以上の厚さ を有する

こ と （ 第 7-1 表参照）。  

      ｔ ＝     ×３ ． ２  

  ｔ  ： 使用する 金属板の厚さ （ ｍｍ）  

  σ ： 使用する 金属板の引張強さ （ Ｎ /㎟）  

【 第 7-1 表 主な金属板の引張り 強さ （ 単位Ｎ /㎟）】  

材 質 名 J I S 記号 
引張り 強さ  

( Ｎ /㎟)  

一般圧延版 SS-400 400 

ス テンレス 鋼板 
SUS304 

520 
SUS316 

アルミ ニウ ム合金板 

A5052 
P-H34 

235 

A5083 
P-H32 

315 

アルミ ニウ ム板 
A1080 
P-H24 

85 

 

 ⑵ 「 同等以上の性能を有する Ｆ Ｒ Ｐ 製タ ンク 」 と は、 次によ る こ と 。  

   なお、危険物保安技術協会の認定品は、同等以上の性能を有する も のと し て取り 扱う こ と（ 第

7-3 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  ア Ｆ Ｒ Ｐ の材質等 

   ( ｱ)  樹脂は、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ６ ９ １ ９ 「 繊維強化プラ ス チッ ク 用液状不飽和ポリ エス テル樹脂」

に適合する 樹脂（ ＵＰ －Ｃ Ｍ） 又はこ れと 同等以上の性能（ 耐薬品及び機械的強度） を有

する 樹脂が用いら れている と と も に、 当該Ｊ Ｉ Ｓ 規格に適合し ている も の。  

   ( ｲ)  強化剤は、Ｊ Ｉ Ｓ －Ｒ ３ ４ １ １ 「 ガラ ス チョ ッ プド ス ト ラ ンド マッ ト 」、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｒ ３ ４

１ ２ 「 ガラ ス ロ ービ ング」、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｒ ３ ４ １ ３ 「 ガラ ス 糸」、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｒ ３ ４ １ ５ 「 ガラ

ス テープ」、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｒ ３ ４ １ ６ 「 処理ガラ ス ク ロ ス 」 若し く はＪ Ｉ Ｓ －Ｒ ３ ４ １ ７ 「 ガラ

ス ロ ービ ングク ロ ス 」 に適合する ガラ ス 繊維の使用、 又はこ れら が組み合わさ れて使用さ

試 験 確 認 済 証 

 

 

危 険 物 保 安 技 術 協 会 

70ｍｍ 

50ｍｍ 

備考 

１  試験確認済証の材質は金属板と

し 、 厚さ は 0. 2mmと する 。  

２  試験確認済証の地は青色と し 、

文字、 整理番号用枠内は消銀色、

整理番号は黒色と する 。  

【 第7-3図 試験確認済証】  

４ ０ ０  

σ 
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れている と と も に、 当該Ｊ Ｉ Ｓ 規格に適合し ている も の。  

   ( ｳ)  タ ンク に使用する 着色材・ 安定剤は、 樹脂及び強化剤の品質に悪影響を与えないと と も

に、 材料試験等によ り 耐薬品性を有し ている も の。  

  イ  Ｆ Ｒ Ｐ 製タ ンク の安全な構造 

次の荷重が作用し た場合において、 Ｆ Ｒ Ｐ 製タ ンク の変形が、 当該地下貯蔵タ ンク 直径の

３ ％以下であり 、 かつ、 曲げ応力度比（ 曲げ応力を許容曲げ応力で除し たも のをいう 。） の絶

対値と 軸方向応力度比（ 引張応力は圧縮応力を許容軸応力で除し たも のをいう 。） の絶対値の

和が、 １ 以下である 構造と する こ と 。 こ の場合、 許容応力を算定する 際の安全率は、 ４ 以上

の値と する こ と 。  

   ( ｱ)  Ｆ Ｒ Ｐ 製タ ンク の頂部が水面から ３ ０ ｃ ｍ以下にある 場合は、 当該タ ンク に作用する 圧

力 

   ( ｲ)  ７ ０ ｋ Ｐ ａ の内水圧（ 圧力タ ンク は、 最大常用圧力の１ ． ５ 倍の圧力）  

  ウ  貯蔵し 、 又は取り 扱う こ と ができ る 危険物 

   ( ｱ)  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ２ の「 自動車ガソ リ ン」  

   ( ｲ)  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ３ の「 灯油」  

   ( ｳ)  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ４ の「 軽油」  

   ( ｴ)  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ０ ５ の「 重油」  

   ( ｵ)  その他、 Ｆ Ｒ Ｐ 製タ ンク を劣化さ せる おそれのないも の 

 

６  タ ンク の損傷防止措置（ 第２ 項第５ 号）  

  「 底板にその損傷を防止する ための措置」 と は、 計量口直下の底板に、 タ ンク 本体と 同じ 材質

及び板厚によ る あて板を溶接する 措置をいう 。  

 

７  配管（ 第２ 項第６ 号）  

 ⑴ 「 第３  少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 ２ １ の例によ る こ と 。  

 ⑵ 呼出口に、 長さ ２ ０ ｃ ｍ以上の伸縮管継手を介し て接続する こ と 。 ただし 、 タ ンク 胴体又は

マンホールと 呼出口の接合部に十分な強度を有する 補強をし てある 場合は、 こ の限り でない。 

 ⑶ 「 第３  少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 ２ ０ ⑴に掲げる 危険物（ 可燃性微粉

を除く 。） を貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ンク は、 タ ンク の底板付近に達する 注入管を設ける こ と

（ 第 7-4 図参照）。 ★ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

呼出口 

注入管 

マンホール 

【 第7-4図 タ ンク に注入管を設ける 例】  
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８  漏えい検知管等（ 第２ 項第７ 号）  

 ⑴ 構造等は、 次によ る こ と 。  

  ア 材質は、 金属、 硬質塩化ビ ニール等、 貯蔵する 危険物に侵さ れないも のと する こ と 。  

  イ  長さ は、 地盤面から タ ンク 基礎ま でと する こ と 。  

  ウ  構造は、 小孔を有する 二重管と する こ と 。 ただし 、 タ ンク の水平中心線から 上部は、 小孔

のない単管と する こ と ができ る こ と 。  

  エ 上端部は、 水の浸入し ない構造と し 、 かつ、 点検等の際に容易に開放でき る ふたを設ける

こ と 。  

  オ 小孔は、 内外管と も 概ね下端から タ ンク 中心ま でと する こ と 。 ただし 、 地下水位の高い場

所は、 地下水位上方ま で小孔を設ける こ と 。  

 ⑵ ２ 以上の地下タ ンク を１ ｍ以下に接近し て設ける 場合の漏えい検知管の設置は、 第 7-5 図の

例によ る こ と ができ る こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 「 危険物の漏れを検知する 設備」 と は、 次の設備によ る こ と 。  

  ア 二重殻タ ン ク に設置さ れる 危険物の漏れを常時検知する ための設備又は危険物の漏れを

検知する 設備 

  イ  危省令第６ ２ 条の５ の２ 第１ 項第１ 号ロ に規定する 危険物の微小な漏れを 検知する 措置

のう ち、 貯蔵量の変化を常時監視する 設備 

 

漏えい検知管 

漏えい検知管 

1ｍ以下 

【 第7-5図 漏えい検知管を設ける 例】  
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第８  移動タ ン ク の基準（ 条例第３ ２ 条の６ ）  

 

１  注入ホース （ 第１ 項第１ 号）  

 ⑴ 材質は、 取り 扱う 危険物によ って侵さ れる おそれのないも のである こ と 。  

 ⑵ 長さ は、 必要以上に長く ないこ と 。  

 ⑶ 結合金具は、 危険物の取扱い中に危険物が漏れる おそれのないねじ 式結合金具、 突合せ固定

式結合金具等である こ と 。  

 ⑷ 結合金具及び注入ホース は、 取扱い中の圧力等に十分耐える 強度を有する こ と 。  

 ⑸ 注入ノ ズルを設ける 場合は、 危険物の取扱いに際し 、 手動開閉装置の作動が確実で、 かつ、

危険物が漏れる おそれのない構造である こ と 。 ただし 、 手動開閉装置を開放の状態で固定する

装置を備えたも のは認めら れないこ と 。  

 ⑹ 危険物を容器に詰め替える 場合は、 注入ノ ズルの部分に満量停止制御装置（ オート ス ト ッ プ

装置、 資料第７ 「 満量停止制御装置の構造例」 参照） が設けら れている と と も に、 容器の据付

箇所に危険物の漏れ及び拡散を防止する ための受皿を設ける など 、 安全対策を講じ る こ と 。 ★ 

 

２  移動タ ンク から の容器の詰め替え等（ 第１ 項第２ 号）  

 ⑴ 移動タ ンク から の容器への詰め替え 

  ア 注油は、 注入ホース の先端部に手動開閉装置を備えた注入ノ ズル（ 手動開閉装置を開放の

状態で固定する 装置を備えたも のを除く 。） で行う こ と 。  

  イ  注油速度は、 安全な速度（ 灯油６ ０ ℓ/分、 軽油１ ８ ０ ℓ/分以下） と する こ と 。  

 ⑵ 移動タ ンク から 自動車等への直接給油の禁止 

   移動タ ンク から 自動車等の燃料タ ンク へ直接給油する こ と はでき ないこ と 。 ただし 、 次の場

合は、 こ の限り でない。  

   なお、 給油ホース 及び給油速度は、 前⑴によ る こ と 。  

  ア 建設現場等の定めら れた工事範囲内で限定的に使用さ れ、一般公道を走行でき ない土木建

設重機等に引火点４ ０ 度以上の第４ 類の危険物を給油する 場合 

  イ  災害現場で活動中の自動車等に引火点４ ０ 度以上の第４ 類の危険物を給油する 場合 

 

３  接地導線（ 第１ 項第３ 号）  

 ⑴ 「 静電気によ る 災害が発生する おそれのある 液体の危険物」 と は、「 第３  少量危険物の貯蔵

及び取扱いの技術上の基準」 ２ ０ ⑴の例（ 可燃性微粉を除く 。） によ る こ と 。  

 ⑵ 接地導線は、 次によ る こ と 。  

  ア 接地導線は、 良導体の導線を用いビ ニール等の絶縁材料で被覆し たも の、 又はこ れと 同等

以上の導電性、 絶縁性及び損傷に対する 強度を有する こ と 。  

  イ  接地電極等と 緊結する こ と ができ る ク リ ッ プ等が取り 付けら れている こ と 。  

  ウ  接地導線の抵抗値は、 概ね１ ０ ０ Ω以下と する こ と 。  

 

４  注入管（ 第１ 項第４ 号）  

  「 注入管を用いる 」 と は、 次によ る （ 第 8-1 図参照）。  
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５  火災予防上安全な場所（ 第２ 項第１ 号）  

  「 火災予防上安全な場所」 と は、 移動タ ンク の所有者等が必要な措置を講じ る こ と が可能な場

所で、 付近に火気を使用する 設備が設けら れていない屋外又は屋内の場所をいう 。  

 

６  タ ンク 本体の板厚（ 第２ 項第２ 号）  

 ⑴ 「 同等以上の機械的性質を有する 材料」 と は、 次式によ り 算出し た数値以上の厚さ を有する

金属板と する こ と 。 ただし 、 最小板厚は、 ２ ． ８ ｍｍ以上と する こ と （ 第 8-1 表参照）。  

      ｔ ＝        ×３ ． ２  

  ｔ ： 使用する 金属板の厚さ （ ｍｍ）  

  σ： 使用する 金属板の引張強さ （ Ｎ /㎟）  

  Ａ ： 使用する 金属板の伸び（ ％）  

【 第 8-1 表 タ ンク の材質と 必要な最小板厚】  

材質名 JI S 記号 
引張強さ  

（ Ｎ /㎟）  

伸び 

（ ％）  

計算値 

（ ｍｍ）  

板厚最小値 

（ ｍｍ）  

ス テンレ ス鋼板 

SUS 304 520 40 2. 37 2. 8 

SUS 316 520 40 2. 37 2. 8 

SUS 304L 480 40 2. 43 2. 8 

SUS 316L 480 40 2. 43 2. 8 

アルミ ニウム合金板 

A5052P-H34 235 7 5. 51 5. 6 

A5083P-H32 305 12 4. 23 4. 3 

A5083P-O 275 16 3. 97 4. 0 

A5083P-H112 285 11 4. 45 4. 5 

A5052P-O 175 20 4. 29 4. 3 

アルミ ニウム板 A1080P-H24 85 6 8. 14 8. 2 

溶接構造用圧延鋼材 
SM490A 490 22 2. 95 3. 0 

SM490B 490 22 2. 95 3. 0 

高耐候性圧延鋼材 SPA-H 480 22 2. 97 3. 0 

【 第8-1図 注入管を用いる 場合の例】  

注油ノ ズル 

注
入
管 

σ×Ａ  

４ ０ ０ ×２ １  ３  
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 ⑵ 圧力タ ンク は、 最大常用圧力が４ ６ ． ７ ｋ Ｐ ａ 以上のも のをいう こ と 。  

 

７  タ ンク の固定（ 第２ 項第３ 号）  

 ⑴ 「 こ れに相当する 部分」 と は、 シャ ーシフ レ ームのない車両は、 メ イ ンフ レ ーム又はこ れと

一体と なっている ク ロ ス メ ンバー等をいう こ と 。  

 ⑵ シャ ーシフ レ ーム等にＵボルト で固定し た場合と 同等以上の強度を有する 場合は、 Ｕボルト

以外の固定も 認めら れる こ と 。  

 

８  安全装置（ 第２ 項第４ 号）  

  安全装置は、 タ ンク 頂部に設ける 。  

  なお、 吹き 出し 部分の有効面積は、 危省令第１ ９ 条第２ 項第２ 号によ る 。 ★ 

 

９  間仕切り （ 第２ 項第５ 号）  

  同等以上の機械的性質を有する 材料で設ける 間仕切り の板厚は、 前６ の例によ る （ 第 8-2 図参

照）。  

 

 

 

 

 

 

 

10 防波板（ 第２ 項第６ 号）  

 ⑴ タ ンク の移動方向と 平行に設ける こ と （ 第 8-3 図及び第 8-4 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

間仕切板 

4000ℓ 4000ℓ 

【 第8-2図 間仕切】  

【 第8-3図 防波板を支柱に固定する 例】  

進行方向 
支柱 

支柱 

防波板 
防波板 

【 第8-3図 横置き タ ンク に防波板を設ける 例】  

防波板 
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 ⑵ 容量が２ ，０ ０ ０ ℓ以上のタ ンク（ 間仕切板で仕切ら れている タ ンク は、タ ンク 室）の場合は、

危省令第２ ４ 条の２ の９ の規定の例によ り 設ける こ と 。 ★ 

 ⑶ 「 同等以上の機械的性質を有する 材料」 と は、 次式によ り 算出さ れた数値以上の厚さ を有す

る 金属板と する こ と （ 第 8-2 表参照）。  

      ｔ ＝     ×１ ． ６  

  ｔ  ： 使用する 金属板の厚さ （ ｍｍ）  

  σ ： 使用する 金属板の引張強さ （ Ｎ /㎟）  

【 第 8-2 表 タ ンク の材質と 必要な最小板厚】  

材質名 JI S 記号 
引張強さ  

（ N/mm2）  

計算値 

（ mm）  

板厚最小値 

（ mm）  

冷間圧延鋼板 SPCC 270 1. 60 1. 6 

ス テンレ ス鋼板 

SUS 304 520 1. 16 1. 2 

SUS 316 520 1. 16 1. 2 

SUS 304L 480 1. 20 1. 2 

SUS 316L 480 1. 20 1. 2 

アルミ ニウム合金板 

A5052P-H34 235 1. 72 1. 8 

A5083P-H32 315 1. 49 1. 5 

A5052P-H24 235 1. 72 1. 8 

A6N01S-T5 245 1. 68 1. 7 

アルミ ニウム板 A1080P-H24 85 2. 86 2. 9 

 

11 マンホール及び注入口のふた（ 第２ 項第７ 号）  

  「 同等以上の機械的性質を有する 材料」 と は、 前６ の例によ る 厚さ を有する 金属板と する 。  

 

12 防護枠（ 第２ 項第８ 号）  

 ⑴ 高さ は、 マンホール、 注入口、 安全装置等の高さ 以上と する こ と 。  

 ⑵ 厚さ は、 ２ ． ３ ｍｍ以上の鋼板と する こ と 。 ただし 、 こ れ以外の金属板で造る 場合は、 次式

によ り 算出さ れた数値以上の厚さ と する こ と （ 第 8-3 表参照）。  

      ｔ ＝     ×２ ． ３  

  ｔ  ： 使用する 金属板の厚さ （ ｍｍ）  

  σ ： 使用する 金属板の引張強さ （ Ｎ /㎟）  

【 第 8-3 表 防護枠の材質と 必要な最小板厚】  

材質名 JI S 記号 
引張強さ  

（ N/mm2）  

計算値 

（ mm）  

板厚最小値 

（ mm）  

冷間圧延鋼板 SPCC 270 2. 30 2. 3 

ス テンレ ス鋼板 

SUS 304 520 1. 66 1. 7 

SUS 316 520 1. 66 1. 7 

SUS 304L 480 1. 73 1. 8 

SUS 316L 480 1. 73 1. 8 

２ ７ ０  

σ 

２ ７ ０  

σ 
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アルミ ニウム合金板 

A5052P-H34 235 2. 47 2. 5 

A5083P-H32 315 2. 13 2. 2 

A5052P-H24 235 2. 28 2. 3 

A6N01S-T5 245 2. 64 2. 7 

アルミ ニウム板 A1080P-H24 85 4. 10 4. 1 

 

 ⑶ 山形又はこ れと 同等以上の強度を有する 形状と する こ と （ 第 8-4 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

13 非常時に直ちに閉鎖する こ と ができ る 弁等（ 第２ 項第９ 号）  

 ⑴ 「 非常の場合に直ちに閉鎖する こ と ができ る 弁等」 と は、 必ずし も レ バー操作で閉鎖する も

のに限ら ないが、 移動タ ンク の周囲から 容易に閉鎖操作をでき る も のと する こ と 。  

 ⑵ 「 緊急レ バー」 等の文字を、容易に識別でき る 大き さ 及び色で、見易い位置に表示する こ と 。  

 

14 電気設備（ 第２ 項第１ １ 号）  

 ⑴ 「 可燃性の蒸気が滞留する おそれのある 場所」 と は、 引火点４ ０ 度未満の危険物を貯蔵し 、

又は取り 扱う 移動タ ンク の防護枠内又はポンプ設備が収納さ れている 場所等遮へいさ れた部

分をいう こ と 。ただし 、次の通気又は換気がよ い場所は、遮へいさ れた場所と みなさ ないこ と 。  

  ア 上方の覆いのみで、 周囲に遮へい物のない場所 

  イ  一方又は二方のみ遮へい物があり 、 他の方向が開放さ れている 場所 

  ウ  強制的な換気装置が設置さ れている 場所 

 ⑵ 「 可燃性の蒸気に引火し ない構造」 と は、 防爆性能を有する こ と 。  

 

15 その他 

  移動タ ンク は、 条例第５ ７ 条第１ 項に規定する 少量危険物貯蔵取扱所の設置（ 変更） 届出書の

写し を備える 。 ★ 

 

 

【 第8-4図 防護枠を設置する 例】  

標識 

防護枠 

緊急レバー 
受皿 

標識 

ポンプ 防護枠 安全装置 注入口 
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第９  少量危険物の位置、 構造及び設備の維持管理（ 条例第３ ２ 条の８ ）  

 

１  維持管理 

  「 適正に維持管理」 と は、 危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ンク 、 配管等が、 技術上の基準に

適合する よ う 維持管理さ れている こ と を確認的に規定し たも ので、 法で規定さ れている 点検記録

の保存など 、 許可施設と 同等の措置をする 必要はない。  

 

２  維持管理義務者 

  維持管理義務者は、 少量危険物貯蔵取扱所の所有者、 管理者又は占有者と する 。  
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第１ ０  特殊な位置及び対象の少量危険物貯蔵取扱所 

 

１  屋上に設ける 少量危険物貯蔵取扱所 

  屋上に設ける 少量危険物貯蔵取扱所は、 原則と し て、 発電設備、 ボイ ラ ー等危険物を消費する

設備及びその附随する タ ンク を設ける 場合に限る も のと し 、 次によ る 。  

 ⑴ 貯蔵し 、 又は取り 扱う 危険物 

   引火点が、 ４ ０ 度以上の第４ 類の危険物に限る こ と 。  

 ⑵ 発電設備等 

  ア 危険物を取り 扱う 設備（ タ ンク 及び配管を除く 。） は、 キュ ービ ク ル式（ 鋼板で造ら れた外

箱に収納さ れている 方式をいう 。 以下「 キュ ービ ク ル式設備」 と いう 。） のも のと し 、 周囲に

油流出止めを設ける こ と 。 ただし 、 キュ ービ ク ル式設備の鋼板等で、 外部に危険物が漏れな

い構造のも のは、 キュ ービ ク ル式設備の外箱をも って代える こ と ができ る こ と 。  

  イ  キュ ービ ク ル式設備の内部は、 危険物を取り 扱う ために必要な採光、 照明及び換気の設備

を設ける こ と 。  

  ウ  キュ ービ ク ル式設備は、 避難上支障のない位置に設ける こ と 。  

  エ キュ ービ ク ル式設備の周囲は、 フ ェ ンスを設ける など 、 関係者以外の者がみだり に出入り

でき ないよ う 必要な措置を講じ る こ と 。 ただし 、 屋上へみだり に出入り でき ない措置が講じ

ら れている 場合は、 こ の限り でない。 ★ 

 ⑶ タ ンク  

  ア 屋外にある タ ンク は、 次によ る こ と 。  

   ( ｱ)  条例第３ ２ 条の３ 第２ 項及び第３ ２ 条の４ の規定によ る 。  

     なお、 空地は、 陸屋根上に保有する 。  

   ( ｲ)  雨覆い等を設ける 場合は、 不燃材料と し 、 周囲に点検でき る 十分な空間を確保する （ 第

10-1 図及び 10-2 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ  屋内にある タ ンク は、 条例第３ ２ 条の３ の２ 及び第３ ２ 条の４ の規定によ る こ と 。  

 ⑷ 配管 

   条例第３ ２ 条の２ 第２ 項第９ 号の規定によ る ほか、 次によ る こ と 。 ★ 

  ア 地震、 建築物の構造等に応じ て、 損傷し ないよ う 緩衝装置を設ける こ と 。  

    なお、 地震動等によ り 揺れが予想さ れる 設備、 タ ンク 及び工作物（ 以下「 地震動等によ り

【 第10-1図 雨覆いを設けた例】  

タ ンク  タ ンク  

油流出止め 

油流出止め 油流出止め 

水抜き 口 

雨覆い支柱 

( 不燃材料)  

雨覆い( 不燃材料) 

【 第10-2図 雨覆いを設けない例】  
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揺れが予想さ れる 設備等」 と いう 。） に燃料配管を固定する 場合は、予想さ れる 揺れの最大変

位幅によ る 損傷を防ぐ こ と ができ る 有効な緩衝装置を設ける こ と 。  

  イ  地震動等によ り 揺れが予想さ れる 設備等から 緩衝装置ま での区間において、 燃料配管を支

持固定する 場合は、 緩衝装置の機能を阻害し ないよ う 固定する こ と 。  

  ウ  送油圧力や地震等に対し て十分な強度を有する と と も に、 切損等によ り 危険物が漏えいし

た場合は、 速やかに漏油を検出し 、 送油を停止でき る 措置等を講じ る こ と 。  

  エ 接合は、 原則と し て、 溶接継手と し 、 電気又はガス 配管と 十分な距離を保つこ と 。  

  オ 新設又は改修する 場合は、 地下タ ンク から サービ ス タ ンク 、 又はサービ ス タ ンク から ボイ

ラ ー、 バーナー等の間に流量計を設置する こ と 。  

  カ 高さ が３ １ ｍを超える 部分に縦配管を敷設する 場合は、 次の方法によ り 、 最下部にかかる

圧力に対し て安全な措置を講じ る こ と 。  

   ( ｱ)  圧力配管を使用する 方法 

   ( ｲ)  通常時、 配管内を空にし ておく 方法 

   ( ｳ)  配管途中に弁等を設置する 方法 

   ( ｴ)  その他同等以上の性能を有する 方法 

 ⑸ 流出防止措置 

  ア 流出油の拡散を防止する ため、 油吸着材等を備える こ と 。 ★ 

  イ  キュ ービ ク ル式のも ので油が外部に漏れない構造のも のは、 ためま す及び油分離装置を省

略する こ と ができ る 。  

 ⑹ 消火設備 

   ボイ ラ ー、 バーナー等を高さ が３ １ ｍを超える 場所に設置する 場合は、 法第１ ７ 条に規定す

る 消防用設備等のほか、 危政令別表第５ に掲げる も ののう ち、 貯蔵又は取り 扱う 危険物に適応

する 第３ 種又は第４ 種の消火設備を設ける こ と 。 ★ 

   なお、 屋外に設置する 消火設備は、 専用の収納箱等に収める など、 腐食防止措置を講じ る こ

と 。 ★ 

 ⑺ その他 

  ア 異常燃焼等が発生し た場合は、 常時人のいる 場所に警報を発する こ と ができ る 設備を設け

る こ と 。 ★ 

  イ  ボイ ラ ー、 バーナー等は、 地震動等によ り 自動的に消火する 又は自動的に燃料の供給を停

止する 装置を設ける こ と 。 ★ 

 

２  ド ラ イ ク リ ーニング店舗に設ける 少量危険物貯蔵取扱所 

  ド ラ イ ク リ ーニングで使用する 危険物の引火点が４ ０ 度以上の場合で、 かつ、 法第１ ７ 条に規

定する 消防用設備等のほかに消火器を２ 本以上（ そのう ちの１ 本は、 Ａ 、 Ｂ 及びＣ 火災に適応す

る も のと する 。） 設けた場合は、 次によ る こ と ができ る 。  

 ⑴ 屋外の収納庫における 危険物の貯蔵、 取扱い 

   危険物を不燃性容器（ 以下「 容器」 と いう 。） に収納密栓し て収納庫で貯蔵する 場合は、 条例

第３ ２ 条の３ 第２ 項第１ 号の規定を適用し ないこ と ができ る こ と 。 こ の場合、 当該収納庫は次

によ る こ と 。  

  ア 大き さ は、 小分けをする 場合、 小分けをする のに必要な面積を加えた大き さ 以上と する こ

と 。  
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  イ  扉を含め鉄板等の不燃材料で造る こ と 。  

  ウ  適宜の大き さ の換気口を設ける こ と 。  

  エ 容器から 漏れた危険物が当該収納庫外へ流出し ないよ う 、 出入口のし き いを高く する 等の

流出防止措置（ 危険物を貯蔵する 容器のう ち最も 大き いも のの全量以上を収納でき る こ と 。）

を講じ る こ と 。  

 ⑵ 屋内の貯蔵庫における 危険物の貯蔵、 取扱い 

   前⑴に掲げる 収納庫（ 換気口に係る 規定を除く 。） を設け、当該収納庫で容器に収納密栓さ れ

た危険物を貯蔵する 場合は、 条例第３ ２ 条の３ の２ の規定を適用し ないこ と ができ る こ と 。  

 ⑶ 店舗内における パッ ケージ型洗濯機によ る 危険物の取扱い 

  ア 店舗部分にファ ン等によ る 有効な換気設備を設ける ほか、 次によ る 場合は、 条例第３ ２ 条

の３ の２ の規定を適用し ないこ と ができ る こ と 。  

   ( ｱ)  洗濯機の周囲を区画し た場合 

    ａ  区画は、 不燃材料で造り 、 出入口に防火設備を設ける 。  

    ｂ  区画内の床は、 不燃材料で造り 、 又は覆う も のと し 、 かつ、 危険物が浸透し ない構造

と する 。  

    ｃ  洗濯機から 漏れた危険物が当該区画外へ流出し ないよ う 、 出入口のし き いを高く する

等の流出防止措置（ 洗濯機で取り 扱う 危険物の全量を収納でき る こ と 。） を講じ る 。  

   ( ｲ)  洗濯機の周囲に流出止めを設けた場合 

    ａ  洗濯機の周囲に、 当該洗濯機で取り 扱う 危険物の全量を収納する こ と ができ る 流出止

めを設ける 。 こ の場合、 当該流出止め内の床は、 不燃材料で造り 、 又は覆う も のと し 、

かつ、 危険物が浸透し ない構造と する 。  

    ｂ  前ａ の流出止めから 水平距離２ ｍ以内の壁、 柱、 床、 天井及び作業台等の工作物は、

不燃材料で造り 、 又は覆う 。  

  イ  洗濯機に内蔵さ れている タ ンク は、 条例第３ ２ 条の４ 第２ 項第４ 号から 第６ 号ま で、 第８

号及び第１ ０ 号の規定を適用し ないこ と ができ る こ と 。  

 

３  油圧装置等の少量危険物貯蔵取扱所 

 ⑴ 油圧装置、潤滑油循環装置、切削油循環装置その他こ れら に準ずる 装置（ 以下「 油圧装置等」

と いう 。） を用いる 少量危険物貯蔵取扱所が、 次に適合する 場合は、 条例第３ ２ 条の３ の２ の規

定を適用し ないこ と ができ る こ と 。  

  ア 取り 扱う 危険物の引火点が１ ０ ０ 度以上の第四類の危険物であり 、 かつ、 危険物を１ ０ ０

度未満で取り 扱う 設備である こ と 。  

  イ  油圧装置等から １ ｍ以上離れた周囲に、 当該装置等で取り 扱う 危険物の全量を収納する こ

と ができ る 流出止めが設けら れている こ と 。 こ の場合、 当該流出止め内の床は、 不燃材料で

造り 、 又は覆う も のと し 、 かつ、 危険物が浸透し ない構造である こ と 。  

  ウ  前イ の流出止めから 水平距離１ ｍ以内（ 以下「 室内保有空間」 と いう 。） の壁、 柱、 床及び

天井（ 又は屋根裏面） は、 不燃材料で造り 、 又は覆われている こ と 。  

  エ 室内保有空間と その他の部分の境界と なる 床面は、 容易に消えない白又は黄色の塗料等で

幅１ ０ ｃ ｍの境界線が明瞭に表示さ れている こ と 。  

  オ 室内保有空間内にある 壁体の開口部は、 防火設備が設けら れている こ と 。  

  カ 消火設備と し て、 当該施設場所に消火器を２ 本以上（ そのう ちの１ 本はＡ 、 Ｂ 及びＣ 火災
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に適応する も のと する 。） 設けら れている こ と 。  

 ⑵ 油圧装置等に付属する 危険物タ ンク は、 条例第３ ２ 条の４ 第２ 項第４ 号から 第６ 号ま で、 第

８ 号及び第１ ０ 号の規定を適用し ないこ と ができ る こ と 。  

 

４  特殊な使用形態の少量危険物積載車両（ 以下「 特殊少危車両」 と いう 。）  

  特殊少危車両と は、 車両の荷台若し く は荷室に危険物を貯蔵又は取り 扱う タ ンク や設備を積載

し た車両で、 使用形態に応じ た安全対策が講じ ら れている も のをいう 。  

 ⑴ 特殊少危車両の例 

  ア 発電設備等積載車（ 以下「 発電車」 と いう 。）  

    車両に内燃機関の発電設備、 当該発電設備の専用燃料タ ンク 等を積載し 、 電源供給等を行

う 発電設備積載車、 照明電源車等をいう こ と （ 第 10-3 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  イ  発泡ス チロ ール（ Ｅ Ｐ Ｓ ） 減容回収車（ 以下「 Ｅ Ｐ Ｓ 回収車」 と いう 。）  

    Ｅ Ｐ Ｓ のリ サイ ク ルを行う ため、 車両に溶解槽を積載し 、 危険物を溶媒と し てＥ Ｐ Ｓ を溶

解減容し て回収する 車両をいう こ と （ 第 10-4 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 特殊少危車両の基準 

  ア 貯蔵し 、 又は取り 扱う 危険物 

    引火点が、 ４ ０ 度以上の第４ 類の危険物に限る こ と 。  

  イ  取扱量 

    車両に積載し た専用燃料タ ンク 又は取扱タ ンク 等の容量と する こ と 。  

  ウ  常置場所 

    火災予防上安全な場所に常置する こ と 。  

  エ 取扱場所 

【 第10-3図 発電車等の例】  

区画( 不燃性) 
荷室 

専用燃料タ ンク  

エンジン 

発電機 

【 第10-4図 Ｅ Ｐ Ｓ 回収車の例】  

撹拌装置 

荷室 溶解槽 

投入口 

※Ｅ Ｐ Ｓ  

Expanded Pol y-st yrene 

（ 発泡ス チロ ール）  
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    設備を取り 扱う 場合は、 車両の周囲に使用上安全な空地を確保する こ と 。 ただし 、 当該設

備が鋼板、 アルミ ニウ ム板等で区画さ れた荷室（ 以下「 不燃荷室」 と いう 。） に設置さ れてい

る 場合は、 こ の限り でない。  

  オ 構造、 設備等 

   ( ｱ)  タ ンク  

    ａ  専用燃料タ ンク 、 取扱タ ンク 及び溶解槽（ 以下「 燃料タ ンク 等」 と いう 。） は、 条例第

３ ２ 条の４ 第２ 項第３ 号、 第３ ２ 条の６ 第２ 項第２ 号及び第４ 号から 第６ 号までの規定

に適合さ せる 。 ただし 、 当該タ ンク を荷室内に設置し た場合は、 タ ンク の板厚を条例第

３ ２ 条の４ 第２ 項第１ 号によ る こ と ができ る 。  

    ｂ  Ｕボルト 等で車両のシャ ーシフ レ ーム又はこ れに相当する 部分に堅固に固定する 。  

    ｃ  荷室内に設置する 場合は、 他と 防火上有効に区画する と と も に、 危険物を取り 扱う た

めに必要な採光、 照明及び換気を確保する 。  

    ｄ  周囲は、 漏えいし た危険物の流出を一時的に防止する ためのせき を設ける 。  

    ｅ  注入口付近は、危険物の量を覚知でき る 装置（ ガラ ス管等の破損し 易いも のを除く 。）

を設ける と と も に、 注入口に弁又はふたを設ける 。  

    ｆ  安全装置等は、 車両の転倒等によ り 損傷を受けない位置に設置する 。  

    ｇ  危険物を排出する こ と のでき る 配管及び弁を設ける 。  

   ( ｲ)  配管 

     条例第３ ２ 条の２ 第２ 項９ 号（ オ及びカを除く 。） に準じ る 。  

   ( ｳ)  取扱設備 

    ａ  Ｕボルト 等で車両のシャ ーシフ レ ーム又はこ れに相当する 部分に堅固に固定する 。  

    ｂ  荷室内に設置する 場合は、 取扱いに必要な採光、 照明及び換気を確保する 。  

    ｃ  周囲は、 漏えいし た危険物の流出を防止する ためのせき を設ける 。  

    ｄ  燃料タ ンク 等と の間に、 条例第３ 条第１ 項第１ ７ 号ウ に準じ た距離を確保する 。  

   ( ｴ)  標識 

     「 第３  少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 １ ４ の例によ る 。  

   ( ｵ)  消火設備 

     第５ 種の自動車用消火器を２ 本（ そのう ちの１ 本は、 取り 扱う 危険物に適合する も の）

設置する 。  

   ( ｶ)  その他 

     条例第５ ７ 条第１ 項に規定する 少量危険物貯蔵取扱所の設置（ 変更） 届出書の写し を車

両に備える 。 ★ 

  カ 形態別の付加基準 

   ( ｱ)  発電車 

     発電設備は、 一般社団法人日本内燃力発電設備協会の認定品又はそれに準じ たも のと す

る 。  

   ( ｲ)  Ｅ Ｐ Ｓ 回収車 

    ａ  常置する 場合は、 溶解槽を空の状態と する 。  

    ｂ  Ｅ Ｐ Ｓ を溶解槽へ投入する 作業は、 投入口付近に作業上安全な空地を確保する 。  

    ｃ  溶解槽に危険物を注入する 際は、 注入口に注入ホースを緊結する 、 又は注入ホース の

先端部に手動開閉装置を備えた注入ノ ズルによ り 注入する 。  
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    ｄ  Ｅ Ｐ Ｓ の溶媒と し て使用する 危険物は、 Ｅ Ｐ Ｓ を溶解し た際に異常な発熱、 可燃性ガ

ス の発生等がないも のと する 。  
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第１ １  指定数量未満の危険物を 取り 扱う 放電加工機の位置、 構造及び管理の基準 

（ 条例第１ １ 条の２ ）  

 

１  放電加工機 

  放電加工機と は、 第４ 類の危険物である 加工液中において、 工具電極と 加工対象物と の間に放

電さ せ加工する 工作機械をいい、 用いら れる 工具電極の形態によ り 、「 型彫り 放電加工機」 及び

「 ワ イ ヤ放電加工機」 に区分さ れる （ 第 11-1 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  放電加工機の確認試験等 

 ⑴ 危険物保安技術協会が確認試験を実施し た放電加工機は、「 放電加工機型式試験確認済証」

（ 以下「 確認済証」 と いう 。） が発行さ れている ため、 構造等の確認に活用する こ と （ 第 11-2

図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   なお、 確認済証が貼付さ れている 放電加工機は、 次の表示がさ れている も の。  

  ア 機械本体に関する 表示 

   ( ｱ)  使用する 加工液の危険物品名（ 例： 第４ 類第３ 石油類）  

   ( ｲ)  使用する 加工液は引火点が７ ０ 度以上のも のと する 旨の注意事項 

   ( ｳ)  使用する 加工液の最高許容温度設定値は６ ０ 度以下と する 旨の注意事項 

   ( ｴ)  放電加工部分と 加工液面と の必要最小間隔 

   ( ｵ)  火気厳禁 

サーボヘッ ド  

工具電極 

加工対象物 

加工槽 

機械本体 

操作ス イ ッ チ 

パルス 発生装置 

フィ ルタ  
ポンプ 

加工液タ ンク  加工液供給装置 電源 

加工液 

【 第11-1図 放電加工機の構成例】  

70ｍｍ 

50ｍｍ 

【 第11-2図 放電加工機型式試験確認済証】  
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  イ  自動消火装置に関する 表示 

   ( ｱ)  使用消火剤の種類及び容量（ ℓ） 又は重量（ ｋ ｇ ）  

   ( ｲ)  最大防護面積（ ㎡）  

   ( ｳ)  放射時間 

   ( ｴ)  感知部の種類及び作動温度 

   ( ｵ)  感知部及び放出口の設置個数並びに設置位置 

   ( ｶ)  製造年月 

   ( ｷ)  製造番号 

   ( ｸ)  製造型式 

 ⑵ ほと んど の放電加工機は、 前⑴の確認試験に合格し ている が、 輸入品等で確認試験を受けて

いないも のは、 条例基準に適合し ている か検査する と 共に、 危険物保安技術協会の行う 確認試

験を受ける よ う 指導する こ と 。 ★ 

 

３  加工液 

  「 加工液」 と は、 放電加工時に加工部分の冷却並びに加工く ず及び炭化生成物（ 放電によ って

生じ た高熱によ り 加工液が分解し 、 その結果発生する 炭素を主体と する 物質） の排除のために使

用さ れる 液体をいう 。  

 

４  設定温度（ 第１ 項第１ 号）  

  「 設定さ れた温度」 と は、 長時間連続加工を行う と 加工液の温度が上昇し 、 引火の危険性が増

大する ため、 ６ ０ 度以下と する 。  

  なお、「 自動的に加工を停止さ せる こ と ができ る 装置」 と は、 液温検出装置等によ り 検知し 、 加

工を停止する 機能を備えた装置をいう 。  

 

５  液面高さ （ 第１ 項第２ 号）  

  「 加工液の液面の高さ 」 と は、 液面付近で放電する と 、 気化し た加工液に引火する 危険性が高

いため、 加工対象物の上面から 加工液面ま での間隔（ ５ ０ ｍｍ以上） をいう 。（ 第 11-3 図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

  なお、「 自動的に加工を停止さ せる こ と ができ る 装置」 と は、液面検出装置と 連動し て加工を停

止する 機能を備えた装置をいう 。  

 

６  炭化生成物の発生（ 第１ 項第３ 号）  

  放電加工中に加工く ずが発生する が、 こ れを容易に除去でき ない場合は、 異常放電を起こ し 、

工具電極と 加工対象物の間に炭化生成物が付着し 成長する （ 第 11-4 図参照）。 こ れが、 液面に露

出する こ と も あり 、 加工を続けた場合は、 引火する 危険がある ため、 炭化生成物を検出し た場合

【 第11-3図 加工液面の高さ の例】  

工具電極 設定液面高さ ( 50ｍｍ以上) 

加工液 

作業台 

加工 

対象物 
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に自動的に加工を停止する 装置を設置する 。  

 

 

 

 

 

 

 

７  自動消火装置（ 第１ 項第４ 号）  

  「 自動的に消火する こ と ができ る 装置」 と は、 次によ る 。  

 ⑴ 放電加工機に固定設置さ れている こ と 。  

 ⑵ 消火剤は、 加工槽の形状、 油面の広さ に応じ 必要な量を保有する こ と と し 、 その量は消火剤

の種類に応じ 、 第 11-1 表に定める 量以上と する こ と 。  

【 第 11-1 表 消火剤の種類及び量】  

消火剤の種類 消火剤の容量又は重量 

水成膜泡 5. 0ℓ/㎡以上 

第１ 種粉末 6. 8 ㎏/㎡以上 

第２ 種、 第３ 種粉末 4. 0 ㎏/㎡以上 

第４ 種粉末 2. 8 ㎏/㎡以上 

 

   なお、 防護面積は、 加工槽の２ 辺の積で表すも のと し 、 ２ 辺の比が２ を超える 場合は、 長辺

の２ 分の１ の長さ を短辺と する 長方形の面積と する こ と 。  

 ⑶ 消火剤貯蔵容器は、 次によ る こ と 。  

  ア 検定を受けた消火器の本体容器と 同一のも の。  

  イ  高圧ガス 保安法の適用を受ける も のは、 同法及びこ れに基づく 政令の定める と こ ろによ る

も の。 ただし 、 前アの場合は、 こ の限り でない。  

  ウ  高圧ガス 保安法の適用を受ける 容器以外で、 かつ、 前ア以外の場合は、 使用材料、 板厚等

が前アと 同等以上の強度を有する も の。  

 ⑷ 加圧用ガス 容器は、 消火器の技術上の基準を定める 省令（ 昭和３ ９ 年自治省令第２ ７ 号） 第

２ ５ 条の規定に適合する こ と 。  

 ⑸ 消火剤及び感知器型感知部は、 検定品である こ と 。  

 ⑹ 直接炎に接する おそれのある 部分の放出導管及び管継手は、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｈ３ ３ ０ ０ （ 銅及び銅

合金の継目無管） に適合又はこ れと 同等以上の強度並びに耐食性及び耐熱性を有する こ と 。  

 

８  使用前確認（ 第２ 項第３ 号）  

  「 工具電極を確実に取り 付け」 と は、 使用前に取付状況の確認を行う こ と をいう 。  

 

９  点検及び整備（ 第２ 項第４ 号）  

  「 必要な点検及び整備を行い、 火災予防上有効に保持する 」 と は、 自動加工停止装置、 自動消

火装置等が正常に作動する か定期的に点検を行い、 不良箇所が発生し た場合は、 整備を行った後

【 第11-4図 炭化生成物発生の例】  

工具電極 

加工対象物 

作業台 

加工液 

炭化生成物 



第２ 章 少量危険物の運用基準 
第１ １  指定数量未満の危険物を取り 扱う 放電加工機の位置、 構造及び管理の基準                  

60 

に点検を行い、 正常に作動する よ う 管理する こ と をいう 。  

 

10 規定の準用（ 第３ 項）  

  放電加工機が火花を生ずる 設備と 同様の危険性を有する こ と から 、 設置場所は、 壁、 天井（ 天

井のない場合は屋根） 及び床の放電加工機に面する 部分の仕上げを不燃材料又は準不燃材料と し 、

有効な換気装置（ 換気扇等） を設けた室内と する 。 ま た、 加工く ずや加工廃液等を存置し ないな

ど 、 常に清掃に努める と と も に、 溶接機、 グラ イ ンダー等の火気、 高温体等のみだり な使用は禁

止する 。  

 

11 その他 

 ⑴ 危険物の数量の算定は、 タ ンク 容量（ 加工液タ ンク の内容量の９ ０ ％） と する こ と 。  

 ⑵ 加工液タ ンク は、条例第３ 第１ 項第１ ７ 号エの表に掲げる 厚さ の鋼板で造る も のと し 、「 同等

以上の強度を有する 金属板」 と は、 次式によ り 算出さ れた数値以上の厚さ を有する 金属板と す

る こ と 。  

      ｔ ＝     ×ｔ ０  

  ｔ  ： 使用する 金属板の厚さ （ ｍｍ）  

  σ ： 使用する 金属板の引張強さ ( Ｎ /㎟)   

  ｔ ０ ： タ ンク 容量の区分に応じ た鋼板の厚さ （ ｍｍ）  

   なお、 危険物の貯蔵、 取扱量が指定数量の５ 分の１ 以上と なる 場合は、 条例第３ ２ 条の４ 第

２ 項第１ 号の規定を適用する こ と 。  

 ⑶ 放電加工機本体は、 相当な重量を有し ており 、 容易に転倒し ない構造である が、 加工液タ ン

ク 等で車輪を有する も のは、 当該車輪を固定する 等の必要な措置を講じ る こ と （ 第 11-5 図参

照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 放電加工機の本体と 加工液タ ンク を接続する 配管は、 金属製

と する こ と 。 ★ 

 

４ ０ ０  

σ 

【 第11-5図 加工液タ ンク の固定例】  

加工液タ ンク  加工液タ ンク  

アンカーボルト  

金属製アングル 
レベリ ングボルト  
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第１ ２  リ チウ ム イ オン蓄電池の貯蔵及び取扱い 

 

１  適用の対象と なる リ チウ ムイ オン蓄電池 

⑴ 対象と する 蓄電池等について 

適用の対象については、 リ チウ ムイ オン蓄電池（ リ チウ ムイ オン蓄電池及び電気配線等から

構成さ れる 製品を含む。） 又はリ チウ ムイ オン蓄電池及び電気配線等から 構成さ れる 設備（ 以下

「 蓄電池設備」 と いう 。）（ 以下「 蓄電池等」 と いう 。） であって、 次に掲げる も のを対象と する

こ と 。  

ア 電気用品の技術上の基準を定める 省令（ 平成２ ５ 年経済産業省令第３ ４ 号） に定める 技術

基準に適合し ている 蓄電池等 

イ  次に掲げる いずれかの基準に適合し ている 蓄電池等 

（ ア ）  国際海事機関が採択し た危険物の運送に関する 規程に定める 技術基準（ ＵＮ ３ ８ ． ３ ） 

（ イ ）  道路運送車両法（ 昭和２ ６ 年法律第１ ８ ５ 号） 第３ 章に定める 保安基準 

（ ウ ）  日本産業規格のう ち、 次に掲げる も の 

ａ  Ｊ Ｉ Ｓ  Ｃ  ８ ７ １ ５ －２ 「 産業用リ チウ ム二次電池の単電池及び電池シス テム－第 

２ 部： 安全性要求事項」  

ｂ  Ｊ Ｉ Ｓ  Ｃ  ４ ４ ４ １ 「 電気エネルギー貯蔵システム－電カシス テムに接続さ れる 電 

気エネルギー貯蔵シス テムの安全要求事項－電気化学的シス テム」  

ウ  ア又はイ と 同等以上の安全性を有する と 認めら れる 蓄電池等 

⑵ 補足事項について 

ア 蓄電池等が⑴アに該当する こ と については、電気用品安全法（ 昭和３ ６ 年法律第２ ３ ４ 号）

第１ ０ 条に基づく 表示（ Ｐ Ｓ Ｅ マーク ） によ り 確認する こ と 。 ま た、 蓄電池等が⑴イ 又はウ

に該当する こ と については、 事業者が実施し ている 試験結果によ り 確認する こ と 。  

イ  ⑴ウ の蓄電池等と し ては、 例えば、 次のも のが考えら れる こ と 。  

（ ア ）  Ｉ Ｅ Ｃ （ 国際電気標準会議） ６ ２ ６ １ ９ 又は６ ２ ９ ３ ３ －５ －２ に適合する も の 

（ イ ）  ＵＬ （ 米国保険業者安全試験所） ９ ５ ４ ０ Ａ 又は１ ９ ７ ３ に適合する も の 

ウ  ４ に定める 基準に適合する 箱（ 以下「 耐火性収納箱」 と いう 。） に収納し て蓄電池等を貯蔵

する 場合、 次の（ ア） 及び（ イ ） の条件を満たすと き は、 ２ ⑴並びに３ ⑴ア及び⑵の適用対象と し て

差し 支えないこ と 。なお、こ の場合、例えば、大量の廃棄品（ リ サイ ク ル予定のも のを含む。）

を箱に収納し て貯蔵する 場合が想定さ れる こ と 。  

（ ア）  製造時点等において⑴アから ウ ま でのいずれかに該当し 、 又は５ に定める 基準に適合す 

る こ と が確認さ れていた蓄電池等である こ と 。  

（ イ ）  次のいずれかに該当する リ チウ ムイ オン蓄電池が概ね１ ０ ％未満である こ と が目視等 

によ り 確認でき る こ と 。  

ａ  腐食や損傷等によ り リ チウ ムイ オン蓄電池の内部構造が露出し ている も の 

ｂ  液漏れが発生し ている こ と が明ら かに確認でき る も の 

 

２  蓄電池等に係る 指定数量の倍数の取扱いに関する 事項 

⑴ 耐火性収納箱等によ り 蓄電池等を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合について 

耐火性収納箱に収納し 、 又は４ に定める 基準に適合する 筐体（ 以下「 耐火性筐体」 と いう 。）

によ り 覆われた蓄電池等を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合、 次のア及びイ を満たすと き は、 耐火性
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収納箱又は耐火性筐体（ 以下「 耐火性収納箱等」 と いう 。） ごと の指定数量の倍数を合算し ない

こ と と し て差し 支えないこ と 。  

ア 耐火性収納箱等内の危険物の総量が指定数量未満である こ と 。  

イ  耐火性収納箱等には、 条例第３ ２ 条の２ 第２ 項第１ 号の規定によ る 標識及び掲示板の設置

に加え、 見やすい箇所に蓄電池等を収納し ている 旨を表示する こ と 。  

⑵ 自家発電設備の周囲にキュ ービ ク ル式蓄電池を設置する 場合について 

自家発電設備の付近に厚さ １ ． ６ ㎜以上の鋼板又はこ れと 同等以上の耐火性を有する 材料で

造ら れた外箱に収納さ れた蓄電池設備（ 以下「 キュ ービ ク ル式蓄電池設備」 と いう 。） を設置す

る 場合、 次のアから ウ ま でを満たすと き は、 自家発電設備と キュ ービ ク ル式蓄電池設備の指定

数量の倍数を合算し ないこ と と し て差し 支えないこ と 。  

ア 自家発電設備及びキュ ービ ク ル式蓄電池設備によ り 取り 扱う 危険物の総量はそれぞれ指

定数量未満である こ と 。  

なお、 キュ ービ ク ル式蓄電池設備を複数設置する 場合は、 全てのキュ ービ ク ル式蓄電池設

備の危険物の量を合算し 、 その合計を指定数量未満と する こ と 。 ただし 、 キュ ービ ク ル式蓄

電池設備の外箱が耐火性筐体である 場合は、 キュ ービ ク ル式蓄電池設備ごと の危険物の量を

合算し ないこ と と し て差し 支えないこ と 。  

イ  キュ ービ ク ル式蓄電池設備の外箱に⑴イ の例によ り 表示を行う こ と 。  

ウ  キュ ービ ク ル式蓄電池設備の外箱に機能上必要な最小限の開口部を設ける 場合は、 箱内部

及び外部から の延焼を確実に防止する と と も に、 外部から の可燃性蒸気の流入を確実に防止

する こ と ができ る 防火措置を講じ る こ と （ 外箱が耐火性筐体である 場合を除く 。）。  

⑶ 補足事項について 

ア ⑴の場合において、 隣接する 複数の耐火性収納箱等がいずれも ⑴ア及びイ を満たすと き は、

一の耐火性収納箱等と それに隣接する 耐火性収納箱等と の相互間の距離は不要である こ と 。 

イ  ⑵の場合において、 ⑵アから ウ ま でを満たすと き は、 自家発電設備と キュ ービ ク ル式蓄電

池設備と の相互間の距離は不要である こ と 。  

ウ  ⑵の場合において、 複数のキュ ービ ク ル式蓄電池設備がいずれも ⑵アから ウ ま でを満たす

と き は、 一のキュ ービ ク ル式蓄電池設備と それに隣接する キュ ービ ク ル式蓄電池設備と の相

互間の距離は不要である こ と 。  

エ ⑵の場合において、キュ ービ ク ル式蓄電池設備の外箱が耐火性筐体である と き は、「 同等以

上の耐火性を有する 材料で造ら れた外箱」 と し て取り 扱って差し 支えないこ と 。  

 

３  蓄電池等を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の位置、 構造及び設備の技術上の基準に関する 事項 

⑴ 危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の周囲に保有する 空地等について 

ア 次の （ ア ） 又は（ イ ） に該当する 場合、 蓄電池等を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の周囲に空地を保有

する か、 又は防火上有効な塀を設ける こ と については、 条例第３ ５ 条の３ を適用し 、 当該措

置を講じ ないこ と と し て差し 支えないこ と 。  

（ ア ）  耐火性収納箱に収納し 、 又は耐火性筐体によ り 覆われた蓄電池等を貯蔵し 、 又は取り 扱 

う 場合（ ２ ⑴ア及びイ を満たすと き に限る 。）  

（ イ ）  自家発電設備の周囲にキュ ービク ル式蓄電池を設置する 場合（ ２ ⑵アから ウ ま でを 

満たすと き に限る 。）  

イ  ２ ⑵の場合において、 ２ ⑵アから ウ ま でを満たすと き は、 条例第３ ２ 条の３ 第２ 項第１ 号
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ただし 書中「 開口部のない防火構造の壁又は不燃材料で造った壁に面し ている と き 」 に該当

する も のと し て取り 扱い、 自家発電設備と キュ ービ ク ル式蓄電池設備と の間には、 空地を保

有する 等の措置を講じ ないこ と と し て差し 支えないこ と 。  

⑵ 可燃性の蒸気を屋外の高所に排出する 設備等について 

次のいずれかに該当する 場合、①可燃性の蒸気を屋外の高所に排出する 設備を設ける 措置、

②床（ 屋外の場合は地盤面） を危険物が浸透し ない構造と する と と も に、適当な傾斜をつけ、

かつ、 貯留設備を設ける 措置、 ③電気設備を防爆構造と する 措置については、 条例第３ ５ 条

の３ を適用し 、 当該措置を講じ ないこ と と し て差し 支えないこ と 。  

ア 蓄電池等を地上高さ ３ ｍから コ ンク リ ート の床面に落下さ せる 試験（ 以下「 落下試験」

と いう 。） を実施し 、 内部から 漏液や可燃性蒸気の漏れが確認さ れない蓄電池等を貯蔵し 、

又は取り 扱う 場合 

イ  蓄電池等を４ ． ０ ｋ ｇ 以下ごと に段ボール等で包装し 、 又は梱包し たも のを３ ｍ（ 蓄電

池等を２ ． ８ ｋ ｇ 以下ごと に段ボール等で包装し 、 又は梱包する 場合は６ ｍ） 以下の高さ

で貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

ウ  耐火性収納箱内の蓄電池等又は耐火性筐体の周囲にオイ ルパンを設置する こ と 等によ り

流出防止措置を講じ て貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

⑶ 補足事項について 

⑵アの落下試験によ る 漏液や可燃性蒸気の漏れの確認については、 事業者の実施し た試験

結果等を活用し て差し 支えないこ と 。 ま た、 落下試験については、 事業者の選択によ り 単電

池、 組電池、 単電池又は組電池及び電気配線等から 構成さ れる 製品又は蓄電池設備のいずれ

で実施し ても 差し 支えないこ と 。  

 

４  耐火性収納箱等の基準について 

耐火性収納箱等は、 ⑴の耐火性能試験に合格する 材料等で造ら れ、 かつ、 ⑵の条件に適合する

も のである こ と 。  

⑴ 耐火性能試験 

アの方法によ り 試験を実施し 、 その結果がイ の基準に適合する こ と 。  

ア 試験方法 

（ ア ）  第一試験は、 次によ り 行う 。  

ａ  加熱炉に１ 枚の試験材を設置する 。  

ｂ  加熱炉によ り 、 ａ の試験材の片面を加熱し 、 非加熱面での火炎、 亀裂その他の損傷の 

有無を確認する 。  

ｃ  試験材の一辺の長さ は３ ０ ｃ ｍ以上と する 。  

ｄ  加熱は、 炉内の温度の時間経過が次式で表さ れる 数値と なる よ う にする 。  

Ｔ ＝３ ４ ５ ｌ ｏ ｇ  （ ８ ｔ ＋１ ） ＋２ ０  

（ Ｔ は平均炉内温度（ ℃）、 ｔ は試験の経過時間（ 分））  

（ イ ）  第二試験は、 次によ り 行う 。  

ａ  加熱炉に２ 枚の試験材を下図のよ う に設置する 。  

ｂ  試験材の間隔は４ ｃ ｍ以内と する 。  

ｃ  加熱炉によ り 、 一の試験材の片面を加熱し 、 加熱炉に接し ない試験材における 非加熱 

面の温度を計測する 。  

10 



第２ 章 少量危険物の運用基準 
第１ ２  リ チウ ムイ オン蓄電池の貯蔵及び取扱い                                 

64 

ｄ  試験材の一辺の長さ は（ ア） ｃ の例によ る 。  

ｅ  加熱は、 （ ア） ｄ の例によ る 。  

 

 

イ  合格基準 

次の（ ア） 及び（ イ ） を満足する 場合に、 こ の試験に合格する も のと 判定する 。  

（ ア）  第一試験において、 試験開始から ６ ０ 分間非加熱面が次のａ から ｃ ま でを満たすこ と 。  

ａ  非加熱面へ１ ０ 秒を超えて継続する 火炎の噴出がないこ と 。  

ｂ  非加熱面で１ ０ 秒を超えて継続する 発炎がないこ と 。  

ｃ  火炎が通る 亀裂その他の損傷を生じ ないこ と 。  

（ イ ）  第二試験において、 試験開始から ６ ０ 分後における ア （ イ ） ｃ の温度が８ ０ ℃を超えないこ と 。 

⑵ 耐火性収納箱等の条件 

ア 炎又は熱が容易に伝播する 隙間を有さ ないも のである こ と 。  

イ  耐火性筐体に開口部（ 換気口、 コ ネク タ ーの接続口等を含む。） を設ける も のにあっては、

当該開口部を設けた部分が⑴に掲げる 試験に合格する も のである こ と 。  

ウ  耐火性収納箱等に許容最大重量の物品を収納し た場合（ 耐火性収納箱等を積み重ねて使用

する も のにあっては、 許容最大重量の物品を収納し た箱を最大積載高さ （ 最大６ ｍ） まで積

み重ねた場合） において、 水平に対し １ ５ °傾けた場合、 転倒し ないこ と 。  

エ 耐火性収納箱等を積み重ねて使用する も のにあっては、 許容最大重量の物品を収納し た箱

を最大積載高さ （ 最大６ ｍ） ま で重ねて積載し た場合において、 最下段の耐火性収納箱等の

上部にかかる 荷重によ って生じ る 当該箱の鉛直方向の応力が許容の範囲を 超え ないも ので

ある こ と 。  

なお、 こ の場合の安全率は３ 以上を目安と する こ と 。  

オ 機械によ り 荷役する も のにあっては、 当該荷役によ り 加わる 衝撃に対し て十分な強度を有

する も のである こ と 。  

  なお、 こ の場合の強度を確認する 方法と し ては、 例えば、 Ｊ Ｉ Ｓ  Ｚ  ０ ２ ０ ０ 片支持落

下試験の方法Ｂ が考えら れる こ と 。  

カ 耐火性収納箱等には、 次に掲げる 事項がその見やすい箇所に容易に消えないよ う に表示さ

れている こ と 。  

( ア)  耐火性収納箱等の許容最大重量 

( イ )  耐火性収納箱等の最大積載高さ 及び最大積み重ね荷重（ 耐火性収納箱等を積み重ねて使 
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用する も のに限る 。）  

( ウ )  積み重ね不可である 旨の表示（ 耐火性収納箱等を積み重ねて使用する も の以外のも のに 

限る 。）  

( エ)  機械荷役不可である 旨の表示（ 機械によ り 荷役する も の以外のも のに限る 。）  

 

５  蓄電池等の耐火性に関する 基準について 

⑴の方法によ り 試験を実施し 、 その結果が⑵の基準に適合する も のである こ と 。  

⑴ 試験方法 

ア 満充電にし た蓄電池等を周囲温度２ ５ ±５ ℃で安定さ せる 。  

イ  アの蓄電池等を恒温槽内に置く 等によ り 、 蓄電池等に次のいずれかの温度変化を加える 。 

( ア)  ２ ５ ±５ ℃から ５ ±２ ℃／分の温度上昇で８ ５ ±５ ℃まで昇温し 、 ８ ５ ±５ ℃で１ ８ ０  

分間保持する 。  

( イ )  ２ ５ ±５ ℃から 直ちに８ ５ ±５ ℃ま で昇温し 、 ８ ５ ±５ ℃で２ ０ ０ 分間保持する 。  

⑵ 合格基準 

蓄電池等に発火又は破裂が生じ ないこ と 。  

 

６  その他の事項 

耐火性収納箱等が所要の基準に適合し ている かど う かの確認にあたっては、 第三者機関によ る

試験確認等を活用し て差し 支えないこ と 。  
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第１ ３  消火設備 

 

１  移動タ ンク 以外の少量危険物貯蔵取扱所 

 ⑴ 法第１ ７ 条第１ 項の規定の適用を受ける 場合は、 その規定に基づいた消火設備を設ける こ と 。 

 ⑵ 法第１ ７ 条第１ 項の規定の適用を受けない屋外の少量危険物貯蔵取扱所は、 貯蔵し 、 又は取

り 扱う 危険物に適合する 第５ 種の消火設備を設ける こ と 。  

 

２  移動タ ンク  

  法第１ ７ 条第１ 項の規定の適用を受けない施設であり 、危険物を貯蔵し 、又は取り 扱う 場合は、

消火器の技術上の規格を定める 省令（ 昭和３ ９ 年９ 月１ ７ 日自治省令第２ ７ 号） 第８ 条に規定す

る 自動車用の消火器を１ 個以上設ける 。  

  なお、 自動車用の消火器と は、 一般の消火器の試験内容に加えて同省令第３ ０ 条に規定する 振

動試験が実施さ れたも ので、「 自動車用」 と 表示さ れたも のをいう 。  

 

【 参考】 消火器の技術上の規格を定める 省令 

  （ 自動車用消火器）  

  第８ 条 自動車に設置する 消火器（ 以下「 自動車用消火器」 と いう 。） は、 強化液消火器（ 霧状

の強化液を放射する も のに限る 。）、 機械泡消火器（ 化学泡消火器以外の消火器をいう 。 以下

同じ 。）、 ハロ ゲン化物消火器、 二酸化炭素消火器又は粉末消火器でなければなら ない。  
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第１  指定可燃物を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の共通基準 

 

１  指定可燃物の特性 

  指定可燃物と は、 火災が発生し た場合にその拡大が速やかであり 、 又は消火の活動が著し く

困難と なる も のと し て条例別表第３ の品名欄に掲げる 物品で、 同表の数量欄に定める 数量以上

のも のをいう （ 第1-1表参照）。  

【 第1-1表 条例別表第３ の品名欄に掲げる 具体的な品名例】  

可燃性 

固体類等 
綿花類等 品  名 数 量 具体的な品名（ 例）  

 ○ 綿花類 200㎏ 製糸工程前の原毛、 羽毛 

 ○ 木毛及びかんなく ず 400㎏ 椰子の実繊維、 製材中に出る かんなく ず 

 ○ ぼろ及び紙く ず 1, 000㎏ 使用し ていない衣服、 古新聞、 古雑誌 

 ○ 糸類 1, 000㎏ 綿糸、 麻糸、 化学繊維糸、 毛糸 

 ○ わら 類 1, 000㎏ 乾燥わら 、 乾燥い草 

 ○ 再生資源燃料 1, 000㎏ 廃棄物固形化燃料（ Ｒ Ｄ Ｆ 等）  

○  可燃性固体類 3, 000㎏ 石油アス ファ ルト 、 ク レ ゾール 

 ○ 石炭・ 木炭類 10, 000㎏ 練炭、 豆炭、 コ －ク ス  

○  可燃性液体類 2㎥ 潤滑油、 自動車用グリ ス 

 ○ 木材加工品及び木く ず 10㎥ 家具類、 建築廃材 

 ○ 合成 

樹脂類 

発泡さ せたも の 20㎥ 発泡ウ レ タ ン、 発泡ス チロ ール、 断熱材 

 ○ その他のも の 3, 000㎏ ゴムタ イ ヤ、 天然ゴム、 合成ゴム 

 

２  品名の区分 

  指定可燃物のう ち、 綿花類、 ぼろ及び紙く ず、 糸類若し く は布類の不燃性又は難燃性の判断

は、 資料第６ 「 ４ ５ 度傾斜バス ケッ ト 法燃焼試験」 に基づき 行う も のと する 。  

 ⑴ 綿花類 

  ア ト ッ プ状の繊維と は、 原綿又は原毛を製綿機又は製毛機にかけて１ 本１ 本の細かい繊維

をそろえて帯状に束ねたも ので、 製糸工程前の状態のも のをいう こ と 。  

  イ  天然繊維又は化学繊維にかかわら ず含まれる こ と 。  

  ウ  羽毛は、 綿花類に該当する こ と 。  

  エ 不燃性又は難燃性でない羊毛は、 綿花類に該当する が、 鉄締めさ れた羊毛は、 綿花類に

該当し ないこ と 。  

  オ 不燃性又は難燃性の繊維は、 次によ る こ と 。  

   ( ｱ)  ガラ ス 等の無機質の繊維は、 不燃性に含ま れる 。  

   ( ｲ)  塩化ビ ニリ デン系の繊維は、 難燃性に含ま れる 。  

 ⑵ 木毛及びかんなく ず 

  ア 木毛と は、 木材を細薄なヒ モ状に削ったも ので、 一般に用いら れている 緩衝材だけに限

ら ず、 木綿（ も く めん）、 木繊維（ し ゅ ろの皮、 やし の実の繊維等） 等も 該当する こ と 。  

  イ  かんなく ずと は、 手動又は電動かんなを 使用し て木材の表面加工の際に出る 木く ずの一

種を いう こ と 。 製材所など の製材過程に出る おがく ずや木端は該当せず、 木材加工品及び

木く ずの品名に該当する こ と 。  
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 ⑶ ぼろ及び紙く ず 

   ぼろ及び紙く ずと は、 繊維製品、 紙及び紙製品で、 それら の製品が本来の製品価値を 失

い、 一般需要者の使用目的から 離れ廃棄さ れたも のを いい、 古雑誌、 古新聞等の紙く ず、 製

本の切れ端、 古ダンボール、 用いら れなく なった衣服等が該当する こ と 。  

 ⑷ 糸類 

   糸類と は、 紡績工程後の糸及びま ゆをいい、 絹糸、 毛紡毛糸、 麻糸、 化学繊維糸、 ス フ 糸

等があり 、 合成樹脂の釣り 糸も 該当する こ と 。 ま た、 不燃性又は難燃性でない毛糸は、 糸類

に該当する こ と 。  

 ⑸ わら 類 

  ア 俵、 こ も 、 なわ、 むし ろ等が該当する こ と 。  

  イ  乾燥藺と は、 いぐ さ を乾燥し たも のをいい、 畳表、 ゴザ等が該当する こ と 。  

  ウ  こ も 包葉たばこ 、 たる 詰葉たばこ 、 製造たばこ は、 該当し ないこ と 。  

 ⑹ 再生資源燃料 

  ア 資源の有効な利用の促進に関する 法律（ 平成３ 年法律第48号） 第２ 条第４ 項に規定する

再生資源を 原料と し 、 燃料等の用途に利用する ため成形又は固化し て製造さ れたも のをい

い、 次のも のがある こ と 。  

    なお、 製造さ れたも のが燃料用途以外に使用さ れる 場合は該当する が、 廃棄処理の工程

と し て単に塊状と し ただけのも のは、 該当し ないこ と 。  

   ( ｱ)  Ｒ Ｄ Ｆ （ Ref use Der i ved Fuel ）  

     家庭から 出さ れる 塵芥ゴミ 等の一般廃棄物（ 生ご み等） を原料と し て、 成形又は固化

する こ と によ り 製造さ れたも の。  

   ( ｲ)  Ｒ Ｐ Ｆ （ Ref use Paper  and Pl ast i c Fuel ）  

     廃プラ ス チッ ク と 古紙、 廃材、 繊維く ず等を 原料と し て、 成形又は固化する こ と によ

り 製造さ れたも の。  

   ( ｳ)  汚泥乾燥及び固形燃料 

     下水処理場から 排出さ れる 有機汚泥等を主原料（ 廃プラ ス チッ ク を 添加する 場合も あ

る 。） と し て、 添加剤等を加えて製造さ れたも の。  

  イ  合成樹脂類のタ イ ヤを裁断し て燃料と する 場合又は木材加工品若し く は木く ずを成型し

て燃料と する 場合は、 既に指定さ れている 指定可燃物と し ての火災危険性が変化し ないこ

と から 、 該当し ないこ と 。 ただし 、 木く ず又は汚泥に添加剤を加えて加工する など 、 物品

が持つ本来の性状が変化する 場合は、 該当する こ と 。  

  ウ  ヤシ殻を燃料と し て加工し たパームヤシ殻は、 該当する こ と 。  

 ⑺ 可燃性固体類 

  ア о-ク レゾ ール、 コ ールタ ールピ ッ チ、 石油アス フ ァ ルト 、 ナフ タ リ ン、 フ ェ ノ ール、 ス

テアリ ン酸メ チル等が該当する こ と 。  

  イ  条例別表第３ 備考６ の燃焼熱量及び融点は、 Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ２ ２ ７ ９ 「 原油及び石油製品－

発熱量試験方法及び計算によ る 推定方法」 及びＪ Ｉ Ｓ －Ｋ ０ ０ ６ ４ 「 化学製品の融点及び

溶融範囲測定方法」 によ る こ と 。  

 ⑻ 石炭・ 木炭類 

  ア 石炭と は、 無煙炭、 瀝青炭褐炭、 亜炭、 泥炭を いい、 石炭を乾留し て生産さ れる コ ーク

ス も 該当する こ と 。  
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  イ  練炭と は、 粉状の石炭又は木炭を混合し て成形し た燃料で、 豆炭又はたど んが該当する

こ と 。  

  ウ  天然ガス 若し く は液状炭化水素の不完全燃焼又は熱分解によ っ て得ら れる 黒色の微粉末

( カーボンブラ ッ ク ） は、 該当し ないこ と 。  

 ⑼ 可燃性液体類 

   第２ 石油類、 第３ 石油類、 第４ 石油類及び動植物油類のう ち一定の要件（ 引火点、 可燃性

液体量、 燃焼点等） に適合する も ので、 危険物から 除かれる も のが該当する こ と 。  

 ⑽ 木材加工品及び木く ず 

  ア 製材し た木材、 板、 柱、 半製品（ 製材し た木材、 板等を用いて組立てたも ので、 完成品

の一部品と なる も の） 及び完成し た家具類等は、 木材加工品に該当する こ と 。  

  イ  原木（ 立ち木を 切り 出し た丸太の状態のも の） は、 木材加工品に該当し ないこ と 。 ただ

し 、 丸太のま ま で使用する 電柱材、 木箱又は建築用足場は、 木材加工品に該当する こ と 。  

  ウ  水中に貯蔵し ている 木材は、 木材加工品に該当し ないこ と 。  

  エ 廃材及びおがく ずは、 木く ずに該当する が、 軽く 圧し て水分があふれる 程度浸潰さ れた

も のは、 木く ずに該当し ないこ と 。  

  オ 防炎処理さ れた木材加工品は、 不燃性又は難燃性を 有し ていない限り 、 木材加工品に該

当する こ と 。  

  カ 製品の木材チッ プは、 木材加工品に該当する こ と 。  

 ⑾ 合成樹脂類 

  ア 合成樹脂と は、 石油など から 化学的に合成さ れる 複雑な高分子物質で固体状の樹脂の総

称を いう こ と 。 熱を 加え る と 軟化し 冷却する と 固化する 熱可塑性樹脂と 、 加熱成型後さ ら

に加熱する と 硬化し て不溶不融の状態と なる 熱硬化性樹脂に分かれる こ と 。 熱可塑性樹脂

と し ては塩化ビ ニル樹脂、 ポリ エチレ ン、 ポリ ス チレ ン 等があ り 、 熱硬化性樹脂と し て

は、 フ ェ ノ ール樹脂、 ユリ ア樹脂、 メ ラ ミ ン 樹脂、 フ タ ール酸樹脂、 ポリ エス テル樹脂、

ケイ 素樹脂、 エポキシ樹脂等が該当する こ と 。  

  イ  発泡さ せたも のと は、 概ね発泡率６ 以上のも のを いい、 梱包等に用いら れる 発泡ス チ

ロ ール、 緩衝材又は断熱材と し て用いら れる シート 等が該当する こ と 。  

    なお、 発泡ビーズは、 可燃性固体類に該当する こ と 。  

  ウ  条例別表第３ 備考９ の不燃性又は難燃性の判断 

   ( ｱ)  Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ７ ２ ０ １ －２ 「 プラ ス チッ ク －酸素指数によ る 燃焼性の試験方法－第２

部： 室温における 試験」 に基づいて行う も のと し 、 当該試験方法に基づいて酸素指数が

２ ６ 以上のも のを不燃性又は難燃性を 有する も のと し て取り 扱う （ 資料第９ 「 粉粒状又

は融点の低い合成樹脂の試験方法」 参照）。  

   ( ｲ)  粉粒状又は融点の低い合成樹脂の不燃性又は難燃性の試験方法は、 資料第９ 「 粉粒状

又は融点の低い合成樹脂の試験方法」 によ り 行う も のと し 、 当該試験方法に基づいて酸

素指数が２ ６ 以上のも のを不燃性又は難燃性を有する も のと し て取り 扱う （ 第1-2表参

照）。  
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【 第1-2表 一般的に使用さ れる 合成樹脂の例】  

酸素指数２ ６ 未満の 

合成樹脂の例※ 

アク リ ロ ニト リ ル・ ス チレ ン共重合樹脂（ Ａ Ｓ ）  

アク リ ロ ニト リ ル・ ブタ ジエン・ ス チレン共重合樹脂（ Ａ Ｂ Ｓ ）  

エポキシ樹脂       （ Ｅ Ｐ ） ････接着剤以外のも の 

不飽和ポリ エス テル樹脂  （ ＵＰ ）  

ポリ アセタ ール      （ Ｐ Ｏ Ｍ）  

ポリ ウ レタ ン       （ Ｐ ＵＲ ）  

ポリ エチレ ン       （ Ｐ Ｅ ）  

ポリ ス チレ ン       （ Ｐ Ｓ ）  

ポリ ビニルアルコ ール   （ Ｐ Ｖ Ａ Ｌ ） ････粉状（ 原料等）  

ポリ プロ ピ レ ン      （ Ｐ Ｐ ）  

ポリ メ タ ク リ ル酸メ チル  （ Ｐ ＭＭＡ、 メ タ ク リ ル酸樹脂）  

酸素指数２ ６ 以上 

又は 

液状の合成樹脂の例 

フ ェ ノ ール樹脂（ Ｐ Ｆ ）  

フ ッ 素樹脂（ Ｐ Ｆ Ｅ ）  

ポリ アミ ド （ Ｐ Ａ ）  

ポリ 塩化ビニリ デン（ Ｐ Ｖ Ｄ Ｃ 、 塩化ビニルデン樹脂）  

ポリ 塩化ビニル（ Ｐ Ｖ Ｃ 、 塩化ビニル樹脂）  

ユリ ア樹脂（ ＵＦ ）  

ケイ 素樹脂（ Ｓ Ｉ ）  

ポリ カーボネイ ト （ Ｐ Ｃ ）  

メ ラ ミ ン樹脂（ ＭＦ ） ････球状（ 原料等）  

アルキド 樹脂（ Ａ Ｌ Ｋ ）  

※ 難燃化によ り 酸素指数が２ ６ 以上のも のがあ る 。  

※（  ） 書き は略号又は別名を示す。  

 

  エ 合成樹脂製品と は、 合成樹脂を主体と し た製品で、 他の材料を 伴う 製品（ 靴、 サン ダ

ル、 電気製品等） を いい、 合成樹脂が容積又は重量において５ ０ ％以上を占める も のが該

当する こ と 。  

    なお、 再生資源燃料の場合は、 合成樹脂の容積又は重量にかかわら ず、 該当する こ と 。  

  オ 不燃性又は難燃性でないゴム製品、 ゴム 半製品、 原料ゴム及びゴムく ずは、 次のも のが

該当する こ と 。  

   ( ｱ)  天然ゴム 

     ゴム樹から 組成し た乳状のゴ ム樹液（ ラ テッ ク ス ） を精製し たも のであ り 、 ラ テッ ク

ス を凝固し て個体にし たも のが生ゴム であ る 。 ラ テッ ク ス は、 加硫剤を 加え手袋、 接着

剤等に使用さ れている 。  

   ( ｲ)  合成ゴム 

     天然ゴム の組成が、 イ ソ プレ ンの重合体であ る こ と に着目し 、 イ ソ プレ ンと 構造が類

似し たブタ ジエン 又はク ロ ロ プレ ン を 人工的に合成し てでき る 重合分子化合物であ る

（ 第1-3表参照）。  

【 第1-3表 合成ゴムの例】  

ス チレ ンブタ ジエンゴム（ Ｓ Ｂ Ｒ ）     ハイ バロ ン 

ニト リ ルブタ ジエンゴム（ ＮＢ Ｒ ）     アク リ ルゴム 

ネオプレ ンゴム             シリ コ ンゴム 

ブチルゴム               フ ッ 素ゴム 

ス テレ オラ バー             ウ レ タ ンゴム  
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   ( ｳ)  再生ゴム 

     廃物ゴム 製品を再び原料と し て使える よ う に加工し たゴムで自動車タ イ ヤ再生ゴム 、

自動車チュ ーブ再生ゴム、 雑再生ゴム等がある 。  

  カ 不燃性又は難燃性ゴムと は、 加硫剤によ って不燃性又は難燃性と なり 、 シリ コ ンゴム 又

はフッ 素ゴムが該当する こ と 。  

  キ ゴ ム製品と は、 ゴムタ イ ヤのほか、 ゴム を主体と し た製品で、 他の材料を 伴う 製品（ ゴ

ム長靴、 ゴ ルフ ボール等） をいい、 ゴ ムが容積又は重量において５ ０ ％以上を占める も の

が該当する こ と 。 ただし 、 エボナイ ト （ 生ゴ ムに多量の硫黄を加えて比較的長時間加硫し

て得ら れる 固いゴム製品をいう 。） は、 該当し ないこ と 。  

  ク  フ ォ ームラ バー（ ラ テッ ク ス （ 水乳濁液） 配合液を 泡立たせ、 そのま ま 凝固さ せ加硫し

た柔軟な多孔性ゴムをいう 。） は、 ゴム類に該当する こ と （ 第1-4表参照）。  

【 第1-4表 フ ォ ームラ バーの例】  

エバーソ フ ト        アポロ ソ フ ト  

グリ ーンフ ォ ーム     ヤカイ フォ ーム 

フ ァ ンシーフ ォ ーム    マッ ク スフ ォ ーム 

ラ バーソ フ ト        ハマフ ォーム  

 

  ケ ゴム半製品と は、 原料ゴムと ゴム製品の中間工程にある すべての仕掛品をいう こ と 。  

 ⑿ 自己発熱性物品等 

  ア 一般的に次のも のが該当する こ と 。  

    なお、 条例別表第３ に掲げる 品名の区分と は別に、 物品が本来有する 性質のほか、 形

状、 貯蔵状態、 周囲の環境等によ り 、 発熱等の危険性を 有する も のは、 該当する こ と 。 た

だし 、 通常の貯蔵及び保管状態において、 発熱等のおそれがない場合は、 該当し ないこ

と 。  

   ( ｱ)  油ぼろ（ 不飽和脂肪酸を含む動植物油が染み込んだも の）  

   ( ｲ)  生ごみ等の有機物が含ま れる 再生資源燃料 

   ( ｳ)  石炭、 木炭類 

   ( ｴ)  木く ず（ チッ プ状のも の）  

  イ  新たに開発さ れた物品、 集積方法等で、 自己発熱性の性質を示すおそれのある も のは、

資料第１ ０ 「 国連勧告基準に基づく 自己発熱性物質の試験方法」 によ る ほか、 熱分析試験

等によ り 危険性を把握する こ と 。 ★ 

 

３  指定可燃物の貯蔵及び取扱い 

  指定可燃物の貯蔵及び取扱いは、 次によ る 。  

 ⑴ 貯蔵及び取扱いに該当する 場合 

   条例別表第３ の数量以上の指定可燃物を倉庫において貯蔵する 場合、 工場において製造又

は加工する 場合、 工事用資機材と し て貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合等 

  ア 貯蔵と は、 保管を目的と し て屋外、 倉庫内等に集積する こ と をいう こ と 。  

  イ  取扱いと は、 指定可燃物に係る 製造、 加工等をいう こ と 。  

 ⑵ 貯蔵及び取扱いに該当し ない場合 

  ア 一定の場所に集積する こ と なく 、 日常的に使用さ れる 事務所のソ フ ァ ー、 椅子、 学校の
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机、 ホテルのベッ ド 類、 図書館の図書類等 

  イ  倉庫の保温保冷のため、 断熱材と し て使用さ れている も の 

  ウ  百貨店等において、 陳列又は展示し ている も の 

  エ 施工さ れた時点の建築物の断熱材、 地盤の改良材、 道路の舗装材等 

  オ ビ ールケース 、 パレ ッ ト 等を 搬送用の道具等と し て使用する も の（ 第1-1図及び第1-2図

参照）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  指定可燃物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の同一場所の扱い 

 ⑴ 可燃性固体類等の同一場所の扱い 

   少量危険物の運用基準「 第１  少量危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の共通基準」 １ に

準ずる こ と 。  

 ⑵ 綿花類等の同一場所の扱い 

  ア 屋外の場合 

    原則と し て、 敷地単位と する こ と 。 ただし 、 火災予防上十分な距離が確保さ れた場合

は、 こ の限り でない。  

  イ  屋内の場合 

    原則と し て、 建築物ご と と する こ と 。 ただし 、 綿花類等を貯蔵し 、 又は取り 扱う 室の

壁、 柱、 床及び天井（ 天井がない場合は、 上階の床） が耐火構造で、 かつ、 開口部に自閉

式特定防火設備（ 上階と の区画は、 煙感知器連動でも 可） が設けら れている 場合は、 当該

室ごと と する こ と ができ る こ と 。  

 

５  指定可燃物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の数量の算定 

  同一場所で貯蔵し 、 又は取り 扱う 指定可燃物の数量の算定は、 条例別表第３ の数量以上の品

名のみを合算し た数量と する 。  

  【 例１ 】 糸類５ ０ ０ ， ０ ０ ０ ｋ ｇ （ ５ ０ ０ 倍）、 綿花類６ ０ ， ０ ０ ０ ｋ ｇ （ ３ ０ ０ 倍）、 ぼろ

パレッ ト 等の集積は、  

指定可燃物に該当する 。  

道具と し て使用さ れている パレ ッ ト 等は、

指定可燃物に該当し ない。  

【 第 1-2 図 パレッ ト 等( 合成樹脂類) の場合】  

 

合成樹脂から  

ビールケース  

を製造 

ビールケース  

のみの製品 

貯蔵倉庫 

ビール瓶を 

ビールケース  

に収納 

ビールケース 製造工場 ビールケース 製品倉庫 ビール工場 

指定可燃物貯蔵取扱所 指定可燃物貯蔵取扱所 指定可燃物の貯蔵・ 取扱いに 

該当し ない。  

【 第 1-1 図 ビールケース ( 合成樹脂類) の場合】  
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及び紙く ず８ ０ ０ ｋ ｇ を 貯蔵し 、 又は取り 扱っている 場合、 条例別表第３ に定める 数量以

下のぼろ及び紙く ずを除き 、 条例別表第３ の数量以上の糸類と 綿花類のみを 合算し て、 合

計８ ０ ０ 倍の指定可燃物を貯蔵し 、 又は取り 扱う も のと する （ 第1-5表参照）。  

【 第1-5表 数量の算定例１ 】  

品 名 貯蔵取扱量 別表第3の数量 備   考 

糸 類 500, 000㎏  1, 000㎏  別表第3に定めら れている 量の500倍 

綿花類 60, 000㎏  200㎏  別表第3に定めら れている 量の300倍 

ぼろ及び紙く ず 800㎏  1, 000㎏  
別表第3に定めら れている 量未満なので

非該当 

   
別表第3に定める 量以上の物品を 倍数ご

と に合算し 、 800倍と なる  

 

  【 例２ 】 綿花類１ ５ ０ ｋ ｇ 、 糸類８ ０ ０ ｋ ｇ 、 ぼろ 及び紙く ず８ ０ ０ ｋ ｇ のよ う に２ 以上の

異なる 指定可燃物の品名の量がそれぞれ条例別表第３ の数量未満の場合は、 合算せず綿花

類等の貯蔵又は取扱いに該当し ない（ 第1-6表参照）。  

【 第1-6表 数量の算定例２ 】  

品 名 貯蔵取扱量 別表第3の数量 備   考 

糸 類 800㎏  1, 000㎏  
別表第3に定めら れている 量未満なので

非該当 

綿花類 150㎏  200㎏  
別表第3に定めら れている 量未満なので

非該当 

ぼろ及び紙く ず 800㎏  1, 000㎏  
別表第3に定めら れている 量未満なので

非該当 

   
別表第3に定める 量未満の場合は、 合算

し ないので貯蔵取扱いの対象外 

 

  【 例３ 】 条例別表第３ の同一品名欄に含ま れる 異なる 物品を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合に

は、 それぞれの品名を同一の品名と し て合算し て計算する 。 ただし 、 合成樹脂類の発泡さ

せたも のと その他のも のは除く 。  

 

    綿花 ＋ 毛紡毛糸 ＋ 麻糸 ＋ 化学繊維糸 → 糸 類 

    500㎏    500㎏    500㎏    500㎏    2, 000㎏ 
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第２  可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準（ 条例第３ ４ 条）  

 

１  危険物を容器に収納し 、 又は詰め替える 場合の基準（ 第１ 項第１ 号）  

 ⑴ 容器への収納 

   少量危険物の運用基準「 第３  少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 １ ２ ⑴の例

によ る こ と 。  

 ⑵ 内装容器等の表示 

   化粧品の内装容器等で最大容量が３ ０ ０ ｍℓ以下のも のは、 同一の意味を有する 他の表示を

も って代える こ と ができ る こ と 。  

 ⑶ 容器等の積み重ね高さ  

   少量危険物の運用基準「 第３  少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 １ ３ の例に

よ る 。  

 

２  屋外で貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の空地（ 第３ 項第１ 号）  

  屋外の貯蔵取扱所の周囲に設ける 空地等は、 次によ る 。  

 ⑴ 空地及び防火上有効な塀は、 少量危険物の運用基準「 第４  屋外の少量危険物の位置、 構

造及び設備の基準」 １ ⑴及び⑵の例によ る こ と 。  

 ⑵ 金属で気密に造ら れた設備は、 条例第３ ４ 条第３ 項第１ 号の表のタ ンク 又は金属製容器の

項に掲げる 空地の幅を適用でき る こ と 。  

 

３  条例別表第３ に定める 数量の２ ０ 倍以上の可燃性固体類等を屋内において貯蔵し 、 又は取り

扱う 場合（ 第３ 項第２ 号）  

 ⑴ 「 防火上有効な隔壁」 と は、 耐火構造又は防火構造で、 小屋裏に達する ま で完全に区画さ

れている も のをいう こ と 。  

 ⑵ 防火上有効な隔壁を設けた建築物その他の工作物内で、 壁、 柱、 床及び天井を不燃材料で

覆っ た室内において貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合は、 隔壁に面する 部分を除き 、 その周囲に幅

１ ｍ以上（ ２ ０ ０ 倍以上については、 ３ ｍ以上） の空地を保有する こ と （ 第2-1図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４  基準の準用（ 第４ 項）  

 ⑴ タ ンク において貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

  ア 屋外のタ ン ク において３ ０ 倍以上の可燃性固体類等を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合は、 危

政令第１ １ 条第１ 項第４ 号（ 特定屋外貯蔵タ ンク に係る も のを除く 。） 及び第１ １ 号の２ の

不燃材料で 

造った室 

20 倍以上の 

可燃性固体類等 

不燃材料で 

覆った室 

不燃材で 

覆った室 

1ｍ以上 

1ｍ以上 

1ｍ 
以上 

1ｍ 
以上 

防火上有効な隔壁 

1ｍ以上 

1ｍ 
以上 

1ｍ 
以上 

【 第 2-1 図 20 倍以上の可燃性固体類等を屋内に貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の例】  
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規定によ る こ と 。  

  イ  次に掲げる 可燃性固体類等を３ ０ 倍以上貯蔵し 、 又は取り 扱う タ ンク は、 全量以上の容

量を収納でき る 流出防止措置を講じ る こ と 。  

   ( ｱ)  ２ ０ 度で液状の可燃性固体類等 

   ( ｲ)  ２ ０ 度で液状の動植物油類 

   ( ｳ)  液状で貯蔵し 、 又は取り 扱う 可燃性固体類 

   ( ｴ)  液状で貯蔵し 、 又は取り 扱う 動植物油類 

  ウ  車両に固定さ れたタ ンク （ 容量が４ ， ０ ０ ０ ℓを超える 場合） に可燃性固体類等を液状で

貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合は、 その内部を４ ， ０ ０ ０ ℓ以下ごと に厚さ ３ ． ２ ｍｍ以上の鋼

板又はこ れと 同等以上の機械的性質を有する 材料で完全に間仕切る こ と 。  

 ⑵ タ ンク 以外において貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

   液状で貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合は、 次によ る こ と 。 ただし 、 漏れた場合に固体と なる も

のは、 こ の限り でない。  

  ア 屋外において、 液状で貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合は、 少量危険物の運用基準「 第４  屋

外の少量危険物の位置、 構造及び設備の基準」 ２ の例によ る こ と 。  

  イ  屋内において、 液状で貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の床の構造は、 少量危険物の運用基準

「 第５  屋内の少量危険物の位置、 構造及び設備の基準」 ３ の例によ る こ と 。  

 ⑶ 標識及び掲示板 

  ア 移動タ ンク 以外の指定可燃物貯蔵取扱所 

    少量危険物の運用基準「 第３  少量危険物の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 １ ４ の例

によ る こ と と し 、 標識及び掲示板の具体例は、 次によ る こ と 。  

   ( ｱ)  指定可燃物貯蔵取扱所の標識（ 第2-2図参照）  

    ・ 地： 白色、 文字： 黒色 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｲ)  品名及び最大数量を掲示し た掲示板（ 第2-3図参照）  

    ・ 地： 白色、 文字： 黒色 

 

 

 

 

 

 

 

   ( ｳ)  防火に関し 必要な事項を掲示し た掲示板 

    ａ  危省令第１ ８ 条第１ 項第４ 号ロ 及び第５ 号（ 第2-4図参照）  

指定可燃物貯蔵取扱所 

【 第2-2図 指定可燃物貯蔵取扱所の標識の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

品  名 可燃性液体類 

最大数量 ２ ０ ， ０ ０ ０ ℓ 

【 第2-3図 品名及び最大数量を掲示し た掲示板の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

※ 移動タ ンク に係る も のにあって

は、 40ｃ ｍ×25ｃ ｍ以上 
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     ・ 綿花類等（ 可燃性ガス 等が発生する も のを除く 。）  

     ・ 地： 赤色、 文字： 白色 

 

 

 

 

 

 

 

    ｃ  危省令第１ ８ 条第１ 項第４ 号ハ及び第５ 号（ 第2-5図参照）  

     ・ 可燃性液体類等 

     ・ 綿花類等のう ち可燃性ガス 等が発生する も の 

     ・ 地： 赤色、 文字： 白色 

 

 

 

 

 

 

 

  イ  移動タ ンク （ 第2-6図参照）  

   ・ 地： 黒色、 文字： 黄色の反射塗料その他反射性を有する 材料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

火気注意 

【 第2-4図 綿花類等の掲示板の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

火気厳禁 

【 第2-5図 可燃性液体類等の掲示板の例】  

60ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 

指 定 

可燃物 

【 第2-6図 移動タ ンク の標識の例】  

30ｃ ｍ以上 

30ｃ ｍ以上 
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第３  綿花類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準（ 条例第３ ５ 条）  

 

１  綿花類等の貯蔵及び取扱いの基準（ 第１ 項）  

 ⑴ 火気の使用（ 第１ 号）  

   「 みだり に火気を 使用し ない」 と は、 綿花類等の性質、 作業工程等を考慮し 、 火気の使用

が次の全ての条件を満たすも のをいう こ と 。  

  ア 正当な理由がある 場合に限る こ と 。  

  イ  管理が徹底さ れている こ と 。  

  ウ  防火上安全な場所である こ と 。  

  エ 安全な方法によ る 火気の使用である こ と 。  

 ⑵ 綿花類等の整理（ 第３ 号）  

   「 危険物と 区分し て」 と は、 火災予防上安全な距離（ １ ｍ以上） を確保する も のをいう こ

と 。 ま た、「 地震等によ り 容易に荷崩れし 、 落下し 、 転倒し 、 又は飛散し ないよ う な必要な措

置」 と は、 囲い、 ロ ープ掛け等の措置をいう こ と 。  

 ⑶ 廃棄物固形化燃料等の貯蔵及び取扱い基準（ 第５ 号）  

  ア  「 適切な水分管理」 と は、 当該物品の標準情報（ Ｔ Ｒ ）、 製品安全データ シート （ Ｓ Ｄ

Ｓ ） 等を踏ま えて、 適切な範囲の値で管理さ れたも のをいう こ と 。  

  イ  「 適切な温度」 と は、 当該物品の標準情報（ Ｔ Ｒ ）、 製品安全データ シート （ Ｓ Ｄ Ｓ ） 等

を踏ま えて、 適切な範囲の温度をいう こ と 。  

  ウ  「 温度及び可燃性ガス 濃度の監視」 と は、 次によ る こ と 。  

   ( ｱ)  当該物品の標準情報（ Ｔ Ｒ ）、 製品安全データ シート （ Ｓ Ｄ Ｓ ） 等を踏ま えて、 適切な

範囲の値を設定する 。  

   ( ｲ)  温度計その他の測定装置によ る 監視又は巡回、 サンプリ ング等によ り 、 適切な値の範

囲内で貯蔵さ れている こ と を随時確認する 。  

   ( ｳ)  当該物品の変質等を防止する ため、 換気、 防湿、 冷却等によ り 貯蔵する 場所の環境を

管理し 、 又は定期的な全量の払い出し によ る 長期貯蔵の回避な ど 、 必要な 措置を講じ

る 。  

 

２  綿花類等を取り 扱う 場所の位置、 構造及び設備の基準（ 第２ 項）  

 ⑴ 標識及び掲示板（ 第１ 号）  

   「 第２  可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準」 ４ ⑶の例によ る 。  

 ⑵ 綿花類等（ 廃棄物固形化燃料等及び合成樹脂類を除く 。） の集積場所（ 第２ 号）  

  ア 集積する 場合は、 次によ る こ と （ 第3-1図参照）。  
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  イ  「 適温に保つための散水設備等」 と は、 貯蔵する 石炭・ 木炭類の発熱量、 管理温度、 冷

却開始温度、 冷却能力等を 考慮し たド レ ン チャ ー設備、 ス プリ ン ク ラ ー設備等を いう こ

と 。  

 ⑶ 合成樹脂類を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合（ 第３ 号）  

  ア 集積する 場合は、 次によ る こ と （ 第3-2図参照）。  

    

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

  イ  屋外の貯蔵取扱所の周囲に設ける 空地は、 少量危険物の運用基準「 第４  屋外の少量危

険物の位置、 構造及び設備の基準」 １ ⑴の例によ り 明示し 、 四隅、 隅角部等を杭、 縁石、

塗装等で表示する こ と 。 ★ 

  ウ  「 防火上有効な塀」 と は、 少量危険物の運用基準「 第４  屋外の少量危険物の位置、 構

造及び設備の基準」 １ ⑶の例によ る こ と 。  

  エ 「 火災の拡大又は延焼を 防止する ため散水設備を設置する 等必要な措置」 と は、 不燃材

料で区画する か、 ド レ ン チャ ー設備又はス プリ ン ク ラ ー設備の設置等をいい、 こ の場合、

空地の保有の規定を適用し ないこ と ができ る こ と 。  

  オ 屋内において 合成樹脂類を 異なる 方法で 取り 扱う 場合は、 次によ る こ と （ 第3-3図参

照）。  

 

 

 

 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡ 

以下 

50 ㎡を 
超え 

200 ㎡ 
以下 

50 ㎡を 
超え 

200 ㎡ 
以下 

50 ㎡を 
超え 

200 ㎡ 
以下 

各 1ｍ以上の距離を確保する 

【 第 3-1 図 綿花類等( 合成樹脂類を除く 。 ) を集積する 場合の例】  

 

各 2ｍ以上の距離を確保する 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

100 ㎡ 

以下 

各 1ｍ以上の距離を確保する  

100 ㎡を 
超え 

300 ㎡ 
以下 

100 ㎡を 
超え 

300 ㎡ 
以下 

100 ㎡を 
超え 

300 ㎡ 
以下 

各 2ｍ以上の距離を確保する  

300 を 
超え 

500 ㎡ 
以下 

300 を 
超え 

500 ㎡ 
以下 

各 3ｍ以上の距離を確保する  

 
【 第 3-2 図 綿花類等のう ち、 合成樹脂類を集積する 場合の例】  
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３  廃棄物固形化燃料等の位置、 構造及び設備の基準（ 第４ 号）  

  「 発熱の拡大を 防止する ための散水設備」 と は、 貯蔵する 廃棄物固形燃料等の発熱量、 管理

温度、 冷却開始温度、 冷却能力等を考慮し た上で、 発熱の拡大を 防止する のに有効なス プリ ン

ク ラ ー設備、 水噴霧消火設備等をいう も のである こ と 。  

不燃材料の壁又は水幕設備等 

取扱場所 貯蔵場所 

【 第 3-3 図 合成樹脂類の取扱場所と 貯蔵場所を区画する 例】  
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第４  発泡性ポリ ス チレ ン ビ ーズ及び発泡後のポリ ス チレ ン の規制 

（ 昭和57年12月24日 消防予第266号 消防危第125号参照）  

 

１  発泡性ポリ ス チレ ン ビ ーズ及び発泡後のポリ ス チレ ン （ 以下「 発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズ

等」 と いう 。） を保管倉庫に貯蔵する 場合 

  発泡性ポリ ス チレ ン ビ ーズは、 発泡剤である プロ パン、 ブタ ン、 ペンタ ン 又はこ れら の混合

ガス 等を圧力によ り 強制的に含浸さ せている ため、 常圧下において徐々にこ れら のガス が大気

中に滲出する 性質がある （ 資料第１ １ 「 発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズの性状等」 参照）。  

  こ れら のガス は、 一定濃度に達する と 何ら かの火源によ り 爆発する 可能性があ る ため、 条例

第３ ４ 条の規定によ る ほか、 次によ る 。  

 ⑴ 可燃性ガス の検知 

  ア  保管倉庫（ 発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズを 保管する 常温保管倉庫及び保冷保管倉庫を い

う 。 以下同じ 。） 内は、 発泡性ポリ ス チレ ン ビ ーズから 滲出する 可燃性ガス を 検知する た

め、 固定式ガス 検知装置を設置し 、 ガス 濃度が爆発下限界の２ ５ ％に達し た場合は、 保管

倉庫外で常時監視でき る 場所に警報を発する も のと する こ と 。  

    なお、 当該装置は、 定期的に点検し 、 機能を正常に維持する こ と 。  

  イ  保管倉庫に入庫する 際は、 携帯用ガス 検知器を 保持し 、 保管倉庫内の安全を確認する こ

と 。  

 ⑵ 換気 

  ア 保冷保管倉庫及び大規模な常温保管倉庫の場合 

    保冷保管倉庫及び大規模な常温保管倉庫（ 発泡性ポリ ス チレ ン ビ ーズを保管する 区画の

床面積が５ ０ ０ ㎡以上のも の、 又は保管する 区画の床面積が５ ０ ０ ㎡未満で、 当該区画が

容易に自然換気でき ないも の。） は、 保管倉庫内の可燃性ガス 濃度が、 常時爆発下限界の２

５ ％以下と なる よ う 、 次の近似式によ り 求める 換気回数を有する こ と 。  

       λ≧ 

         λ： 換気回数（ 回／時）  Ｗ： 対象物重量（ ton）  Ｖ ： 保管空間の容積 

          ※ λと は１ 時間あたり に行う 保管空間全てを換気する 回数をいう 。  

            し たがって、 λの値が３ であ れば、 １ 時間のう ちに室内の空気全てを

３ 回換気し なければなら ない。  

  イ  小規模な常温保管倉庫の場合 

    小規模な常温保管倉庫（ 前アに掲げる 保管倉庫以外のも のをいう 。） にあっては、 保管倉

庫内の可燃性ガス 濃度が、 常時爆発下限界の２ ５ ％以下と なる よ う 、 保管倉庫内の床面付

近に複数の換気口を設置する こ と 。  

 ⑶ 保管倉庫における 保管方法 

   発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズを保管する 場合は、 火災予防上又は消防活動上重大な支障を 生

ずる おそれのある 危険物、 毒物、 劇物等の物質と 混在し ないよ う 、 庫室を区画し て保管する

こ と 。  

 ⑷ 発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズに関する 表示 

  ア 発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズの包装容器等に、 取扱い上の注意事項を分り 易く 明瞭に表示

する こ と 。  

Ｖ  

２ ・ Ｗ 
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  イ  発泡性ポリ スチレ ンビ ーズの保管倉庫の出入口に、「 火気厳禁」 の表示をする こ と 。  

 

２  成形加工工場における 保安対策 

  発泡後のポリ ス チレ ンは、 ９ ８ vol ％の空気を内部に保有し ており 、 電気設備のス パーク 、 溶

接、 溶断の火花等によ り 着火し 易い性質をも っ ている こ と 、 発泡後においても 微量の発泡剤が

残留し 、 徐々に滲出する 性質がある こ と など から 、 成形加工工場において、 条例で定める 数量

以上の発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズを取り 扱う 場合は、 次の保安対策を講じ る も のと する 。  

 ⑴ 発泡性ポリ ス チレ ンビ ーズを保管する 場合は、 前１ ⑵に準じ た措置を講じ る こ と （ 第4-1図

参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑵ 発泡後のポリ スチレ ンの取扱い 

   発泡後のポリ スチレ ンは、 次によ る こ と 。 ★ 

  ア 生産工場等における 取扱い 

   ( ｱ)  発泡後のポリ ス チレ ンは、 残留発泡剤を希釈する ため３ 日間程度（ 土木工事用ポリ ス

チレ ンブロ ッ ク （ 以下「 ブロ ッ ク 」 と いう 。） は１ 週間） 出荷し ないよ う 配慮する 。  

   ( ｲ)  発泡後のポリ ス チレ ンを保管する 場合は、 前１ ⑵に準じ た措置を講じ る 。  

   ( ｳ)  ブロ ッ ク は、 製造年月日及び難燃性（ 酸素指数２ ６ 以上のも のに限る 。） である 旨の表

示をする 。 ★ 

  イ  工事現場における ブロ ッ ク の火災予防対策 

    ブロ ッ ク は、 発泡剤であ る ブタ ン等の残留ガス を含み、 常圧下において徐々に大気中に

滲出する 性質がある ため、 ブロ ッ ク を 多量に集積し た場合、 こ れら のガス が一定濃度に達

する と 、 何ら かの火源によ り 出火する 危険性があ る こ と から 、 ブロ ッ ク を多量（ 概ね敷地

面積が５ ０ ０ ㎡以上） に使用する 土木工事現場は、 次によ る こ と 。 ★ 

   ( ｱ)  工事中における 可燃性ガスの安全対策 

    ａ  施工開始から 終了ま での間、 定期的に次の要領で可燃性ガス測定を行う 。 ★ 

     ⒜ ブロ ッ ク から 滲出し た残留ガス は、 空気よ り 重いため、 低所の滞留し やすい場所

を選定し 測定する 。  

     ⒝ 測定回数は、 毎日２ 回以上と する 。  

     ⒞ 測定点は、 ５ ０ ０ ㎡ごと に１ 箇所と する 。  

【 第 4-1 図 発泡性ポリ ス チレン ビーズ等を保管倉庫に貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合の例】  

 

冷凍設備 

密閉性の区画室内に設ける  
区画室内に保管し なければなら ない物品 

危険物、 毒・ 劇物等 

換気設備 

１  機械換気設備 

 ⑴ 大規模倉庫( 保管区画の

床面積 500 ㎡以上)  

 ⑵ 小規模倉庫のう ち、 自

然換気ができ ないも の 

２  自然換気 

  小規模倉庫 

標識、 掲示板、「 火気厳禁」 の表示 
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     ⒟ 測定の都度、 測定者、 測定点、 日時、 気象等を記録し ておく 。  

    ｂ  測定の結果、 爆発下限界の５ ０ ％以上の可燃性ガス が検知さ れた場合は、 次の要領

で可燃性ガス の拡散を行う 。 ★ 

     ⒜ 低部にパイ プ等を敷設し 、 大気中の可燃性ガス を拡散さ せる 。  

     ⒝ パイ プの敷設は、 ５ ０ ０ ㎡毎に１ 箇所設ける 。  

     ⒞ 可燃性ガス の拡散の際は、 特に周囲の火気を制限する 。  

     ⒟ 可燃性ガス が検知さ れた場合は、 直ちに火気の使用を禁止する と と も に、 消防機

関に通報する 。  

   ( ｲ)  ブロ ッ ク の受け入れ時の留意事項 

     難燃性を 有する ブロ ッ ク は、 その旨の表示を する よ う 指導し ている こ と から 、 工事現

場へブロ ッ ク を搬入し た際は、 施工業者が当該表示を 確認する と と も に、 難燃性でない

も のは、 条例に基づく 届出を行う 。 ★ 

   ( ｳ)  工事現場における 安全対策 

     ブロ ッ ク は、 微量の可燃性ガス が滲出する 性質を 有する ため、 次に留意し 作業を 行

う 。 ★ 

    ａ  従業員等の喫煙は、 喫煙場所で行う 等の徹底を図る 。  

    ｂ  工事現場における 溶接等の火気使用は、 防炎シート 等によ り 周囲の安全を確保す

る 。  
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第１  実験室の地震対策 

 

 実験室等の地震対策は、 薬品の保管場所の位置及び構造並びに保管する 薬品等の落下、 転倒によ

る 破損の防止措置等について検討し 、 十分な安全対策を講じ ておく 必要がある 。 具体的な安全対策

例には、 次のよ う なも のがある 。  

 

１  実験室の構造 

  実験室を設ける 場合は、 耐震性の高い建築物に設ける と と も に、 実験室内の不燃化を図る 。  

 

２  薬品等の保管場所 

 ⑴ 保管場所の床がコ ンク リ ート 打ち放し の揚合は、 緩衝性のある 不燃シート を張る 等の措置を

図り 、 容器落下時の衝撃を和ら げる 措置を講じ る 。  

 ⑵ 保管場所では、 火気を使用し ない。  

 

３  保管方法 

 ⑴ 薬品等の転倒落下によ る 混触発火を避ける ため、 類別ごと の収納を考慮し て保管場所を区分

する 。  

 ⑵ 薬品類の保管量を必要最小限と し 、 特に危険性の高い薬品は保有量を常に確認、 記録し 管理

する 。  

 ⑶ 重量物及び液体類は、 収容棚等の下段に貯蔵保管する も のと し 、 収納器具前及び実験台上に

は薬品を放置し ない。  

 ⑷ 実験台上の薬品棚には引火性の薬品類は常置し ない。  

 ⑸ 薬品戸棚 

  ア 薬品容器の保管には扉のある 薬品戸棚を使用し 、 薬品棚の使用はなる べく 避ける 。 止むを

得ず薬品棚を使用する 場合は、 棚板を固定し 、 かつ薬品容器の転倒防止措置等を講じ る 。  

  イ  薬品戸棚の材質は、 不燃材を用い奥行き の深い堅固なも のと し て地震によ り 容易に傾斜、

転倒し ないよ う に床や壁に固定する 。  

  ウ  薬品庫、 薬品戸棚等で２ 段に積み重ねてある も のはでき る 限り １ 段と する 。 それができ な

い場合は、 上下の戸棚等を固定する と と も に、 床及び壁に固定する （ 第1-1図及び第1-2図参

照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 第 1-1 図 薬品庫・ 薬品戸棚の転落防止の例】  

固定金具 
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  エ 薬品戸棚の戸は引き 違い戸と し 、 観音開き の場合には地震時に内部から 押さ れて扉が開か

ないよ う に止め金等の措置を講じ る （ 第1-3図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 固定金具と ネジで固定する 方法 

② コ ンク リ ート 壁に直接 L型金具で固定する 方法 

③ ス チール製戸棚を固定する 方法 

木製の壁面には、  

木ネジで固定する 。  

L 型金具 

L型金具 

コンク リ ート 壁 

戸棚 
１  ド リ ルで穴をあける 。  

２  カールプラ グ等を差し 込む。  

３  木ネジ又はビス で金具を取り 付ける 。  

コ ンク リ ート 壁に L型金具を 

取り 付けた状態 

左右固定ネジ 

上下固定ネジ 

プラ グ 

L 型金具 

ビス  

ボルト  

ナッ ト  

丸ネジ使用 

L 型金具 

【 第 1-2 図 薬品戸棚等固定方法の例】  

【 第 1-3 図 耐震薬品保管庫（ セイ フ ティ キャ ビネッ ト ）】  



資 料 
第１  実験室の地震対策                                            

85 

  オ 薬品戸棚の戸は網入り ガラ ス、 アク リ ル板等の割れにく いも のと し 、 止むを得ずガラ ス 戸

を用いる 場合は、合成樹脂フ ィ ルム等を張り ガラ ス の飛散防止措置を講じ る（ 第1-3図参照）。 

 ⑹ 保管容器 

  ア 保管容器は、 危険物の性質に応じ た安全な材質で、 ポリ エチレン製など 、 転倒又は落下し

ても 容易に破損し ない材質のも のを使用する 。  

  イ  保管容器は、 密栓でき る も のと し 、 容器の蓋は確実に閉め、 かつ、 中蓋を使用する 。  

  ウ  保管容器には、 品名だけでなく 貯蔵及び取扱い上の注意事項を表示し 、 危険性の高い薬品

には明確な表示を行う 。  

 ⑺ 容器の保管方法 

  ア 戸棚の仕切り 板には、 容器の転落防止のため、 柵、 なげし 、 桟等をつける 。 材料は針金、

木材と し 、 ビ ニールコ ード 等のたる みの生じ る も のを避ける と と も に、 釘ではなく 木ネジ等

で止める 。  

  イ  戸棚に収容し た容器ど う し の衝突や転倒を防止する ため、 仕切り 板や台にく ぼみを設ける

（ 第1-4図及び第1-5図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 第 1-4 図 キャ ビネッ ト 内部の容器の移動防止措置】  

ボト ルト レ ー 

  コ ーティ ング性で耐薬品性に優れ、 特に耐震設計が

施さ れている ので、 薬瓶の運搬、 保管に便利である 。  

  仕切り かごと 台板がセパレ ート 方式と なっている の

で、 収納時に面積をと ら ない。  

ボト ルスト ッ パー 

  薬品戸棚等に収納さ れた容器が地震等によ り 手前に

滑り 又は転倒する こ と を防ぐ ためのスト ッ パーで、 棚

板に固定し たも ので薬品名等をつける こ と で整理に便

利である 。  

マグカッ プ（ ポリ プロ ピ レ ン製）  

  ス チール製薬品戸棚の容器の転倒防止用。 底面の強

力な磁石で容器の転倒を防止する 。  

【 第 1-5 図 戸棚に収納し た容器の衝突・ 転倒防止措置の例】  
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  ウ  危険性の高い薬品は、 容器を蓋付ポリ 製コ ンテナに入れて保管し 、 間仕切り 板等を使用し

て容器同士の衝突を防止する 。 また、 コ ンテナの２ 段積みは避ける 。  

  エ 危険性の高い薬品類は、 容器を 薬品戸棚の下段又はド ラ フ ト の下等にコ ン テナに収納す

る 。 ま た、 必要に応じ て砂箱等に入れておく 。  

  オ 自然発火の恐れのある 薬品は保護液を十分に満たし 、 かつ地震動で液がいつ流し ないよ う

にする 。 ま た、 必要に応じ て砂箱に入れる 。  

 ⑻ ボンベの管理 

   次の措置を講じ る こ と が望ま し い（ 第1-6図参照）。  

  ア 実験室内のボンベ保有量を最小限にする 。  

  イ  使用し ていない時は、 必ずキャ ッ プを付けて置く 。  

  ウ  ボンベを１ 本ごと に、 ボンベの上下２ 箇所を鎖等で壁に固定する 。  

  オ 堅固な架台にボンベを載せ、 ボンベ上部を鎖等で壁に固定する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【 第 1-6 図 ボンベを 設ける 例】  
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第２  可燃性微粉 

 

１  可燃性微粉（ 粉じ ん） の種類 

  一般に粉じ んと は、任意の形状、構造及び密度をも つ細かく 分割さ れた固体をいう 。粉じ んは、

爆発危険性によ り 次の２ 種類に分類さ れる 。  

 ⑴ 空気中の酸素が少ない雰囲気中又は二酸化炭素でも 着火し 、 浮遊状態では激し い爆発を生ず

る 金属粉じ んをいう 。  

   燃焼性粉じ んには、 マグネシウ ム、 アルミ ニウ ム、 アルミ ニウ ムブロ ンズなど の粉じ んがあ

る 。  

   火薬類など の分子中に酸素を有し 、 又は酸化物と 混合し て空気中の酸素を必要と し ないで燃

焼し 得る 物質の粉じ んは、 適用範囲外と する 。  

 ⑵ 可燃性粉じ ん 

   空気中の酸素と 発熱反応を起こ し 爆発する 粉じ んをいい、 小麦粉、 でんぷん、 砂糖、 合成樹

脂、 化学薬品など 非導電性のも のと 、 カーボンブラ ッ ク 、 コ ーク ス 、 鉄、 銅など 導電性を有す

る も のに分けら れる 。  

   綿、 麻、 スフ 、 絹、 人絹、 毛糸などのよ う な易燃性の繊維は、 可燃性粉じ んではないが、 こ

れら の繊維が粉状になったも のは可燃性粉じ んに含めて分類する 。  

 

２  可燃性微粉の滞留する おそれのある 場所 

 ⑴ 可燃性微粉をふる い分ける 場所 

 ⑵ 可燃性微粉の製造工場における 粉砕場所 

 ⑶ 可燃性微粉を一つの容器から 他の容器に移す場所 

 ⑷ 可燃性微粉の貯蔵場所 

 ⑸ 可燃性微粉を輸送する コ ンベアのある 場所 

 ⑹ 可燃性微粉を混合又は配合する 場所 

 ⑺ 可燃性微粉を乾燥する 場所 

  等が考えら れる 。  
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３  各種可燃性微粉の爆発特性 

粉じ  
んの 
種類 

粉じ んの名称 
発
火
度 

高温表面に 
おける たい積 
粉( 厚さ 5㎜) の 

発火温度℃ 

雲状態 
粉じ んの 
発火温度 

℃ 

爆発下 
限界 
濃度 

ｇ /Ｎ ㎥ 

粉じ ん 
平均粒径 

μｍ 

危険性 
分 類 

金 

属 

アルミ ニウ ム( 表面処理)  
アルミ ニウ ム( 含脂)  
鉄 
マグネシウ ム 
赤リ ン 
カーボンブラ ッ ク  
チタ ン 
亜鉛 
カルシウムカーバイ ト  
カルシウム･ケイ 素･ア ルミ 合金 
( 8％Ca-30％Si -55％Al )  
フ ェ ロ シリ コ ン( 45％Si )  
黄鉄鋼 
ジルコ ン 

11 
12 
12 
11 
11 
12 
11 
11 
11 
11 
 

11 
11 
11 

320 
230 
240 
340 
305 
535 
290 
430 
325 
290 

 
>450 
445 
305 

590 
400 
430 
470 
360 
>690 
375 
530 
555 
465 

 
640 
555 
360 

37～50 
37～50 

153～204 
44～59 
48～64 
36～45 

－ 
212～284 

－ 
－ 
 

－ 
－ 

92～123 

10～15 
10～20 

100～150 
5～10 
30～50 
10～20 

－ 
10～15 
<200 
－ 
 

－ 
<90 

5～10 

爆 
〃 

可､導 
爆 
可 

可､導 
可､導 
可､導 

可 
可､導 

 
〃 
〃 
〃 

化
学
薬
品 

ス テアリ ン酸亜鉛 
ナフ タ リ ン 
アンス ラ セン 
アジビン酸 
フ タ ル酸 
無水フ タ ル酸( 粗製品)  
フ タ ロ ジニト リ ル 
無水マレイ ン酸( 粗製品)  
酢酸ナト リ ウ ムエステル 
ナフ ト ールイ エロ ー 
ク リ ス タ ルバイ オレッ ト  
テト ラ ニト ロ カルバゾ ール 
ジニト ロ ク レ ゾール 
アンチピリ ン 
粉石けん 
青色染料 

11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 

溶融 
〃 

溶融昇華 
溶融 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
395 
溶融 
〃 
〃 
〃 
〃 
350 

315 
575 
505 
580 
650 
605 
>700 
500 
520 
415 
475 
395 
340 
405 
575 
465 

－ 
28～38 
29～39 
65～90 
61～83 
52～71 
37～50 
82～113 
51～70 

133～184 
46～70 
92～129 

－ 
31～41 

－ 
－ 

8～15 
80～100 
40～50 

－ 
80～100 

－ 
－ 
－ 

5～8 
－ 

15～30 
－ 

40～60 
60 

80～100 
300～500 

可 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

合
成
樹
脂 

ポリ エチレ ン 
ポリ プロ ピ レ ン 
ポリ ス チロ ール 
ス チロ ール( 70％) ブタ ジエン 
( 30％) コ ポリ マー 
ポリ ビニルアルコ ール 
ポリ アク リ ロ ニト リ ル 
ポリ ウ レタ ン 
ポリ エチレ ンテレ フタ レート  
ポリ ビニルピ ロ リ ド ン 
ポリ ビニルピ ク ロ ラ イ ド  
塩化ビニル( 70％) 、 ス チロ ール
( 30％) コ ポリ マー 
フ ェ ノ ール樹脂( ノ ボラ ッ ク )  
プレ キシガラ ス  

11 
11 
11 
11 
 

11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
 

11 
11 

溶融 
〃 
〃 
〃 
 

〃 
溶融炭化 

溶融 
〃 
〃 

溶融炭化 
〃 
 

〃 
〃 

410 
430 
475 
420 

 
450 
505 
425 
480 
465 
595 
520 

 
520 
485 

26～35 
25～35 
27～37 
27～37 

 
42～55 
35～55 
46～63 
52～71 
42～58 
63～86 
44～60 

 
36～49 

－ 

30～50 
－ 

40～60 
27～37 

 
5～10 
5～7 

5～100 
52～71 
42～58 
63～86 
44～60 

 
36～49 

－ 

可 
〃 
〃 
〃 
 

〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
 

〃 
〃 

ゴ
ム 

天
然
樹
脂 

にかわ 
硬化ゴム 
軟質ゴム 
セラ ッ ク  
コ ーパル 
コ ロ フ ォニウ ム 

11 
11 
11 
11 
11 
11 

沸と う  
〃 
〃 

溶融 
〃 
〃 

475 
360 
425 
370 
330 
325 

－ 
36～49 

－ 
38～52 
30～41 

－ 

20～50 
20～30 
80～100 
20～30 
20～50 
50～80 

可 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
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ピ
ッ
チ 

ろ
う
類 

硬ろう  
軟ピ ッ チ 
硬ピ ッ チ 
石炭タ ールピ ッ チ 

11 
11 
11 
11 

溶融 
〃 
〃 
〃 

400 
620 
620 
580 

26～36 
－ 
－ 
－ 

30～50 
50～80 
50～150 

－ 

可 
〃 
〃 
〃 

農
産
物
・
繊
維
・
魚
粉
等 

ラ イ 麦 
ラ イ 麦(生粉)  
ラ イ 麦(粉砕後ふる い分け品)  
小麦 
小麦( 生粉)  
小麦( 粉砕後ふる い分け品)  
えん麦と 大麦の混合物(生粉)  
米( ふる い分け品)  
と う も ろこ し でんぷん 
じ ゃがいも でんぷん 
プディ ング原料 
デキス ト リ ン 
粉砂糖(たい積品)  
乳糖 
コ コ ア(脱脂品)  
コ ーヒ ー( 精製品)  
ビール麦芽 
ク ロ ーバ・ むら さ き う まごやし  
亜麻かす( 微粉)  
菜種かす( 脱脂品)  
魚粉 
タ バコ  
木綿繊維 
ス テーブルフ ァ イ バ 
亜硫酸塩セルロ ーズ 
リ グニン 
紙( 微粉)  
やし ( 椰子)  
コ ルク  
針葉樹(松)  
樫木( ブナ)  

11 
11 
11 
11 
11 
11 
12 
12 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
12 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
11 
12 
11 
11 
11 
11 
11 

325 
305 
305 
炭化 
290 
290 
270 
270 
炭化 
〃 
〃 
〃 

溶融 
〃 
245 
収縮 
285 
280 
285 
炭化 
〃 
290 
385 
305 
380 
250 
360 
280 
325 
325 
315 

415 
430 
415 
410 
420 
410 
440 
420 
410 
430 
395 
400 
360 
450 
460 
600 
405 
480 
470 
465 
485 
485 
－ 
－ 
－ 
445 
－ 
450 
460 
440 
420 

67～93 
71～99 
77～107 
83～115 
44～59 

30～50 
50～100 
30～40 
20～40 
15～30 
3～5 

50～150 
50～100 
20～30 
60～80 
10～20 
20～30 
20～40 
20～30 
30～40 
40～80 

100～150 
200～500 

－ 
400～600 
80～100 
50～100 

－ 
－ 
－ 

40～80 
－ 

100～200 
30～40 
70～150 
70～100 

可 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

炭
素
系 

泥炭( たい積品)  
褐炭( 未熟亜炭)  
褐炭( 練炭屑)  
れき せい炭 
ガス 炭 
コ ーク ス用石炭 
貧石炭 
無煙炭 
木炭( 硬質)  
泥炭コ ーク ス  
褐炭コ ーク ス  
石炭コ ーク ス  

12 
12 
12 
12 
12 
11 
11 
11 
11 
11 
12 
11 

260 
260 
230 
235 
225 
280 
285 
>430 
340 
360 
235 
430 

450 
－ 
485 
595 
580 
610 
680 
>600 
595 
615 
>750 

49～68 
41～57 
35～48 
33～45 
34～45 
39～52 
40～54 
37～50 

60～90 
2～3 
3～5 
5～10 
5～10 
5～10 
5～7 

100～150 
1～2 
1～2 
4～5 
4～5 

可､導 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 
〃 

備考１  こ の表に示す発火温度及び危険性は、 J. Zehr“ Handbuch der  Raumexpl osi onen, Abschni t t  Ⅱb、 Ei genschaf t en 

brennbar  St äube und Nebel  i n Luf t ” p. 164~184( 1965） を参考と し たも ので、 データ は西ド イ ツ国立材料試験研

究所（ ベルリ ン） における 測定値である 。   

  ２  危険性分類の欄で「 爆」 と 表示し てある も のは爆燃性粉じ んを、 「 可､導」 と 表示し てある も のは可燃性で導電

性の粉じ んを、 ま た、 「 可」 と 表示し てある も のは可燃性で非導電性の粉じ んを表わす。  

  ３  粉じ んの発火爆発危険性を示すデータ には、こ の表のほか、米国鉱山局から 公表さ れている 研究報告書類、また、

英国火災研究所その他外国の研究報告書類に数多く 報告さ れている が、 発火度の分類の面で最も 参考と なる

VDE0165と 関連がある 西ド イ ツのデータ を紹介し た。  

    こ こ に示し た発火温度の測定装置の方式は、 層状粉じ んの場合が次図(a) であり 、 雲状粉じ んの場合が次図( b) で

ある 。  
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№ 品 名 № 品 名  № 品 名 № 品 名 

① 加熱測定台 ⑥ 加熱材本体  ① 金属外皮 ⑦ 粉じ んホルダ 

② ヒ ータ  ⑦ 断熱材  ② 耐熱燃焼管 ⑧ 電磁弁 

③ ヒ ータ 保護板 ⑧ 支持台  ③ ガラ ス ･アダプタ  ⑨ 空気ホルダ 

④ 熱電対 ⑨ コ ード コ ネク タ   ④ 断熱材 ⑩ 圧力計 

⑤ 断熱材 ⑩ 支持台底板  ⑤ ヒ ータ  ⑪ 圧縮空気供給弁 

     ⑥ 熱電対   

 

 

  ４  発火度の分類 

    粉じ んが空気中に浮遊し て電気機器の高温部分に触れたり 、 たい積し たり すると 、 発火又は爆発を生ずる危険が

ある 。 こ のため、 粉じ ん防爆構造の電気機器においては、 対象粉じ んの発火温度に従って下表のと おり ３ 等級に分

類さ れる。  

発火度 発火温度 

11 270℃を超える も の 

12 200℃を超え270℃以下のも の 

13 150℃を超え200℃以下のも の 

    ※ 粉じ んの発火温度を定める に当たっては、 空気中に浮遊し た状態の発火温度と たい積状態の発火温度( く す

ぶり 温度) のいずれか低い方の値を採用する も のと する 。  

  ５  米国鉱山局で公表さ れたたい積粉じ んの発火温度のデータ 中には、こ の表に示す物質と 同一のも のでも 発火度１

３ に相当する 低温度のも の、 例えば木炭、 石炭、 コ コアなども ある が、 こ れは測定法が資料を炉内に放置と いう 過

酷な条件を採用し ているこ と によ る も ので、 こ のよ う な条件を満たす場合には十分な配慮が必要である。  

  ６  表中のたい積粉の発火温度の欄で温度が示さ れずに状態を示し た語句は、 次の意味がある 。  

   ⑴ 溶融 

     加熱中に発火せずに溶融状態と なり 、 たい積粉の形態を失った状態のも のをいう 。  

   ⑵ 溶融昇華 

     加熱中に発火せずに溶融し 、 同時に昇華し てたい積粉の形態を失った状態のも のをいう 。  

   ⑶ 溶融炭化 

     加熱中に発火せずに溶融し 、 直後に黒変固化し てたい積粉の形態を失った状態のも のをいう 。  

   ⑷ 沸と う  

     加熱中に発火せずに溶融する と 同時に泡立って、 たい積粉の形態を失った状態のも のをいう 。  

   ⑸ 炭化 

     加熱中に発火せずに黒変固化し て、 たい積粉の形態を失った状態のも のをいう 。  

   ⑹ 収縮 

     加熱中に発火せずに収縮固化し て、 たい積粉の形態を失った状態のも のをいう 。  

 

図( a) 層状粉じ ん発火温度測定装置例 図( b)雲状粉じ ん発火温度測定装置例 
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第３  電気設備 

 

条例第３ ２ 条の２ 第２ 項第７ 号に規定する 「 電気工作物に係る 法令」 と は、 電気事業法に基づく

電気設備に関する 技術基準を定める 省令（ 第６ ８ 条から 第７ ３ 条まで、 第７ ５ 条及び第７ ６ 条） を

いい、 電気設備を設置する 場合は、 当該省令によ る ほか、 次によ る 。  

 

１  防爆構造の適用範囲 

 ⑴ 引火点４ ０ ℃未満の危険物を貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

 ⑵ 引火点４ ０ ℃以上の危険物を引火点以上の状態で貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合 

 ⑶ 可燃性微粉（ 資料第２ 「 可燃性微粉」 参照） が飛散する おそれのある 場合 

 

２  危険場所の分類 

  危険場所は、 次のと おり 分類さ れる 。  

 ⑴ 特別危険箇所 

   爆発性雰囲気が通常の状態において、 連続し 長時間にわたり 、 又は頻繁に可燃性の蒸気が爆

発の危険のある 濃度に達する 場所をいう 。  

   なお、特別危険箇所になり やすい場所の例は、「 ふたが開放さ れた容器内の引火性液体の液面

付近」 がある 。  

 ⑵ 第１ 類危険箇所 

   通常の状態において、 特別危険箇所及び第２ 類危険箇所に該当し ない場所をいう 。  

   なお、 第１ 類危険箇所と なり やすい場所の例は、 次のと おり である 。  

  ア 通常の運転、 操作によ る 製品の取出し 、 ふたの開閉など によ って、 可燃性の蒸気を放出す

る 開口部付近 

  イ  点検又は修理作業のために、 可燃性の蒸気をし ばし ば放出する 開口部付近 

  ウ  屋内又は通風、 換気が妨げら れる 場所で、 可燃性の蒸気が滞留する おそれのある 場所 

 ⑶ 第２ 類危険箇所 

   通常の状態において、 可燃性の蒸気が爆発の危険のある 濃度に達する おそれが少なく 、 又は

達し ている 時間が短い場所をいう 。 なお、 第２ 類危険箇所と なり やすい場所の例は、 次のと お

り である 。  

  ア ガス ケッ ト の劣化など のために、 可燃性の蒸気を漏出する おそれのある 場所 

  イ  誤操作によ り 可燃性の蒸気を放出し たり 、 異常反応などのために高温又は高圧と なり 、 可

燃性の蒸気を漏出し たり する おそれのある 場所 

  ウ  強制換気装置が故障し たと き 、 可燃性の蒸気が滞留し て爆発性雰囲気を生成する おそれの

ある 場所 

  エ 第１ 類危険箇所の周辺又は第２ 類危険箇所に隣接する 室内で、 爆発性雰囲気がま れに侵入

する おそれのある 場所 

 

３  危険場所の範囲 

  危険場所の範囲は、「 尼崎市危険物規制事務審査基準」 別記２ ．３ における 危険箇所の範囲に準

ずる 。 ★ 
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４  電気機械器具の選定 

  電気機械器具は、 経済産業省が定める 電気設備の技術基準の解釈（ 以下「 解釈」 と いう 。） によ る ほ

か、危険場所の分類に応じ 、第 3-1 表に定める 防爆構造（ 労働安全衛生法（ 昭和４ ７ 年法律第５ ７ 号）

第４ ４ 条の２ 第１ 項に該当する も のに限る 。 以下同じ 。） を選定する こ と 。  

 

【 第 3-1 表 電気機械器具の防爆構造の選定】  

準拠規格 防爆構造の種類と 記号 特別危険箇所 第 1 類危険箇所 第 2 類危険箇所 

構造規格 

本質安全防爆構造 i a 〇 〇 〇 

本質安全防爆構造 i b × 〇 〇 

樹脂充てん防爆構造 ma 〇 〇 〇 

樹脂充てん防爆構造 mb × 〇 〇 

耐圧防爆構造 d × 〇 〇 

内圧防爆構造 f  × 〇 〇 

安全増防爆構造 e × △ 〇 

油入防爆構造 o × △ 〇 

非点火防爆構造 n × × 〇 

特殊防爆構造 s － － － 

国際規格 

本質安全防爆構造 Exi a 〇 〇 〇 

本質安全防爆構造 Exi b × 〇 〇 

耐圧防爆構造 Exd × 〇 〇 

内圧防爆構造 Exp × 〇 〇 

安全増防爆構造 Exe × 〇 〇 

油入防爆構造 Exo × 〇 〇 

特殊防爆構造 Exs － － － 

  備考１  構造規格と は、 電気機械器具防爆構造規格（ 昭和４ ４ 年労働省告示第１ ６ 号）（ 以下「 構造規格」 と いう 。）

第２ 章（ 第８ 節を除く 。） から 第４ 章ま でに規定する 規格に適合する も の。  

    ２  国際規格等と は、 構造規格第５ 条に規定する も の。  

    ３  表中の記号○、 △、 ×、 －の意味は、 次によ る こ と 。  

      ○： 適する も の 

      △： 法規では容認さ れている が、 避けたいも の 

      ×： 法規には明記さ れていないが、 適さ ないも の 

      －： 適用さ れている 防爆原理によ って適否を判断する も の 

    ４  特殊防爆構造の電気機器は、 他の防爆構造も 適用さ れている も のが多く 、 その防爆構造によ って使用に適す

る 危険箇所が決定さ れる 。  
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第４  液体の帯電性 

 

１  帯電過程 

  液体には、 配管内を流れる と き 、 噴出する と き 、 飛び散る と き 、 撹拌する と き 等、 危険な帯電

状態と なる 可能性がある 。 その帯電性は、 流速、 接触面の材質、 形状等によ り 大き く 影響を受け

る 。 ま た、 液中に存在する 微量成分、 不純物、 他の液体、 気体、 コ ロ イ ド 状物質等によ ってその

帯電性は、 よ り 高めら れる 。  

 

２  帯電性の区分 

  液体の帯電性は、 その液体固有の導電率によ って、 一般に次のよ う に区分さ れる 。  

 

 

 

 

 

 

   導電率と は、 物体中を電流が流れる と き に、 その流れやすさ を示す物質固有の値で、 抵抗率

（ 体積固有抵抗） の逆数である 。  

   断面積がＡ （ ㎡）、 長さ がＬ （ ｍ） の物体の抵抗をＲ （ Ω） と する と 、 Ｒ は、  

    Ｒ ＝ρ× 

   で表さ れ、 こ のと き 右辺のρ（ Ω・ ｍ） が抵抗率である 。  

   こ れに対し て導電率σは、  

    σ＝  ＝  ×   （ Ｓ /ｍ、 ある いはΩ-1･ｍ -1）  

   で表さ れる 。  

 

３  静電気対策 

  一般的な対策と し ては、次に掲げる 方法等があり 、取り 扱う 物質及び作業形態によ って単独で、

ある いは組み合わせて用いる 。  

 ⑴ 爆発性雰囲気の回避（ 不活性ガス によ る シール等）  

 ⑵ 導体性の構造と し 、 設置する （ 流動し たり 、 噴出し たり し ている 液体は、 一般に導電率に関

係なく 接地によ って帯電を防止する こ と はでき ない）。  

 ⑶ 液体の導電率の増加（ 添加剤等）  

 ⑷ 静電気の中和（ 空気のイ オン化等）  

 ⑸ 流速制限 

 ⑹ 湿度調整（ ７ ５ ％以上）  

 ⑺ 人体への帯電防止 

 

  

帯電し にく い 帯電し やすい 極めて帯電し やすい 
10-8 10-12 

数値は導電率(単位 Ｓ /ｍ： ジーメ ンス /メ ート ル)  

ρ 

１  

Ａ  

Ｌ  

Ｒ  

１  

Ａ  

Ｌ  
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４  各種液体の導電率 

  第 4-1 表にあげた数値は、 純物質に対する 数値であり 、 実際には、 他の物質、 気泡等が混在し

ている 場合が多く 、 表中の数値よ り 推定さ れる 以上の帯電性を持つと 評価し なければなら ない場

合がほと んど である 。 こ れら の数値は、 取扱い条件が異なれば変わる も のである こ と から 、 大ま

かな目安と し て利用する こ と 。 ガソ リ ン、 灯油等の混合物については、 組成が一定でないため、

表中にはないが、 概ね１ ０ －１ ２ （ Ｓ /ｍ） から １ ０ －１ ３ （ Ｓ /ｍ） である 。  

【 第 4-1 表 各種液体の導電率】  

物 質 名 
導電率（ S／ｍ）  

（  ） 内は測定温度℃ 

比誘電率 

（  ） 内は測定温度℃ 

アセト アルデヒ ド  

アセト ニト リ ル 

アセト フ ェ ノ ン 

アセト ン 

安息香酸エチル 

安息香酸ベンジル 

安息香酸メ チル 

イ ソ ブチルアルコ ール 

イ ソ ペンチルアルコ ール 

エタ ノ ール 

エチルアミ ン 

エチルメ チルケト ン（ ２ －ブタ ノ ン）  

エチレ ングリ コ ール 

エチレ ングリ コ ールモノ メ チルエーテル 

（ ２ －メ ト キシエタ ノ ール）  

塩化エチル 

塩化ブチル 

１ －オク タ ノ ール 

ギ酸 

ギ酸エチル 

ギ酸プロ ピ ル 

ギ酸メ チル 

ｏ －ク レ ゾール 

ｍ－ク レ ゾール 

ｐ －ク レ ゾール 

ク ロ ロ ベンゼン 

ク ロ ロ ホルム 

酢酸 

酢酸イ ソ ブチル 

酸酸エチル 

酢酸ブチル 

酢酸プロ ピ ル 

酢酸ペンチル 

酢酸メ チル 

ジエチルエーテル 

四塩化炭素 

シク ロ ヘキサノ ン 

シク ロ ヘキサン 

1, 2－ジク ロ ロ エタ ン 

ci s－1, 2－ジク ロ ロ エチレン 

1. 20×10-4（  0）  

6   ×10-8（ 25）  

3. 1 ×10-7（ 25）  

4. 9 ×10-7（ 25）  

< 2   ×10-8（ 19）  

< 1   ×10-7（ 25）  

1. 37×10-3（ 22）  

1. 6 ×10-6（ 25）  

1. 4 ×10-7（ 25）  

1. 35×10-7（ 25）  

7   ×10-7（  0）  

3. 6 ×10-7       

1. 07×10-4（ 25）  

1. 09×10-4（ 20）  

 

< 3   ×10-7（  0）  

1   ×10-8（ 30）  

1. 39×10-5（ 23. 1）  

6. 08×10-3       

1. 45×10-7（ 20）  

5. 5 ×10-3（ 17）  

1. 92×10-4（ 17）  

1. 27×10-7（ 25）  

1. 40×10-6（ 25）  

1. 38×10-6（ 25）  

1. 9×10-10（ 20）  

< 1   ×10-8（ 25）  

6   ×10-7（ 25）  

2. 55×10-2（ 19）  

< 1. 0 ×10-7（ 25）  

1. 3 ×10-6（ 20）  

2. 2 ×10-5（ 17）  

1. 6 ×10-7（ 25）  

3. 4 ×10-4（ 20）  

≦ 3. 7×10-11（ 25）  

4  ×10-16（ 18）  

5   ×10-6（ 25）  

1. 9×10-12（ 20）  

4. 0 ×10-9（ 25）  

8. 5 ×10-7（ 25）  

21. 10 （ 20）  

37. 50 （ 20）  

17. 40 （ 25）  

20. 70 （ 25）  

6. 02 （ 20）  

4. 90 （ 20）  

6. 63 （ 20）  

17. 90 （ 25）  

14. 70 （ 25）  

24. 60 （ 25）  

6. 94 （ 10）  

18. 50 （ 20）  

37. 70 （ 25）  

16. 90 （ 25）  

 

9. 45 （ 20）  

7. 39 （ 20）  

10. 30 （ 20）  

58. 50 （ 16）  

7. 16 （ 25）  

7. 72 （ 19）  

8. 50 （ 20）  

11. 50 （ 25）  

11. 80 （ 25）  

9. 91 （ 58）  

5. 62 （ 25）  

4. 90 （ 20）  

6. 15 （ 20）  

5. 29 （ 20）  

6. 02 （ 25）  

5. 01 （ 20）  

6. 00 （ 25）  

4. 75 （ 20）  

6. 68 （ 25）  

4. 34 （ 20）  

2. 24 （ 20）  

18. 30 （ 20）  

20. 05 （ 20）  

10. 40 （ 25）  

9. 20 （ 25）  
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物 質 名 
導電率（ S／ｍ）  

（  ） 内は測定温度℃ 

比誘電率 

（  ） 内は測定温度℃ 

ジク ロ ロ メ タ ン 

1, 2－ジブロ モエタ ン 

ジメ チルス ルホキシド  

臭化エチル 

シュ ウ 酸ジエチル 

セバシン酸ジブチル 

炭酸ジエチル 

1, 1, 2, 2－テト ラ ク ロ ロ エタ ン 

テト ラ ク ロ ロ エチレ ン 

ト リ エチレ ングリ コ ール 

ト リ ク ロ ロ エチレ ン 

2, 2, 4－ト リ メ チルペンタ ン 

ト ルエン 

ナフ タ レ ン 

二塩化エチリ デン 

ニト ロ エタ ン 

１ －ニト ロ プロ パン 

２ －ニト ロ プロ パン 

ニト ロ ベンゼン 

ニト ロ メ タ ン 

二硫化炭素 

ピ リ ジン 

フ ェ ネト ール 

フ ェ ノ ール 

１ －ブタ ノ ール 

フ タ ル酸ジブチル 

ｔ －ブチルアルコ ール 

２ －フ ルアルデヒ ド （ フ ルフ ラ ール）  

１ －プロ パノ ール 

２ －プロ パノ ール 

プロ ピ オンアルデヒ ド  

プロ ピ オン酸 

プロ ピ オン酸エチル 

ブロ モベンゼン 

ブロ モホルム 

ヘプタ ン 

ベンジルアルコ ール 

ベンゼン 

ペンタ ン 

無水酢酸 

メ タ ノ ール 

メ チルシク ロ ヘキサン 

４ －メ チル－２ －ペンタ ノ ン 

4. 3 ×10-9（ 25）  

1. 28×10-9（ 25）  

2   ×10-7（ 25）  

< 2   ×10-6（ 25）  

7. 12×10-10（ 25）  

1. 7 ×10-9（ 30）  

9. 1 ×10-8（ 25）  

4. 5 ×10-7（ 25）  

5. 55×10-2（ 20）  

8. 4 ×10-6（ 20）  

8   ×10-10      

< 1. 7 ×10-6（ 25）  

1. 0×10-12（ 35）  

4   ×10-8       

2. 0 ×10-7       

5   ×10-5（ 30）  

3. 3 ×10-5（ 35）  

5   ×10-5（ 30）  

2. 05×10-8（ 25）  

5   ×10-7（ 25）  

7. 8 ×10-16（ 18）  

3   ×10-8（ 25）  

< 1. 7 ×10-6（ 25）  

1   ×10-6（ 50）  

9. 12×10-7       

9   ×10-9（ 25）  

2. 66×10-6（ 27）  

1. 45×10-4（ 25）  

9. 17×10-7（ 18）  

4   ×10-7（ 25）  

1   ×10-2（ 25）  

< 1   ×10-7（ 25）  

8. 33×10-2（ 17）  

< 1. 2 ×10-9（ 25）  

< 2   ×10-8（ 25）  

< 1   ×10-10      

1. 8 ×10-4（ 25）  

3. 8×10-12（ 20）  

< 2   ×10-8       

7. 5 ×10-5（ 20）  

1. 5 ×10-7（ 25）  

< 1   ×10-14      

< 5. 2 ×10-6（ 35）  

9. 10 （ 20）  

4. 78 （ 25）  

46. 70 （ 25）  

9. 39 （ 20）  

1. 80 （ 21）  

4. 54 （ 30）  

2. 82 （ 20）  

8. 00 （ 25）  

2. 30 （ 25）  

23. 70 （ 20）  

3. 41 （ 20）  

1. 94 （ 20）  

2. 38 （ 25）  

2. 54 （ 85）  

10. 90 （ 20）  

28. 10 （ 30）  

23. 20 （ 30）  

25. 50 （ 30）  

34. 80 （ 25）  

35. 90 （ 30）  

2. 64 （ 20）  

12. 30 （ 25）  

4. 22 （ 20）  

9. 78 （ 60）  

17. 50 （ 25）  

6. 44 （ 30）  

12. 50 （ 25）  

38. 00 （ 25）  

20. 30 （ 25）  

19. 90 （ 25）  

18. 50 （ 17）  

3. 44 （ 40）  

5. 65 （ 19）  

5. 40 （ 25）  

4. 39 （ 20）  

1. 92 （ 25）  

13. 10 （ 20）  

2. 28 （ 20）  

1. 84 （ 20）  

20. 70 （ 19）  

32. 70 （ 25）  

2. 02 （ 25）  

13. 10 （ 20）  
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第５  空地内の植栽等 

 

１  保有空地内に植栽でき る 植物 

  保有空地内に植栽する 植物は、 延焼の媒体と なら ず、 かつ、 消防活動上支障と なら ない矮性の

草本類及び高さ が概ね５ ０ ｃ ｍ以下の樹木である こ と 。 ま た、 延焼防止上有効な葉に多く の水分

を含み、 かつ、 冬季においても その効果が期待でき る 常緑の植物（ 草本類については、 植替え等

を適切に行い絶えず延焼媒体と なら ない管理等を行う 場合は、 常緑以外のも のと する こ と ができ

る 。） である こ と （ 第 5-1 表参照）。  

  なお、 防油堤内の植栽は矮性の常緑草に限る も のである こ と 。  

【 第 5-1 表 延焼防止上有効な植物の例】  

草木の区分 植物名 

樹 木 

マサキ、 ジンチョ ウ ゲ、 ナワ シロ グミ 、 マルバシャ リ ンバイ 、 チャ 、 マ

ンリ ョ ウ 、 アオキ、 サツ キ、 ヒ サカキ、 ト ベラ 、 イ ヌ ツ ゲ、 ク チナシ、

キャ ラ ボク 、 ト キワ サンザシ、 ヒ イ ラ ギナンテン 、 ツ ツ ジ類、 ヤブコ ウ

ジ等 

草本類（ 矮性に限る ）  

常緑草 
常緑の芝（ ケンタ ッ キーブルーグラ ス フリ ーダム等）、  

ペチュ ニア、（ ホワ イ ト ） ク ロ ーバー、 アオイ ゴケ等 

非常緑草 芝、 レ ンゲ草等 

 

２  保有空地内の植栽範囲 

  植栽する 範囲は、 次の各条件を満足する も のである こ と 。  

 ⑴ 貯蔵、 取扱い作業等の障害と なら ない範囲である こ と  

 ⑵ 消防隊の進入、 消火活動等に必要な空間が確保さ れる こ と  

 ⑶ 消防水利から の取水等の障害と なら ないこ と  

 ⑷ 防災用の標識等の視覚障害と なら ないこ と  

 ⑸ 危険物施設の維持管理上支障と なら ないこ と  

 ⑹ その他事業所の形態等から 火災予防上、 延焼防止上及び消防活動上支障と なら ないこ と  

 

３  維持管理 

  植栽し た植物が、 枯れて延焼媒体と なら ないよ う 、 ま た、 成長によ り 前２ の条件を満足し ない

こ と と なら ないよ う 適正な維持管理が行われる も のである こ と 。 ま た、 常緑の植物であっても 落

葉する も のである こ と から 、 常に延焼媒体と なる 落ち葉等の除去が行われる と と も に、 植替えを

必要と する 草本類等はこ れが適切に実施さ れる も のである こ と 。  

 

 



資 料 
第６  架台の構造                                               

97 

第６  架台の構造 

 

 架台は、 地震時の荷重に対し て座屈及び転倒を生じ ない構造と し 、 次の第１ 項又は第２ 項に定め

る 地震力によ る 影響を算出し た上、 第３ 項に規定する 架台の耐震構造（ 転倒及び座屈） を検討する

こ と 。  

 

１  高さ ６ ｍ未満の架台の地震力等( 静的震度法)  

 ⑴ 架台の設計水平震度 

    Ｋ h＝0. 15・ ν1・ ν2 

      ν1： 地域別補正係数： 告示第４ 条の２ ０ の表イ を準用し て求める 値 

        （ 兵庫県の場合： 1. 00）  

      ν2： 地盤別補正係数： 告示第４ 条の２ ０ の表ロ を準用し て求める 値 

        （ 尼崎市の場合： 概ね４ 種地盤であり 、 2. 00)  

   また、 設計鉛直震度は、 設計水平震度の２ 分の１ と する こ と 。  

 ⑵ 架台に作用する 地震力 

   架台に作用する 地震力Ｐ は、 次式によ り 求めた値と する こ と 。  

   地震力＝( 固定荷重＋積載荷重) ×設計水平震度 

    Ｐ ＝Ｗ×Ｋ h 

      Ｐ ： 地震力（ Ｎ ）  

      Ｗ： 固定荷重と 積載荷重の和（ Ｎ ）  

 ⑶ 架台に作用する 転倒モーメ ント  

   架台に作用する 転倒モーメ ント Ｍは、 次式によ り 求めた値と する こ と 。  

    Ｍ＝Ｐ ×Ｈ 

      Ｍ： 転倒モーメ ント （ Ｎ ･ｍ）  

      Ｈ： 地盤面から 架台（ 固定荷重と 積載荷重の和） の重心ま での高さ （ ｍ）  

 

２  高さ ６ ｍ以上の架台の地震力等( 修正震度法)  

 ⑴ 架台の各段の設計水平震度 

   架台の各段の設計水平震度（ Ｋ h( i )） は、 次式によ り 求めた値と する こ と 。  

    Ｋ h( i )＝0. 15・ ν1・ ν2・ ν3( i )  

      ν1： 地域別補正係数： 告示第４ 条の２ ０ の表イ を準用し て求める 値 

        （ 兵庫県の場合： 1. 00）  

      ν2： 地盤別補正係数： 告示第４ 条の２ ０ の表ロ を準用し て求める 値 

        （ 尼崎市の場合： 概ね４ 種地盤であり 、 2. 00)  

      ν3( i ) ： 高さ 方向の震度分布係数（ 次式によ る 。）  

    ν3( i )＝     Ｗj  ×Ａ i －  Ｗj  ×Ａ i +1 

      ただし 、 ｉ ＝ｎ の場合、 中括弧内は第１ 項のみと する こ と 。  

      Ｗi ： ｉ 段の固定荷重と 積載荷重の和 

      Ａ i ： 各段の設計水平震度の分布係数（ 次式によ る 。）  

      ｎ ： 架台の段数 

Ｗi  

1 
n 

j =i  
Σ Σ

j =i +1 

n 
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    Ａ i ＝1＋    －αi   × 

      αi ： 架台のＡ i を算出し よ う と する 第ｉ 段の固定荷重及び積載荷重の和を当該架台の

全固定荷重と 全積載荷重の和で除し た数値 

       Ｔ ： 架台の設計用一次固有周期で、 次式によ り 求めた値（ 秒）  

        Ｔ ＝0. 03×ｈ  

       ｈ ： 架台の全高さ （ ｍ）  

   また、 架台の固有値解析を行った場合は、 その値を用いる こ と ができ る こ と 。  

 ⑵ 架台の各段に作用する 地震力 

   架台の各段に作用する 地震力（ Ｐ i ） は、 次式によ り 求めた値と する こ と 。  

    Ｐ i ＝Ｗi ×Ｋ h( i )  

 ⑶ 架台の各段に作用する 転倒モーメ ント  

   架台の各段に作用する 転倒モーメ ント （ Ｍi ） は、 次式によ り 求めた値と する こ と 。  

    Ｍi ＝   Ｐ j ×（ Ｈ j －Ｈ i ）  

      Ｈ i ： 第ｉ 段の高さ  

   また、 架台地盤面に作用する 転倒モーメ ント （ Ｍo） は、 次式によ り 求めた値と する こ と 。  

    Ｍo＝ （ Ｐ j ×Ｈ j ）  

 

３  架台の耐震構造（ 転倒及び座屈） に関する 検討 

 

                       Ｗ： 各棚の積載荷重及び棚の自重 

                         （ 最下段の棚支柱部分を除く ）（ kg）  

           ・             Ｄ ： 棚の奥行（ ｍ）  

                       Ｈ： 棚の高さ （ ｍ）  

                       ｈ ： 全荷重の重心（ ｍ）  

                        ℓ： 最下段の棚支柱長さ （ ｍ）  

 

 

 

 ⑴ 転倒の検討 

  ア 台の転倒に対する 抵抗モーメ ント  

     ＭR＝Ｗ× 

       ＭR： 抵抗モーメ ント （ Ｎ ･ｍ）  

    こ こ で、 Ｍ＞ＭRの場合、 アンカーボルト 等によ る 補強の検討を行う こ と 。  

  イ  アンカーボルト によ る 補強の検討 

     Ｍ－ＭR＜ｎ ×Ｆ ﾎ゙ ﾙﾄ× 

Σ
n 

j =i +1 

Σ
n 

j =1 

Ｗ 

Ｄ  

ℓ 

Ｈ 

ｈ  

Ｄ  

2 

Ｄ  

2 

（ 1＋3Ｔ ）  

2Ｔ  

αi  

1 
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     つま り 、 Ｆ ﾎ゙ ﾙﾄ＜      

 

       ｎ ： アンカーボルト の本数 

       Ｆ ﾎ゙ ﾙﾄ： アンカーボルト １ 本当たり の耐引抜力 

           ただし 、 こ の値は、 ボルト ごと の性能緒元等（ イ ンタ ーネッ ト も 可） を参

照する こ と が一般的である 。  

 ⑵ 座屈の検討 

  ア 地震時の座屈荷重 

     Ｆ ＝Ｗ× 

       Ｆ ： 座屈荷重（ Ｎ ）  

       Ｋ V： 設計鉛直震度： 次式によ る 。  

     Ｋ V＝  ×Ｋ h 

  イ  支柱に用いる 鋼材の細長比 

     λ＝ 

       λ： 細長比 

       ℓk： 座屈長さ （ ラ ーメ ン構造の両端固定と する 場合： ℓk＝ℓ）  

       ℓ ： 架台の支柱で最下段の長さ 又は最下段の直上段の支柱高さ （ ｃ ｍ）  

       ｉ ： 断面２ 次半径 

    ただし 、 細長比の値は、 部材ごと の性能緒元等（ イ ンタ ーネッ ト も 可） を参照する こ と が

一般的である 。  

  ウ  支柱に用いる 鋼材の許容圧縮応力 

    鋼材の細長比よ り 鋼材の許容圧縮応力を求める 。  

       ｆ C： 鋼材の許容圧縮応力（ Ｎ/㎠）  

    ただし 、 鋼材の許容圧縮応力の値は、 細長比同様、 部材ごと の性能緒元等（ イ ンタ ーネッ

ト も 可） を参照する こ と が一般的である 。  

  エ 安全度の判定 

    次の式に適合し ている 場合、 座屈の生じ ないも のと し て判断でき る こ と 。  

     ｆ C＞ 

       Ａ ： 鋼材の断面積 

 

 

（ ｎ ×  ）  
Ｄ  

2 

Ｍ－ＭR 

ｎ  

（ 1＋Ｋ V）  

1 

 2 

λk 

 ｉ  

Ｆ  

 Ａ  
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第７  満了停止制御装置の構造例 

 

１  給油前の状態及び各部の名称 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  給油時の状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主弁ばね 

主弁 

ダイ ヤフラ ム室 

ダイ ヤフラ ム 

ク ラ ッ チ 

チャ ッ キ弁 

ノ ズルパイ プ 

パイ ロ ッ ト 孔 

バキュ ームチューブ 

負圧発生装置 

Ａ 点( 支点)  

弁棒 

レ バー 

【 第 7-1 図 満了停止装置付き 給油ノ ズルの構造(給油前) 】  

【 第 7-2 図 満了停止装置付き 給油ノ ズルの構造( 給油時) 】  

空気 

液と 空気 

⑴ レ バーを引き 上げる と ク ラ ッ チがロ ッ ク さ れ、 Ａ 点を支点

と し て弁棒を押し 上げ主弁が開く 。  

⑵ 液は主弁を通過し 、 チャ ッ キ弁を押し て流出さ れる 。  

⑶ こ の時、 負圧発生装置よ り 負圧が発生する が、 パイ ロ ッ ト

孔よ り 空気が補給さ れる ため、 ダイ ヤフ ラ ム室への負圧は高

く なら ない。  
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３  オート ス ト ッ プ機構作動後の状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴ 液面が上昇し パイ ロ ッ ト 孔を塞ぐ と 、 空気の補給が無く な

り 負圧は急激に高ま る 。  

⑵ ダイ ヤフラ ム室のダイ ヤフ ラ ムは負圧によ って上方へ移動

し 、 ク ラ ッ チのロ ッ ク が解除さ れ、 レバーは支点を失う 。  

⑶ 主弁ばねの力によ り 主弁が閉じ 、 液の流れは止まる 。  

⑷ レ バーを元の位置に戻すと 、 給油前の状態に戻り 、 次の給

油に備える 。  

【 第 7-3 図 満了停止装置付き 給油ノ ズルの構造( オート ス ト ッ プ機構作動時) 】  
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第８  ４ ５ 度傾斜バス ケッ ト 法燃焼試験 

 

１  燃焼試験装置 

  燃焼試験装置は、燃焼試験箱（ 第8-1図参照）、試験体支持枠（ 第8-2図参照） 及びバス ケッ ト（ 第

8-3図参照）、 又は試験体支持枠、 試験体支持枠を４ ５ 度の傾斜に保つこ と ができ る 装置及びバス

ケッ ト と する 。  

  なお、燃焼試験箱を用いないで行う 試験は、湿度６ ５ ％、温度２ ０ 度の静隠な室内で行う こ と 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 第 8-1 図 燃焼試験箱( 単位: mm) 】  

【 第 8-2 図 試験体支持枠( 単位: mm) 】  
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２  試験体 

 ⑴ 同一試料の中から 無作為に採取し た重さ １ ０ ｇ のも の三体と する 。  

 ⑵ 燃焼試験を行う 前に５ ０ ±２ 度の恒温槽内に２ ４ 時間放置し た後、 シリ カゲル入り デシケー

タ ー中に２ 時間放置し たも のと する 。 ただし 、 熱によ る 影響を受ける おそれのない試験体は、

１ ０ ５ 度±５ 度の恒温槽内に１ 時間放置し た後シリ カゲル入り デシケータ ー中に２ 時間放置

し たも のと する こ と ができ る 。  

 

３  試験方法 

 ⑴ 試験体をバス ケッ ト に均一になる よ う に詰めて、 ふたを固定し 、 燃焼試験箱内又は４ ５ 度の

傾斜に保つこ と ができ る 装置に装着し た試験体支持枠の金網の上に、 容易に移動し ない方法で

支持する 。  

 ⑵ 試験体の第8-4図に示す位置（ 試験体の下辺中央部によ り ４ ． ５ ｃ ｍ上方） に固定燃料（ 重さ

０ ． １ ５ ｇ 、 直径６ ． ４ ｍｍ、 厚さ ４ ． ３ ｍｍのヘキサメ チレ ンテト ラ ミ ン） を、 容易に移動

し ない方法で置く 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑶ 点火は、 マッ チによ り 行い、 点火後は火源の周囲の空気を静隠な状態に保ち、 燃焼が終了す

る まで放置する 。  

 

４  試験結果の判定基準 

  炭化長は、第8-5図によ り 透視的に測定し た試験体の炭化部分について、縦方向の最大の長さ と

し 、 三の試験体について、 そのう ち最大の長さ が１ ２ ０ ｍｍ以下で、 かつ、 その平均値が１ ２ ０

ｍｍ以下である も のを、 難燃性を有する も のと 判断する 。  

【 第 8-3 図 バス ケッ ト ( 単位: mm) 】  

【 第 8-4 図 火源の位置( 単位: mm) 】  
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【 第 8-5 図 炭化長測定方法( 単位: mm)】  
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第９  粉粒状又は融点の低い合成樹脂の試験方法 

 

１  試験装置 

  試験片支持具を除き Ｊ Ｉ Ｓ －Ｋ ７ ２ ０ １ －２ 「 プラ ス チッ ク －酸素指数によ る 燃焼性の試験方

法－第２ 部： 室温における 試験」 に規定する 試験装置によ る 。  

  ま た、試験片支持部は、第9-1図に示す形状を有する ス テンレス 製の支持台の上部にアに規定す

る 断熱材を置き 、 その断熱材の上部にイ に規定する 試料セルを置いたも のと する 。  

 ア 断熱材 

   最高使用温度１ ，２ ６ ０ 度、 かさ 密度０ ． １ ５ ｇ /㎠、 熱伝導率０ ． ０ ６ ｋ ｃ ａ ｌ /ｍｈ ℃（ ４

０ ０ 度） の特性を有し 、 直径２ ５ ｍｍ、 厚さ １ ｍｍの円形セラ ミ ッ ク ペーパー又はこ れと 同等

以上の断熱性能を有する も の。  

 イ  試料セル 

   石英ガラ ス 製で、 外径２ ０ ｍｍ、 深さ ２ ｍｍ、 厚さ １ ｍｍのカッ プ状のも の。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【 第 9-1 図 支持台( 単位:mm) 】  
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２  試験の実施手順 

 ⑴ 試料は、温度２ ０ ±２ 度及び相対温度６ ５ ±５ ％において２ ４ 時間以上状態調節する 。ま た、

試験場所は、 温度２ ０ ±５ 度及び相対湿度６ ５ ±２ ０ ％と する 。  

 ⑵ 試料セルに試料をセル上端面まで充填し 、 試料量を天秤を用いて測定する 。  

 ⑶ 断熱材を支持台上に置き 、 前⑵で秤量し た試料を試料セルに充填し 、 断熱材の中央に載せる

（ 第9-2図参照）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 燃焼円筒をかぶせ、 その内部を選択し た酸素濃度の雰囲気に調整する 。  

   なお、 燃焼円筒内の総流量は１ １ ． ４ ℓ/ｍｉ ｎ である こ と を確認し 、 酸素と 窒素の流量の割

合の平衡を継続し て保つこ と 。  

 ⑸ 炎の長さ を２ ０ ｍｍから ３ ０ ｍｍに調節し 、 試料セル上８ ｍｍの高さ に点火器の先端を保持

し て試料に接炎し 、 十分に着炎し たこ と を確認し た後、 点火器の炎を取り 去る 。  

 ⑹ 燃焼後の残量を天秤で測定し 、 その酸素濃度における 燃焼率（ ％） を次式によ り 求める 。  

    燃焼率＝       ×１ ０ ０  

 ⑺ 酸素濃度を約１ ％の間隔で変化さ せ、 燃焼率が増大し はじ めてから 、 ほぼ一定の値と なる ま

での範囲について、 前⑵から 前⑹の操作を繰り 返す。  

 ⑻ その後、燃焼率の最大一定値（ 最大燃焼率） を用い、次式によ り それぞれの換算燃焼率（ ％）

を求める 。  

    換算燃焼率＝      ×１ ０ ０  

 ⑼ 得ら れた換算燃焼率と 酸素濃度の関係を図上にプロ ッ ト し て、 最も 適合する Ｓ 字曲線を当て

はめ、 換算燃焼率が、 ５ ０ ％と なる 酸素濃度をも って、 その試料の酸素指数と する（ 第9-3図参

照）。  

   なお、 明確なＳ 字曲線が得ら れない場合は、 酸素濃度を変化さ せる 間隔を小さ く し て、 さ ら

に試験を行う 。  

  

試料量－残量 

試料量 

燃焼率 

最大燃焼率 

燃焼円筒 

支持台 

ガラ ス 粒 

Ｎ ２ ＋Ｏ ２  

断熱材 

支持台 

試料 
試料セル 

( 外径 20ｍｍ、 深さ 2ｍｍ)  

【 第 9-2 図 試料の保持方法】  
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最大燃焼率 

酸素濃度( ％)  

酸素濃度( ％)  

燃
焼

率
(
％

)
 

換
算

燃
焼

率
(
％

)
 

求める酸素指数 

【 第 9-3 図 酸素指数の求め方】  
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第１ ０  国連勧告基準に基づく 自己発熱性物質の試験方法 

 

１  装置及び器具 

 ⑴ 恒温槽 

   内容積が９ ℓ以上であって、内部温度を１ ０ ０ 度、１ ２ ０ 度及び１ ４ ０ 度±２ 度に制御でき る

熱風循環式のも の 

 ⑵ 試験容器等 

  ア 試料容器Ａ  

    目開き が０ ． ０ ５ ｍｍのス テンレス 鋼製の網で作ら れ、 一辺が１ ０ ｃ ｍの立方体で、 上部

が開放さ れている も の 

  イ  試料容器Ｂ  

    目開き が０ ． ０ ５ ｍｍのス テンレス 鋼製の網で作ら れ、 一辺が２ ． ５ ｃ ｍの立方体で、 上

部が開放さ れている も の 

  ウ  試料容器カバー 

    目開き が０ ． ６ ０ ｍｍのス テンレ ス 鋼製の網で作ら れ、 試料容器Ａ 及びＢ よ り わずかに大

き く 、 それぞれをその内部に収納でき る 大き さ の立方体で、 上部が開放さ れている も の 

  エ かご 

    目開き が０ ． ６ ０ ｍｍのス テンレス 鋼製の網で作ら れ、 その大き さ が縦１ ５ ｃ ｍ、 横１ ５

ｃ ｍ、 高さ ２ ５ ｃ ｍのも の 

  オ 温度計 

    連続記録装置を有する 直径が０ ． ３ ｍｍのク ロ メ ル－アルメ ル熱電対（ ２ 個）  

 

２  試験場所 

  大気圧下で無風状態の場所 

 

３  試験方法 

  試験物品を容器（ ス テンレ ス 鋼製の網で作った一辺が２ ．５ ｃ ｍ及び１ ０ ｃ ｍの立方体のも の。）

に充填し 、 次の方法によ り 、 試験物質内部の温度上昇を測定する 。  

 ⑴ 試験容器Ａ （ 一辺が１ ０ ｃ ｍのも の） に試験物質を充填し 、 容器を数回静かにたたく 。 試験

物質が沈んだら さ ら に加え、 山盛り 状になったら 、 薄い板で試料容器の上縁よ り 上の部分を取

り 除く 。  

 ⑵ 恒温槽の中央部にかごを吊り 下げ、 試料容器Ａ を試料容器カバーに収納し 、 かごの中央部に

設置する 。  

 ⑶ 試験物質の中央部及び試料容器Ａ と かごの中央部の温度が測定でき る よ う 温度計を設置す

る 。  

 ⑷ 恒温槽内部の温度を１ ４ ０ 度に設定し 、 以後２ ４ 時間こ の温度を保持する と と も に、 試験物

質の温度を２ ４ 時間連続測定し 記録する 。 また、 加熱中に試験物質が発火する か否かを合せて

観察する 。  

 ⑸ ２ ４ 時間以内に発火が認めら れた場合又は試験物質の温度が２ ０ ０ 度を 超え て上昇し た場

合は、 その時点で試験を中止し 、 試料容器Ｂ （ 一辺が２ ． ５ ｃ ｍのも の。） を用いて、 ⑴から ⑷

ま での操作を行う 。  
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 ⑹ １ ４ ０ 度で試料容器Ａ を用いた試験で発火が認めら れる か、 又は２ ０ ０ 度を超えて試験物質

温度が上昇し たが、 １ ４ ０ 度で試料容器Ｂ を用いた試験において発火若し く は２ ０ ０ 度を超え

る 試験物質温度の上昇が認めら れなかった場合、 ⑺以降を行う 。  

 ⑺ 試料容器Ａ を用い、 恒温槽を１ ２ ０ 度に設定し 、 ２ ４ 時間保持し たま ま 試験する 。 こ の際、

発火又は１ ８ ０ 度を超える 試験物質の温度上昇が認めら れなかった場合、 ⑻を行う 。  

 ⑻ 試料容器Ａ を用い、 恒温槽を１ ０ ０ 度に設定し 、 ２ ４ 時間保持し たま ま 試験する 。 こ の際、

発火又は１ ６ ０ 度を超える 試験物質の温度上昇が認めら れる かど う かを観察する 。  

 

４  判定基準 

  １ ４ ０ 度で試験容器Ａ を用いた試験で、 発火又は２ ０ ０ 度を超える 試験物質の温度上昇が認め

ら れたも のは「 自己発熱性物質」 に該当する も のと 判断する 。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

試料容器 

保護カバー 

ヒ ータ ー 

シロ ッ コ ファ ン 

制御用温度計 
温度調節器 

冷接点 

温度 

記録計 

ス テンレ ス 保護管付き 熱電対 

【 第 10-1 図 自己発熱性物質の試験装置】  
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第１ １  発泡性ポリ ス チレ ン ビ ーズの性状等 

 

 発泡性ポリ ス チレ ンビーズは、 ポリ ス チレ ンと 発泡剤ガス （ プロ パン、 ブタ ン、 ペンタ ン等又はこ れ

ら の混合ガス の３ ～８ 重量％） から 成る 発泡成形用原形で、 その発泡成形品は緩衝包装材、 魚箱、 断熱

材等と し て広く 使用さ れており 、 組成等については次のと おり 。  

 

１  組 成 

 ・ ポリ スチレ ン ９ ２ ～９ ７ 重量％ 

 ・ 発泡剤（ プロ パン、 ブタ ン、 ペンタ ン及びこ れら の混合物）  ３ ～８ 重量％ 

 

２  用 途 

  緩衝包装、 緩衝材、 魚箱、 カッ プ、 断熱材等に使用さ れている 。  

 

３  一般的物性 

 ・ 形状： 球状又はペレ ッ ト 状（ 粒径０ ． ３ ～３ ｍｍ）  

 ・ 真比重： １ ． ０ ４  

 ・ 見掛け比重： 約０ ． ６  

 ・ 引火点： ５ ５ ～７ ０ 度 

 ・ 発火点： ４ ９ ０ 度 

 ・ 燃焼点： ４ ０ ． ８ ｋ Ｊ /ｇ （ ９ ６ ０ ０ ｋ ｃ ａ ｌ /ｋ ｇ ）  

 

４  発泡剤ガス の性状 

  発泡剤ガス の主な性状については次のと おり である 。  

項 目 プロ パン n-ブタ ン n-ペン タ ン 備 考 

分子式 C３ H８  C４ H10 C５ H12  

分子量 44. 09 58. 12 72. 15  

沸点（ ℃）  -42. 1 -0. 50 36. 1  

蒸気密度（ kg/㎥）  1. 86 2. 45 3. 04 15℃ 

引火点（ ℃）  -104 -138 -40  

発火点（ ℃）  466 405 284  

爆発限界下限（ vol ％）  2. 2 1. 9 1. 5  

爆発限界上限（ vol ％）  9. 5 8. 5 7. 8  

最小着火エネルギー（ mJ）  0. 30 0. 26 0. 22  

 

 

 

 

 

 


